
現行 変更案（下線部分） 省内整理 意見・要望
鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指針
Ⅰ 鳥獣保護事業の実施に関する基本的事項

第一 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する基本的な考え方
1 基本的な考え方

○H19以降の施策について、必要なものは反
映させる必要（多様性基本法、民間活動推進
法、鳥獣被害特措法、COP10等）

○鳥獣行政全体がどういう方向に向かうのか
という観点が必要（委員）
○COP10を受け、野生鳥獣の保護管理及び
その土台となる生息地の保全に関する国の
方針を明確にすること（CBDネット）

　鳥獣は、人間の生存の基盤となっている自然環境を構成
する重要な要素の一つであり、それを豊かにするものであ
ると同時に、国民の生活環境を保持・改善する上で欠くこと
のできない役割を果たすものである。高度に経済が発達し
ながらも、我が国には多様な鳥獣が生息しており、このよう
な中で人と鳥獣との適切な関係を構築し、生物の多様性を
維持していくことは世界に対しても誇りうるものである。

（略） ○中山間地域では、高齢者の増加等により
集落の維持が難しいが、居住を希望する者も
いるなど前向きな現象を対策に組み込むこと
が必要（委員）

　しかし、今日、種によっては全国的又は地域的に生息分
布の減少や消滅が進行している一方で、特定の鳥獣による
生活環境、農林水産業及び生態系に係る被害が深刻な状
況にあることから、これら鳥獣の個体数管理、生息環境管
理及び被害防除対策の実施による総合的な鳥獣の保護管
理が必要となってくる。

　しかし、今日、種によっては全国的又は地域的に生息分布
の減少や消滅が進行している一方で、特定の鳥獣による生
活環境、農林水産業及び生態系に係る被害が一層深刻な
状況にあることから、これら鳥獣の個体数管理、生息環境管
理及び被害防除対策の実施による総合的な鳥獣の保護管
理の一層の推進が必要となってくる。

○鳥獣被害防止特措法との関係を記述する
こと（CBDネット）
●市町村捕獲権限を委譲している県では特
定計画を策定すること（CBDネット）

　鳥獣保護事業の実施に当たっては、生物多様性基本法
（平成20年法律第58号）において示された生物の多様性の
保全及び持続可能な利用についての基本原則等を始めとす
る同法の趣旨を踏まえることが必要である。
　さらに、鳥獣の保護管理は、平成２２年に開催された生物
の多様性に関する条約第１０回締約国会議において採択さ
れた新戦略計画（愛知目標）の達成に向けて重要な要素で
あることにも留意することが必要である。

　加えて、被害が高止まりしている農林水産業被害に対応す
るため、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のため
の特別措置に関する法律（平成19年法律第134号）（以下、
「鳥獣被害防止特措法」という。）に基づく被害防止計画等と
の一層の連携や、地域における多様な主体の連携による生
物の多様性の保全のための活動の促進等に関する法律（平
成22年法律第72号）を踏まえた地域レベルでの生物多様性
保全活動等を推進することが必要である。

　また、狩猟は、趣味や資源利用としての捕獲という側面だ
けでなく、鳥獣の個体数調整の手段として、鳥獣による被害
の未然防止に資する役割を果たしているが、狩猟者の減少
や高齢化が進行し、狩猟者の育成・確保を図る必要がある
とともに、猟具の使用による危険の予防等の狩猟の適正化
を図ることも求められている。

　また、狩猟は、趣味や資源利用としての捕獲という側面だ
けでなく、鳥獣の個体数調整の手段として、鳥獣による被害
の未然防止に資する役割を果たしているが、狩猟者の減少
や高齢化が進行し、狩猟者の育成・確保や地域ぐるみでの
取組や隣接地域との連携の推進を図る必要があるととも
に、猟具の使用による危険の予防等の狩猟の適正化を図る
ことも求められている。

基本指針の変更案と主な意見 ○･･基本的に指針に反映、●･･今後の法見直しや通知等での対応を検討
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　こうした状況の下、鳥獣保護事業は、国際的、全国的、地
域的それぞれの視点で関係者間の合意形成を図りながら、
地域個体群の長期的かつ安定的な存続と生活環境、農林
水産業及び生態系への被害の防止という鳥獣保護管理の
考え方を基本として実施するものとする。

　こうしたことを踏まえ、鳥獣保護事業は、国際的、全国的、
地域的それぞれの視点で関係者間の合意形成を図りなが
ら、種や地域個体群の長期的かつ安定的な存続と生活環
境、農林水産業及び生態系への被害の防止という鳥獣保護
管理の考え方を基本として実施するものとする。

　また、鳥獣の保護管理は、原因と結果の関係等が必ずし
も明らかでない自然界を取り扱うものであることを踏まえ、
その不確実性を補うための順応的な管理や多様な主体の
参加と連携を通じ、鳥獣保護区の管理や特定鳥獣保護管
理計画（以下「特定計画」という。）の実施等を更にきめ細か
く充実させるものとする。併せて狩猟の適正化を推進し、生
物多様性の確保及び生活環境の保全、さらには農林水産
業の健全な発展に寄与するとともに、これらを通じて、自然
環境の恵沢を享受できる国民生活の確保及び地域社会の
健全な発展を目指すこととする。

　また、鳥獣の保護管理は、原因と結果の関係等が必ずしも
明らかでない自然界という不確実性を持つ対象を取り扱うも
のであることを踏まえ、その不確実性を前提とした順応的な
管理や多様な主体の参加と連携を通じ、鳥獣保護区の管理
や特定鳥獣保護管理計画（以下「特定計画」という。）の実施
等を更にきめ細かく充実させ、実効性を高めるものとする。
併せて狩猟の適正化を一層推進し、生物多様性の確保及び
生活環境の保全、さらには農林水産業の健全な発展及び地
域の活性化に寄与するとともに、これらを通じて、自然環境
の恵沢を享受できる国民生活の確保及び地域社会の健全
な発展を目指すこととする。

2 鳥獣保護事業をめぐる現状と課題
(1) 鳥獣保護管理

　イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル等の一部の大型哺乳類
の生息分布が全国的に見て拡大増加傾向にあり、鳥獣によ
る生態系や農林水産業等への被害が依然として深刻な状
況にある。一方で、ツキノワグマのように地域的に絶滅のお
それのある鳥獣や、孤立した鳥獣の地域個体群も存在して
いる。

　イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル等の一部の大型哺乳類
の生息分布が全国的に見て拡大増加傾向にあり、鳥獣によ
る生態系や農林水産業等への被害が依然として深刻な状況
にある。一方で、ツキノワグマのように地域的に絶滅のおそ
れのある鳥獣や、孤立した鳥獣の地域個体群も存在してい
る。また、餌の豊凶が個体数や生息域に大きく影響を与える
場合も見られている。

　このような状況の中で、43都道府県で83の特定計画（平成
18年12月１日現在）が作成され、科学的・計画的な鳥獣保
護管理が進展しているが、ニホンジカでは生息分布域の大
部分で特定計画が作成されている一方で、イノシシ及びニ
ホンザルでは生息分布域に比して作成数が少ない等、種に
よって差が生じている。特定計画の達成状況については、
種によって傾向は異なるものの、作成後、年数を経ている
計画では、作成時より目標に近づいているとの評価となる
傾向にあるが、現段階では評価できない又は効果が見られ
ないとの評価もある。一方で、特定計画の実施に当たって
は、個体数調整の目標設定がされていない、達成状況につ
いて進行管理が行われていない等の課題もある。このた
め、個体数管理、生息環境管理及び被害防除対策につい
て適切な目標設定の下で関係主体が連携し、総合的な実
施を図ることが必要である。加えて、鳥獣保護管理は自然
界という不確実な対象を取り扱うものであるため、計画や実
施状況を絶えず点検の上修正し、より的確なものへと見直
す順応的な保護管理の推進が求められている。

 このような状況の中で、46都道府県で117の特定計画（平成
23年4月1日現在）が作成され、科学的・計画的な鳥獣保護
管理が進展してるが、ニホンジカ及びイノシシでは生息分布
域の大部分で特定計画が作成されている一方、クマ類及び
ニホンザルでは生息分布域に比して作成数が少ない等、種
によって差が生じている。

○現状の時点修正（特定計画の数等）が必
要。
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　また、新たな鳥獣保護管理の方向として、カワウ等につい
ては広域的な保護管理の取組が開始されており、鳥獣の地
域個体群の特性に応じた広域的な鳥獣保護管理、さらには
市町村等での地域ごとの取組の強化が課題となっている。

　また、個体群が広域に分布する鳥獣の保護管理について
は、地域個体群ごとの広域的な鳥獣保護管理が課題となっ
ている。広域指針については、現在作成されているのはカワ
ウ２地域、クマ１地域であり、特定計画への反映も含め一層
の推進が必要である。
　さらに、市町村等での地域ごとの取組の強化が課題であ
る。

　さらに、特定計画の作成及び実施により、適切な鳥獣保護
管理を推進していくためには、専門的な知識、技術及び経
験を有する人材の育成及び確保の必要性が指摘されてい
る。

　また、特定計画の作成及び実施により、適切な鳥獣保護管
理を推進していくためには、専門的な知識、技術及び経験を
有する人材の育成及び確保が必要である。

(2) 鳥獣保護区
　国指定鳥獣保護区については渡り鳥の生息地等として国
際的に重要な湿地等に係る指定箇所数が増加している一
方、都道府県指定鳥獣保護区については鳥獣による農林
水産業被害等の深刻化等を背景に近年では指定箇所数が
横ばいの傾向となっている。また、一部の鳥獣保護区では
生息環境の悪化も生じており、生息環境の改善を図る必要
性が生じている。

　国指定鳥獣保護区については、渡り鳥の生息地等として
国際的に重要な湿地等に係る指定箇所数が増加している一
方、都道府県指定鳥獣保護区については、鳥獣による農林
水産業被害等の深刻化等を背景に、近年では指定箇所数
が微減傾向となっている。鳥獣保護区においても、特定鳥獣
の個体数調整の取組等により、鳥獣保護区の指定の促進及
び生息環境の維持・改善はもとより、被害の軽減も図る必要
がある。

○現状の時点修正が必要（国指定鳥獣保護
区は増加、都道府県指定鳥獣保護区数が微
減）が必要。
○鳥獣保護区においても特定鳥獣の個体数
調整に取り組むことについて記載が必要。

(3) 鳥獣保護員
　鳥獣保護事業の実施を補助する者として都道府県に置か
れている鳥獣保護員については、その新たな役割として鳥
獣保護管理についての助言・指導や鳥獣に関する環境教
育への活動の充実が期待されており、専門性の確保が課
題となっている。

（略）

(4) 狩猟
　鳥獣保護管理に重要な役割を果たしており、今後ともその
担い手として期待されている狩猟者については、高齢化とと
もに減少傾向にあり、鳥獣保護管理に関する専門性の向上
を図りつつ適切な人数の確保を図ることが必要な状況と
なっている。また、わなによる事故や錯誤捕獲が発生してい
ることから、網やわなの適切な取扱い、安全確保、法令の
遵守等による一層の適正化が求められている。

（略）

(5)有害鳥獣の捕獲

　地域ぐるみで有害鳥獣の捕獲の充実を図るため、狩猟者
と地域住民との連携・協力、狩猟者による技術指導等を一層
推進することが重要となっている。また、隣接地域との連携
も重要である。さらに、鳥獣行政と農林水産行政の一層の連
携が求められる。

(5) 国際的な取組の状況 (6)国際的な取組の推進
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　渡り鳥やその生息地等の保護を図るため、我が国は、米
国、オーストラリア、ロシア及び中国と二国間渡り鳥条約・協
定を締結しており、これらに基づき、渡り鳥の保護に関する
施策や調査研究に係る情報交換や共同研究等を進めてい
る。また、これまでに「アジア太平洋地域渡り性水鳥保全戦
略」の推進に努めてきた結果、アジア太平洋地域における
シギ・チドリ類、ツル類及びガンカモ類の重要生息地ネット
ワークが構築され、渡り鳥及びその生息地に関する普及啓
発や保全のための取組等の国際協力が進展してきた。平
成18年には、当該地域の渡り鳥保全を更に推進するために
同戦略は発展的に解消され、「東アジア・オーストラリア地
域フライウェイ・パートナーシップ」が発足している。

　渡り鳥やその生息地等の保護を図るため、我が国は、米
国、オーストラリア、ロシア及び中国と二国間渡り鳥条約・協
定を締結し、韓国との間では日韓環境保護協力協定に基づ
く日韓渡り鳥保護協力会合を開催しており、これらに基づき、
～

○韓国との国際協力やラムサール条約湿地
の登録状況について情報の更新が必要。

　さらに、平成17年に開催された「特に水鳥の生息地として
国際的に重要な湿地に関する条約（ラムサール条約）」第９
回締約国会議の開催に合わせて新たに20か所の国内湿地
がラムサール条約湿地として登録され、水鳥の生息地等と
して国際的に重要な湿地の保全及び賢明な利用の推進が
図られている。

　さらに、平成20年に開催された「特に水鳥の生息地として
国際的に重要な湿地に関する条約（ラムサール条約）」第10
回締約国会議の開催までに37か所の国内湿地がラムサー
ル条約湿地として登録され、水鳥の生息地等として国際的
に重要な湿地の保全及び賢明な利用の推進が図られてい
る。

　しかし、国境を越えて移動する渡り鳥については、その生
息状況に不明な点が多いことや、渡りのルート上に位置す
る国での生息環境が悪化している可能性があることから、
国際的な協力により生息状況の把握や保全のための方策
について検討を進める必要がある。また、国内の一部で
は、生息環境の悪化により渡り鳥の渡来数が減少している
事例も見られる。こうした状況の下で、国内の鳥獣保護区
の適切な指定及び管理により鳥獣の生息地及び生息環境
を保護していくこと、生息環境が悪化した場合に指定目的に
照らして当該鳥獣保護区を指定した国又は都道府県におい
て必要があると認めるときには環境の改善のための事業等
を実施していくこと、さらには環境教育への活用等の取組を
進めていくことが求められている。

（略）

(6) 鳥獣の流通及びその他の課題 (7)鳥獣の流通

　国内で違法に捕獲した鳥類を輸入鳥と偽って飼養してい
る事例等が指摘されており、さらに、愛がん飼養、傷病鳥
獣、鳥獣への餌付けの問題等があり、鳥獣の個体の取扱い
の適正化に向けた一層の取組が課題となっている。

（略） ●有害駆除されたニホンザルが大量に繁殖
用に実験施設に送られており、その施設で病
原性ウイルスによる大量死が起こっている。
感染症対策の観点を記述すること（CBDネッ
ト）

(8)感染症

　鳥獣と人に感染する人獣共通感染症については、最近の
国内外の高病原性鳥インフルエンザの発生等により市民の
関心が高まっており、鳥獣行政担当部局においては、鳥獣
に関する専門的な知見に基づく情報提供等の役割が求め
られている。

　高病原性鳥インフルエンザのような鳥獣と人に感染する人
獣共通感染症のみならず、口蹄疫のような家畜と鳥獣に感
染する感染症についても、野生鳥獣への影響、社会的及び
経済的な影響が大きい。感染症対策は、公衆衛生、家畜、
動物愛護管理行政の担当部局等と連携して実施することが
必要であり、鳥獣行政担当部局においては、鳥獣に関する
専門的な知見に基づく情報提供等の役割が求められてい
る。

○感染症については、口蹄疫発生を受け、
「人獣共通」のみならず、家畜伝染病との関
係についても課題の記載が必要。
○鳥フル大規模発生を受けて課題の修正が
必要。

○感染症対策については省庁横断的な課題
なのでしっかり連携すべき。人と野生生物の
共通感染症の対策が生物多様性を守る上で
欠かせないことを盛り込むべき（委員）

3 鳥獣保護事業の実施の方向性
　上記の基本的な考え方及び現状と課題の認識の下、生物
多様性の保全及び人と鳥獣との適切な関係の構築を基本
として、鳥獣保護事業を次のとおり実施するものとする。

（略）

(1) 生物多様性の保全
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　鳥獣保護事業の実施は、鳥獣の保護及び生息環境の保
全・整備を図る鳥獣保護区等の指定や鳥獣の捕獲制限等
の適正な運用等を通じて、地域における生物多様性の保全
にも資するものである。このことから、鳥獣保護区及び特別
保護地区、さらには休猟区や鳥獣の保護及び狩猟の適正
化に関する法律（平成14年法律第88号。以下「法」という。）
第15条に基づく指定猟法禁止区域等の指定に努めるととも
に、法第12条に基づく鳥獣の捕獲等の制限、法第18条に基
づく捕獲等をした鳥獣の放置の禁止、法第28条の２に基づ
く鳥獣保護区における保全事業の適切な実施等に努めるも
のとする。

　鳥獣保護事業の実施は、鳥獣の保護及び生息環境の保
全・整備を図る鳥獣保護区等の指定や鳥獣の捕獲制限等の
適正な運用等を通じて、地域における生物多様性の保全に
も資するものである。また、鳥獣保護事業が適切に実施され
なければ、例えば、シカが増加することにり、植物のみなら
ず、それに依存する生物が減少したり、植生の荒廃や裸地
化が進行する等、我が国の生物多様性に深刻な影響を与え
る。このことから、鳥獣保護区及び特別保護地区、さらには
休猟区や鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成
14年法律第88号。以下「法」という。）第15条に基づく指定猟
法禁止区域等の指定に努めるとともに、特定計画の策定及
び適切な実施、法第12条に基づく鳥獣の捕獲等の制限、法
第18条に基づく捕獲等をした鳥獣の放置の禁止、法第28条
の２に基づく鳥獣保護区における保全事業の適切な実施等
に努めるものとする。

○鳥獣保護事業が適切に実施されなけれ
ば、シカの影響等により生物多様性が損なわ
れる可能性について記載が必要。特にシカに
ついては、在来の植生等に深刻な影響を与
えており、対策の強化が必要である。

○シカによる食害が問題となっているが、直
接被害を受ける植物だけでなく、その植物と
関連のある動物などについても考慮する必要
（委員）

(2) 人と鳥獣の適切な関係の構築
ア 特定計画による鳥獣の適切な保護管理

　イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル等の大型哺乳類、また、
カワウ等の河川の大型魚食性鳥類の生息分布域が拡大
し、これらの鳥獣の一部が農林水産業や生態系に被害を及
ぼしている実態が見られる。このような場合には、被害防除
対策の実施とともに、適正な個体数に誘導する等、適切な
鳥獣の保護管理が必要となる。

（略） ●自治体によっては未作成の種がある。
●特定計画に基づく個体数管理等の目標達
成は困難な自治体が多い。また、広域的な取
組、人材の育成等は十分進んでいない。

　一方、イリオモテヤマネコのように生息数が減少し、種の
存続に支障を来たすおそれが生じている鳥獣や、ツキノワ
グマのように生息域の分断等により地域的に絶滅のおそれ
が生じている地域個体群もあることから、安定して存続可能
な個体数を維持できるよう、生息環境の整備等による保護
管理の取組が必要である。

　一方、全国的あるいは地域的に生息数が減少し、絶滅の
おそれが生じている鳥獣や、生息域の分断等により地域的
に絶滅のおそれが生じている地域個体群もあることから、全
ての鳥獣が安定して存続可能な個体数を維持できるよう、生
息環境の整備等による保護管理の取組が必要である。

　このため、こうした鳥獣について都道府県は特定計画制
度により、適切な保護管理の推進を図るものとし、特定計画
を効果的に実施していくために、関係主体の役割の明確化
と連携、広域的及び地域的な連携並びに地域に根ざした取
組の充実及び人材の育成とその活用を図るものとする。加
えて、必要に応じ、法第14条第１項に基づく休猟区における
特定計画の対象鳥獣（以下「特定鳥獣」という。）の狩猟の
特例や、法第12条第３項に基づく捕獲数制限のための入猟
者承認の制度等の活用を図るものとする。

（略）

イ 狩猟の役割とその適正化
　狩猟者は、科学的・計画的な保護管理を図るための鳥獣
の個体数管理並びに鳥獣による生活環境、農林水産業及
び生態系に係る被害の防止を図るための捕獲等又は鳥類
の卵の採取等（以下「有害鳥獣捕獲」という。）の担い手とい
う役割も果たしている。このため、法第39条に基づく狩猟免
許、法第55条に基づく狩猟者登録等の制度の適切な実施を
通じて狩猟者の育成・確保を図るとともに、狩猟者に対して
法を始めとする関係法令の遵守及び狩猟事故の未然防止
等危険の予防についての指導の徹底に努め、狩猟の適正
化を図るものとする。

（略） ●狩猟者の減少傾向は続いている。
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ウ 科学的・計画的な保護管理の進め方
　人と鳥獣との適切な関係の構築を図っていくためには、科
学的な知見に基づいて計画的に鳥獣の保護管理を進めて
いくことが必要である。この場合、特定計画制度による鳥獣
の保護管理はもとより、有害鳥獣捕獲についても、科学的・
計画的に進めるよう努め、その実効性や効率性を高めるも
のとする。

（略） ●科学的・計画的な保護管理が進んだ地域・
種もあるが、まだ十分でない地域・種もある。

エ 科学的・計画的な保護管理を支える基盤の整備
　鳥獣の科学的・計画的な保護管理の推進を図るために
は、これを支える基盤の整備が重要である。このため、行政
と研究機関との連携、鳥獣保護センターの活用を図る等、
組織体制の充実に努めるものとする。

（略）

　また、保護管理に関する専門的知見を持つ鳥獣保護員、
技術者及び鳥獣の保護管理の一端を担い得る狩猟者の育
成を図り、併せて、鳥獣の生態や被害防除対策等に関する
調査研究、地域における個体数の推計等の生息情報の整
備等を進めることにより、鳥獣の保護管理のための実施体
制の充実に努めるものとする。

（略）

特に、狩猟者については減少傾向が続いていることから、確
保に努めるとともに、狩猟者のみに頼らない個体数調整の
体制についても検討を進めるものとする。

○基本指針記載の考え方に変更はないが、
狩猟者減少に対応した個体数管理の体制構
築の必要性が高まっている。
●組織体制の充実が図られている地域もあ
るが、まだ十分でない地域もある。

(3) 地域住民の理解と協力、鳥獣保護事業の普及啓発等
　鳥獣保護事業を効果的に進めるためには、地域住民の理
解と協力が不可欠であり、これらを踏まえた主体的な参加
も求められることから、関係機関やＮＧＯとも連携を図りつ
つ、鳥獣とのふれあいや自然環境学習教育の実施、鳥獣に
よる農林水産業等に係る被害の実態及び安易な餌付けに
よる影響等の人と鳥獣との適切な関係の構築に関する理
解の醸成を図る等、鳥獣の保護管理の必要性についての
理解を深めるための普及啓発及び助言・指導を推進するも
のとする。

（略） ●被害対策のための網に野鳥がかかって死
亡するなどの事例がおこっている。有害鳥獣
駆除が行われた鳥獣による被害状況を環境
省として分析すべき。これに基づいて、生態
や被害発生のメカニズム、対処方法に関し
て、都道府県や市町村に対して必要な情報を
提供したり研修を行うことを強化すべき（CBD
ネット）

(4) 関係主体の役割の明確化と連携
　国、地方公共団体、事業者、市民、民間団体等の関係主
体の役割を明確化した上で各主体が連携し、鳥獣保護事業
の効果的な実施を図るものとする。

（略）

第二 鳥獣保護事業のきめ細かな実施
　以下の区分及び特性に応じてきめ細かな鳥獣保護管理を
進めるものとする。

（略）

1 制度上の区分に応じた保護管理
(1) 希少鳥獣
① 対象種

　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ
類又はⅡ類に該当する鳥獣で、法第７条第５項に基づき環
境大臣が定めるもの並びに都道府県のレッドリストにおいて
同様の取扱いがなされている鳥獣とする。
　また、レッドリストの見直しに合わせて対象種を見直すも
のとする。

　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ
類又はⅡ類に該当する鳥獣で、法第７条第６項に基づき環
境大臣が定めるもの並びに都道府県のレッドリストにおいて
同様の取扱いがなされている鳥獣とし、レッドリストの見直し
に合わせて対象種を見直すものとする。また、絶滅のおそれ
のある地域個体群についても必要に応じて希少鳥獣として
取り扱う。

○絶滅のおそれのある地域個体群について
明記すること（CBDネット）
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　国の希少鳥獣は法第７条第５項に基づき定め、都道府県
の希少鳥獣は鳥獣保護事業計画において示されるものとす
る。

　国の希少鳥獣は法第７条第６項に基づき定め、都道府県
の希少鳥獣は鳥獣保護事業計画において示されるものとす
る。

② 保護管理の考え方
　希少鳥獣の適切な保護管理のため、国及び都道府県は、
自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第４条に基づく自
然環境保全基礎調査、個別の種ごとの調査等により生息状
況や生息環境の把握に努めるものとする。

（略） ●国が許可権限を持つ希少動物についても
被害を出している種があるため、取扱を明確
にしていくべき（委員）

　また、環境大臣による適切な捕獲許可、国指定鳥獣保護
区（希少鳥獣生息地の保護区）の指定等の実施により、種
及び地域個体群の存続を図るための取組を行うこととす
る。

（略）

　特に、絶滅のおそれのある鳥獣については、絶滅のおそ
れのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法
律第75号。以下「種の保存法」という。）に基づき、環境大臣
による国内希少野生動植物種の指定及び捕獲等の禁止を
行うとともに、必要に応じて保護増殖事業を実施し、種及び
地域個体群の保存を図ることとする。

　　特に絶滅のおそれのある鳥獣については、（略）

　なお、都道府県においても、都道府県の実情に応じた希
少鳥獣を鳥獣保護事業計画に示した上で、必要に応じ、上
記に準じた保護管理に努めるものとする。

（略）

(2) 狩猟鳥獣
① 対象種

　以下の1)及び2)に該当する鳥獣として、法第２条第３項に
基づき定めるものとする。
　また、国は、鳥獣保護事業計画に係る基本指針を５年ごと
に見直す際、以下の1)及び2)の選定の考え方に基づき、生
息状況、繁殖力、地域個体群の長期的な動向、捕獲難易度
等を総合的に勘案して、対象となる鳥獣の見直しを行うもの
とする。

（略）

　また、国は、鳥獣保護事業計画に係る基本指針を５年ごと
に見直す際、以下の1)及び2)の選定の考え方に基づき、対
象となる種の狩猟資源としての価値、生息状況、繁殖力等
の生物学的な特性、地域個体群の長期的な動向、当該種に
よる農林水産業等への被害の程度等を総合的に勘案して、
対象となる鳥獣の見直しを行うものとする。

○H19-20の狩猟鳥獣に関する検討会の議論
を踏まえて修正が必要。

1) 　次のア又はイのいずれかに該当する鳥獣とする。
ア 　狩猟の対象として資源的価値等を有するもの。
イ 　生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害が相当程

度認められ、かつ、一般的に狩猟の対象となり得るものとし
てその捕獲等による個体数の抑制が期待できるもの。

（略）

2) 　狩猟鳥獣とした場合に、当該鳥獣の捕獲等がその生息の
状況に著しい影響を及ぼすおそれのないこと。

（略）

② 保護管理の考え方
　狩猟鳥獣の適切な保護管理のため、国及び都道府県は、
自然環境保全基礎調査、個別の種ごとの調査等により生息
状況等の把握に努めるものとする。

（略）

　また、都道府県は、関係行政機関等からの情報収集、関
連する調査等を通じ、生活環境、農林水産業又は生態系に
係る被害状況の把握に努めるものとする。

（略）
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　国は、全国的な狩猟鳥獣保護の見地から必要に応じて捕
獲等の制限を行うとともに、都道府県においても休猟区や
捕獲等の制限等の制度を活用し、持続的な利用が可能とな
るよう保護管理を図るものとする。

　国は、全国的な狩猟鳥獣の保護の見地から、環境省が作
成するレッドリスト等に基づいて、捕獲等の制限を行うととも
に、必要に応じて狩猟鳥獣の指定解除の検討を行う。また、
都道府県においても、地域的な狩猟鳥獣の保護の観点か
ら、都道府県が作成したレッドリスト等を活用し、休猟区の指
定や、捕獲等の制限等によって、狩猟鳥獣の持続的な利用
が可能となるよう保護管理を図るものとする。
　ただし、狩猟鳥獣のうち、外来鳥獣である種については、
(3)に準じた管理を図るものとする。

　さらに、都道府県は、被害防止の目的で捕獲等の対象と
なる狩猟鳥獣について、狩猟を活用しつつ、特定計画の積
極的な作成及び実施により、被害の防止及び地域個体群
の存続を図るものとする。

（略）

(3) 外来鳥獣
① 対象種

　本来、我が国に生息地を有しておらず、人為的に海外から
導入された鳥獣とする。

（略）

② 管理の考え方
　外来鳥獣の適切な管理のため、国は自然環境保全基礎
調査、個別の種ごとの調査等により、生息状況、農林水産
業への被害及び生態系等への影響について把握に努める
ものとする。

（略） ○外来法に基づく捕獲との整合性をとる必要
がある。

　農林水産業又は生態系等に係る被害を及ぼす外来鳥獣
については、狩猟及び有害鳥獣捕獲を推進し被害の防止を
図るものとする。

　農林水産業又は生態系等に係る被害を及ぼす外来鳥獣に
ついては、当該外来鳥獣を根絶又は抑制するための積極的
な狩猟及び有害鳥獣捕獲を推進し被害の防止を図るものと
する。

　また、国は、必要に応じて特定外来生物による生態系等
に係る被害の防止に関する法律（平成16年法律第78号。以
下「外来生物法」という。）に基づく特定外来生物の指定と防
除の公示を行い、防除事業を実施し、被害の防止に努める
ものとする。

　また、国は、必要に応じて特定外来生物による生態系等に
係る被害の防止に関する法律（平成16年法律第78号。以下
「外来生物法」という。）に基づく特定外来生物（以下、「特定
外来生物」という。）の指定と防除の公示を行い、防除事業を
実施し、被害の防止に努めるものとする。

○外来法と鳥獣法が併用されていることによ
り、不具合が生じる可能性があるので、ある
程度の整理が必要（委員）

　なお、都道府県内に本来生息地を有しておらず、人為的に
当該都道府県の外部から導入され、当該都道府県で被害
を生じさせている鳥獣についても、都道府県において必要
に応じ上記に準じた捕獲等による管理に努めるものとする。

　なお、国内において本来の生息地以外に人為的に導入さ
れ、生態系や農林水産業等に係る被害を生じさせている鳥
獣についても、当該地域において必要に応じ上記に準じた
捕獲等による管理に努めるものとする。

(4) 一般鳥獣
① 対象種

　希少鳥獣、狩猟鳥獣及び外来鳥獣以外の鳥獣とする。 　希少鳥獣、狩猟鳥獣並びに外来鳥獣及び国内において本
来の生息地以外に人為的に導入され、生態系や農林水産
業等に係る被害を生じさせている鳥獣（以下、「外来鳥獣等」
という。）以外の鳥獣とする。

② 保護管理の考え方
　一般鳥獣の適切な保護管理のため、国及び都道府県は、
自然環境保全基礎調査、個別の種ごとの調査等により生息
状況等の把握に努めるものとする。

（略）
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　また、国及び都道府県は、全国的な分布動向、地域個体
群の極端な増加又は減少、生活環境、農林水産業又は生
態系に係る被害の発生状況等を踏まえ、必要に応じ、希少
鳥獣及び狩猟鳥獣の保護管理に準じた対策を講じるものと
する。特に生息数が著しく増加又は減少している一般鳥獣
については、特定計画の積極的な作成及び実施により、被
害の防止や地域個体群の存続を図るものとする。

（略）

2 鳥獣の特性に応じた保護管理の考え方
(1) 広域的な保護管理が必要な鳥獣

　隣接しない都道府県にまたがり広域的に分布又は移動す
る鳥獣、孤立した地域個体群の分布域が複数都道府県に
またがる鳥獣及び被害の管理を関係する複数都道府県で
実施しないと対策の効果が望めない鳥獣については、関係
行政機関、利害関係者、自然保護団体、専門家等が幅広く
連携し、鳥獣の行動圏の大きさ、季節移動の有無、生息状
況、繁殖力、地域個体群の長期的な動向、農林水産業等へ
の被害の状況等を総合的に勘案し、広域的な保護管理の
方向性を示す広域保護管理指針（以下「広域指針」という。）
やそれと整合が図られた特定計画の作成による保護管理
が進められている。こうした取組は広域的な鳥獣保護管理
を進める上で効果的であることを踏まえ、安定的な地域個
体群の維持及び被害の軽減を図るように努めるものとす
る。

（略） ●広域指針の作成数も少なく（カワウ２、クマ
１）、十分とは言えない。国の関わりの整理、
都道府県が指針策定に向かう契機となる支
援措置の整備等が必要。

○鳥獣保護区のあり方、放鳥の是非、鳥獣保
護員の役割、広域的な取組等、様々な課題
があり、それらを踏まえた基本指針とすべき
（委員）

(2) 保護管理について特に配慮が必要な鳥獣
　半島や離島等の地理的条件等により生息分布が隔離して
いる鳥獣については地域個体群の維持に留意すべきであ
るが、当該地域個体群の鳥獣による生活環境、農林水産業
又は生態系に係る顕著な被害が生じている場合には、効果
的に被害の軽減を図りつつ地域個体群の維持を図るため、
都道府県において特定計画の作成や、必要に応じて捕獲
数制限のための入猟者承認制度を活用することにより、き
め細かな保護管理に努めるものとする。

（略）

　また、気候等の要因により、年によって被害状況及び集落
等への出没状況の大きく異なる種については、捕獲数が大
きく変動する傾向にあることから、長期的な視野をもった保
護管理に努めるものとする。

○特に配慮が必要な鳥獣として留意すべきも
のとして、「有害捕獲数の年変動が大きく、捕
獲数が多い年は相当量にのぼることがある
種」を加えること（ＣＢＤネット）

(3) 渡り鳥及び海棲哺乳類
　国境を越えて移動する渡り鳥や海域を生息地とする海棲
哺乳類については、国及び地方公共団体は以下の考え方
により適切な保護管理に努めるものとする。

（略）

① 　我が国に渡来する渡り鳥の保護については、関係国との
国際的な連携・協力を図るとともに、鳥獣保護区及び特別
保護地区の指定を適切に進める。

（略）

② 　法の対象となる海棲哺乳類については、科学的なデータ
の収集を図るとともに、生息状況や地域個体群の動向、漁
業への影響等を踏まえ、必要な保護管理方策を検討し、地
域個体群の存続を図る。

　法の対象となる海棲哺乳類については、科学的なデータの
収集を図るとともに、生息状況や地域個体群の動向、漁業
への影響等を踏まえ、必要な保護管理方策を検討し、種の
存続及び地域個体群の存続を図る。

○海棲哺乳類について、「地域個体群の存続
を図る」について、「種の存続」も追加が必
要。
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　なお、国は法第80条に基づく法の適用除外となる鳥獣で
あって海棲哺乳類に属するものについては、関係行政機関
との連携・協力の下、その生息や保護管理の状況に関する
情報の収集に努め、他の法令による適切な保護管理が図
られないと認められるときは、速やかに適用除外種の見直
しの検討を行うものとする。

（略） ●海棲哺乳類の保全に必要な科学的データ
の収集が十分とはいえない。

●海棲哺乳類について現状の評価をすべき
（委員）
●海洋の健全な環境を保つためには、海洋
生態系の要である海棲哺乳類の保全と管理
は不可欠。鳥獣保護法の包括的な改正を視
野に、80条の除外規定を見直し、海棲哺乳類
の保護・管理を含めた管理のあり方を基本指
針に入れるべき。（CBDネット）

3 鳥獣保護に関する調査研究の推進
　科学的・計画的な鳥獣保護事業を推進するためには、鳥
獣の分布や植生等の自然環境に関する情報だけでなく、農
林水産業等への被害や中山間地域の人口等の社会科学
的な情報も必要である。

（略）

　また、自然界という不確実な対象を取り扱うため、事業の
実施状況についてのモニタリングを適切に実施し、その結
果を評価することによって事業へのフィードバックを行う順
応的な管理も不可欠である。

　また、自然界という不確実性を持つ対象を取り扱うため、
事業の実施状況についてのモニタリングを適切に実施し、そ
の結果を評価することによって事業へのフィードバックを行う
順応的な管理も不可欠である。

　このため、国及び都道府県は、関係機関との連携を図り
つつ自然環境等に係る調査を行うとともに、情報収集体制
の整備による情報蓄積を図るものとする。さらに、効果的な
モニタリング手法の開発等の鳥獣保護管理に資する研究に
ついても推進するものとする。

　このため、国及び都道府県は、関係機関との連携を図りつ
つ自然環境等に係る調査を行うとともに、情報収集体制の
整備による情報蓄積を図るものとする。その際、狩猟鳥獣の
捕獲に関する情報や、鳥獣の許可捕獲に関する情報の有効
活用を図る。さらに、効果的なモニタリング手法の開発等の
鳥獣保護管理に資する研究についても推進するものとす
る。

　また、国は、鳥獣の生態、生息状況、捕獲技術等に関する
調査及び研究並びに科学的・計画的な鳥獣保護管理の基
礎となる鳥獣関係統計及び野生鳥獣情報システムについて
必要に応じた見直しを進めるものとする。

（略）

　さらに、Ⅱ第七のうち全国的、国際的な鳥獣の保護の見
地から必要と認められる事項について調査を実施するほ
か、特に、渡り鳥の飛来経路や鳥獣の重要な繁殖地等の情
報収集及び分析を行うため、標識調査に加え、発信機を使
用した調査等により、きめ細かな鳥類の移動経路に係る情
報収集を進めるものとする。

（略）

　なお、海棲哺乳類、ネズミ、モグラ類等これまでの情報の
集積が少ない鳥獣については、国及び都道府県においてそ
れらの種の生息状況等に応じて適切な調査を実施するとと
もに、関係機関との連携を図りつつ、既存の情報の収集を
図るものとする。

（略）

第三 特定計画制度の推進 ○捕獲手法の開発、その安全性の評価、ま
た、それを実施に移すための制度の見直しが
課題（委員）

1 広域的な鳥獣保護管理 1 特定鳥獣の適切な鳥獣保護管理 ○狩猟人口の減少に対応した捕獲体制の検
討が必要（委員）

(1) 広域的な鳥獣保護管理の考え方
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　隣接しない都道府県にまたがり広域的に分布又は移動す
る鳥獣の地域個体群（以下１において「地域個体群」とい
う。）の保護管理に当たり、対象鳥獣の生態的及び地域的
な特性並びに被害の発生状況により、単独の都道府県によ
る特定計画の作成と実施だけでは安定的な地域個体群の
維持や十分な被害対策が望めない場合には、これまでの広
域的な鳥獣保護管理に係る取組事例及び以下の考え方も
踏まえ、広域指針の作成による保護管理に努めるものとす
る。

　隣接しない都道府県にまたがり広域的に分布又は移動す
る鳥獣の地域個体群（以下１において「地域個体群」とい
う。）の保護管理に当たり、対象鳥獣の生態的及び地域的な
特性並びに被害の発生状況により、単独の都道府県による
特定計画の作成と実施だけでは安定的な地域個体群の維
持や十分な被害対策が望めない場合には、国は、都道府県
と連携して、これまでの広域的な鳥獣保護管理に係る取組
事例及び以下の考え方も踏まえ、広域指針の作成による保
護管理に努めるものとする。

○地方分権は重要だが、広域に生息する鳥
獣の保護管理については、各主体間を調整
する機能が必要（委員）

① 広域指針の作成

　広域指針の作成に当たっては、特定計画の作成に準じ
て、対象とする地域個体群の分布域に関係する行政機関、
団体等が連携して③で示す広域協議会を設置して作成する
ものとする。また、国は作成された広域指針を広く周知する
ものとする。

（略）

　広域指針が作成された場合には、関係都道府県は当該
広域指針との整合を図りつつ特定計画が作成されるよう努
め、適切な保護管理事業を実施するものとする。

（略）

　なお、広域指針が作成されない場合であっても、関係都道
府県の地域個体群の生息状況や被害の発生状況を踏ま
え、必要に応じて関係する都道府県等の連携や情報の共
有等による広域的な鳥獣の保護管理の実施に努めるもの
とする。

（略）

② 広域指針の対象とする地域個体群

　広域指針の作成対象は、隣接しない都道府県にまたがり
広域的に分布又は移動する鳥獣や複数の都道府県にまた
がる孤立した鳥獣の地域個体群とし、国は広域指針作成の
ために必要な情報の整備に努め、(2)で示す技術マニュアル
において、全国的な地域個体群の輪郭及び優先的に広域
指針を作成することが適当である地域個体群を示すものと
する。

　広域指針の作成対象は、～～(2)で示す技術ガイドラインに
おいて、全国的な～～ものとする。

○実態に合わせて、「マニュアル」を「ガイドラ
イン」と修正。

　技術マニュアルに示された地域個体群に関係する都道府
県は、当該都道府県の区域内の鳥獣の地域個体群に関す
る、生息数動向、被害規模、繁殖力、分布の連続性等の個
体群動向等を示す指標を既存資料や調査によって把握す
るとともに国に情報提供を行うものとする。

　技術ガイドラインに示された～（略）

③ 広域協議会の設置
　広域指針の作成に当たって設置する広域協議会は、対象
とする地域個体群の分布域に関係する都道府県、関係省
庁、利害関係者、自然保護団体等の鳥獣保護管理事業の
実施に必要な関係機関及び関係者により構成されるように
努めるものとする。なお、行政機関については、鳥獣行政部
局だけでなく、農林水産行政部局のほか、必要に応じて河
川行政部局等も参加するものとする。

（略）

　ただし、鳥類等その行動域の広がりにより、地域個体群の
区分が難しいものについては、各地方ブロック等を広域協
議会設置の単位とする。

（略）

④ 科学的及び順応的管理の推進
　広域協議会は、対象地域個体群の動向等についての科
学的知見を集積し、特定計画等の実施成果等を踏まえて必
要に応じて広域指針の見直しを行うものとする。

（略）
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　広域指針の作成と実施に当たって、広域協議会は、鳥獣
の生態や保護管理、生息環境、鳥獣被害対策等に関する
専門的知見を有する者で構成された科学委員会を設置す
るものとする。

（略）

　科学委員会は、関係都道府県や研究者等により集積され
た対象種の地域個体群に関する情報を整理し、地域個体
群の鳥獣の生息状況や被害状況等に大きな変化が生じた
場合には、広域協議会の行う広域指針の作成及び見直し
について助言を行うものとする。

（略）

⑤ 広域指針の記載項目
　広域指針には、以下の項目を記載するものとする。
１　広域的な保護管理の目的及び背景
２　保護管理すべき鳥獣の種類
３　広域指針の期間
４　広域指針の対象地域
５　広域的な保護管理の目標
 (1)　現状
 (2)　保護管理の目標
 (3)　目標を達成するために必要な広域的な連携施策の考
え方
６　広域的な保護管理における特定鳥獣の数の調整に関す
る事項
７　広域的な保護管理における生息地の保護及び整備に関
する事項
 (1)　生息環境の保護
 (2)　生息環境の整備
８　広域的な保護管理における被害防除対策
９　広域的な保護管理におけるモニタリング及びフィード
バック
10　その他広域的な保護管理のために必要な事項
 (1)　広域的な実施体制（広域協議会の体制等）
 (2)　特定計画及び都道府県協議会について
 (3)　普及啓発
 (4)　その他

（略）

(2) 技術マニュアル等の整備 技術ガイドライン等の整備

　国は、全国的な見地から都道府県における特定計画の作
成及び実施に対して技術的な支援を行うこととし、鳥獣保護
管理に関する技術や特定計画の実施状況を踏まえた先進
的な取組及び効率的なモニタリング手法について取りまと
め、特定計画の作成や見直しのための技術マニュアルを整
備する。技術マニュアルについては、鳥獣保護事業計画期
間を念頭に概ね５年ごとに見直し、情報の更新に努めるも
のとする。技術マニュアルにおいては、(1)②の地域個体群
の輪郭等に加えて、広域的な鳥獣保護管理、実施計画との
連携等の詳細な事項についても示すこととする。

　国は、全国的な見地から都道府県における特定計画の作
成及び実施に対して技術的な支援を行うこととし、鳥獣保護
管理に関する技術や特定計画の実施状況を踏まえた先進
的な取組及び効率的なモニタリング手法について取りまと
め、特定計画の作成や見直しのための技術ガイドラインを整
備する。技術ガイドラインについては、専門家等の意見を踏
まえ、都道府県にとって実効性のあるものとなるよう、概ね５
年ごとに見直し、情報の更新に努めるものとする。技術ガイ
ドラインにおいては、(1)②の地域個体群の輪郭等に加えて、
広域的な鳥獣保護管理、実施計画との連携等の詳細な事項
についても示すこととする。また、効果的な個体数調整のた
めの捕獲技術について検討及び情報収集を行い、技術ガイ
ドラインに反映する等により、普及を図るものとする。

○効果的な捕獲手法の紹介、研修等が必要
（都道府県）
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(3) 特定計画の実施状況に関するフィードバック
　国は、全国的な特定計画の作成及び実施状況等について
定期的に把握し、必要に応じて都道府県に対して助言等の
支援を行うものとする。また、実施状況に関する総合的な評
価を、５年ごとに行うこととされている鳥獣保護事業計画に
係る基本指針の作成と合わせて行い、その結果を踏まえて
必要に応じて基本指針や特定計画制度の検討を行うものと
する。

（略）

　また、国はこれらの見直しのために収集した情報やその
解析結果を、都道府県が特定計画の見直しの際に活用で
きるよう情報提供を行うものとする。

（略）

2 地域における取組の充実
(1) 実施計画の作成の推進

　都道府県又は鳥獣保護事業の一部を行う市町村等は、特
定計画の効果的な目標達成に資するため、必要に応じて特
定計画の対象地域を更に区分した地域において、年度別に
適切な鳥獣保護管理事業を実施するための実施計画の作
成に努めるものとする。

（略） ○現状を踏まえて、効果的な個体数調整の
手法、体制整備の充実等について記載が必
要。鳥獣保護区においても個体数調整に取り
組むことについて記載が必要。

　都道府県は、関係市町村が実施計画に基づき捕獲を許可
する場合、特定計画に定められた目標数の達成が図られる
よう、また特定計画等に示された捕獲上限数を超過しない
ように必要な指示を行うものとする。

　また、目標数の達成のためには、地域に即した捕獲手法
の導入及び体制整備を図るよう努めるものとする。

　また、必要に応じて入猟者承認制度や休猟区における特
定鳥獣の狩猟の特例制度を活用し、効果的な個体数調整
を進めるものとする。

　さらに、～

(2) 実施計画に基づく保護管理の推進
　鳥獣による被害への対策は、捕獲による対応のみでは不
十分であるとの認識の下、鳥獣行政部局は、農林水産行政
部局等と鳥獣の生息状況及び被害状況に関する情報を共
有して連携を図り、生ごみや未収穫作物の適切な管理等の
被害防除対策と鳥獣の生息環境の管理とを一体的に図る
等、総合的な鳥獣保護管理の取組に努めるものとする。

（略）

　このような総合的な取組は、特に地域レベルで進めること
が効果的であり、実施計画の作成により市町村等での地域
ごとの保護管理の目標を具体化・明確化し、可能な限り保
護管理の目標達成に向けた共通認識を集落レベルまで共
有又は周知する等により地域の共通認識を醸成しつつ、そ
の着実な実施を図るものとする。また、必要に応じて、こうし
た地域での保護管理の目標を特定計画に位置付けること
についても検討するものとする。

（略）

3 休猟区における特定鳥獣の狩猟の特例制度の活用
　特定鳥獣が狩猟鳥獣である場合であって、特定計画の対
象区域内の休猟区における特定鳥獣の狩猟が、当該特定
計画の達成を図るため特に必要と認められるときには、都
道府県知事は法第14条第１項に基づき、当該都道府県区
域内の休猟区の全部又は一部について当該特定鳥獣に関
して捕獲等をすることができる区域を指定し、特定計画の効
果的・効率的な目標達成を図るものとする。

（略）

13 ページ Ⅰ



　なお、鳥獣の生息状況を把握し、対象とする特定鳥獣以
外の鳥獣の生息に影響を与えないように区域を指定するも
のとする。また、特定計画の実施期間中においてもモニタリ
ングを行い、鳥獣の生息状況に影響が見られる場合には、
必要に応じて当該区域の指定を見直すものとする。

（略）

4 入猟者承認制度
　孤立した狩猟鳥獣の地域個体群であって、狩猟鳥獣によ
る農林水産業等への被害が発生している場合等、地域個
体群の個体数管理に特に配慮しつつ、被害対策への取組
が必要な場合においては、環境大臣又は都道府県知事は
法第12条第３項に基づき、地域の狩猟鳥獣の保護の見地
から当該狩猟鳥獣の捕獲等につきあらかじめ承認を受ける
べき旨の制限を行うことで、適切な地域個体群の保護管理
を行うものとする。

（略）

　当該制度については、特定計画に基づく鳥獣保護管理の
一環として行うことで、当該特定計画の科学的・計画的な保
護管理がより効果的に推進されることから、特定計画の実
施と合わせて活用を図るものとする。

（略）

第四 人材の育成・確保
1 鳥獣保護管理に関わる人材の確保
(1) 基本的な考え方

　鳥獣保護事業の適切な実施のためには、専門的な知識
や技術等を有する人材が、行政機関を始め、研究機関や鳥
獣保護管理が必要とされている現場に至るまで、適所に配
置されていることが求められている。

（略） ○捕獲従事者の確保・育成の強化について
記載が必要。
●一部地域においては人材の育成が図られ
ているが、全国的には十分とは言えない。

●人の確保が重要、捕獲の担い手だけでなく
保護管理の両輪としてのマネージャーの育成
も課題（委員）
●都道府県職員の専門職員化を推進すべき
（委員）

　なかでも、鳥獣保護管理の推進に当たっては、個体数管
理、生息環境管理、被害防除対策に関する専門的な知識、
技術及び経験を有する人材が、特定鳥獣保護管理計画の
作成及び実施に係る各段階に必要とされており、特に、鳥
獣被害の深刻な地域では、鳥獣保護管理の実施に関する
助言・指導が求められている。

（略） ●現在の人材登録制度については一定の評
価をするが、技術の認定制度が必要（委員）

　地域でのきめ細かな鳥獣保護管理には、Ⅰ第三－２の実
施計画作成が効果的であり、実施に関する助言・指導等に
ついても行政職員により行われることが基本であるが、さら
に、きめ細かな対応を推進するため、以下のような考え方を
基本に対応を進めるものとする。

（略）

ア　鳥獣保護員の鳥獣保護管理に関する知識・技術等の向
上による、地域に密着した助言・指導体制の整備

（略） ●（再掲）鳥獣保護区のあり方、放鳥の是非、
鳥獣保護員の役割、広域的な取組等、様々
な課題があり、それらを踏まえた基本指針と
すべき（委員）

イ　猟友会等との連携を通じた捕獲従事者の知識、技術等
の向上による効果的な個体数管理

（略）

ウ　市町村等から委託を受けて鳥獣保護管理を行うことが
できる民間団体の育成・確保

（略）

　国は、こうした鳥獣保護管理に関する専門的な知識、技術
等の評価と必要な人材確保に係る体制（鳥獣保護管理に関
する専門的な人材確保等の仕組み）の整備を図るものとす

（略）

　また、国及び都道府県は、鳥獣保護管理についての教育
を行っている大学等の高等教育機関とも連携し、広く鳥獣
保護に携わる人材の育成・確保に努めるものとする。

（略）

14 ページ Ⅰ



(2) 確保を図るべき人材等
　鳥獣保護管理に関する専門的な人材確保等の仕組みに
より確保を図る対象は以下のとおりとする。

（略）

ア　特定計画等の鳥獣保護管理に関する計画作成に必要
な人材
イ　特定計画等の作成及び実施に関する助言・指導に必要
な人材
ウ　イの中で特に効果的な捕獲に関する助言・指導に必要
な人材
エ　委託等により上記ア～ウを総合的に実施できる団体

ア　（略）
イ　（略）
ウ　（略）
エ　地域に応じた高度な捕獲技術を有する人材
オ　地域ぐるみの取組について指導的立場となる人材
カ　上記ア～オの育成・確保を総合的に実施できる団体

2 研修等による人材育成
(1) 国が実施する研修の基本的な考え方
ア 　全国的な視点からの鳥獣保護管理に関する制度、全国的

な鳥獣の生息状況及び被害状況等を踏まえた鳥獣保護管
理についての研修は、関係省庁が連携して取り組むものと
する。

（略） ●ニーズの把握、関係機関・部署間の一層の
連携等を図り、研修体制の強化が必要。

イ 　受講者は、主として国及び都道府県の鳥獣保護行政及び
農林水産行政担当者等を対象とするが、必要に応じて市町
村職員、農林水産業及び狩猟関係者にも幅広く研修の機
会を設けることが望ましい。

（略）

(2) 地域的な視点からの研修の基本的な考え方
ア 　都道府県においては、当該都道府県での鳥獣の生息、被

害や保護管理の状況、全国的に見た当該都道府県の鳥獣
の生息状況等を踏まえた地域的な視点からの研修につい
て実施を図るものとする。

（略）

イ 　受講者は、主として当該都道府県及び市町村の鳥獣保護
行政及び農林水産行政担当者等とするが、鳥獣による被害
の発生状況等を踏まえ、必要に応じて、鳥獣保護管理の視
点からの鳥獣被害対策の内容を充実し、農林水産業関係
者等に対し幅広く研修の機会を設けることを検討する。

（略）

ウ 　農林水産業被害対策等の研修において、鳥獣の生態や
個体数調整の考え方等の鳥獣保護管理に関する内容を含
めることで研修効果の向上を図るとともに、鳥獣保護管理
に関する研修においても、鳥獣被害の実態を踏まえた被害
防除対策に係る内容を充実することにより研修の効果を高
める等、研修等における鳥獣行政部局と農林水産行政部
局との連携・協力を図るものとする。

（略）

エ 　鳥獣の生息状況等から、当該都道府県での実習等が困
難な内容については、鳥獣の保護管理に関して十分な知見
を有する地域において研修を受講する等、他の都道府県や
民間団体等とも連携し、経験や事例の有無を相互に補完す
るように努めるものとする。

（略）

(3) 研修内容及びその普及の基本的な考え方
ア 　研修においては、鳥獣保護管理の基本的な考え方である

順応的管理並びにこれを支えるモニタリング及びフィード
バックについて、また、鳥獣保護管理事業の柱である①個
体数管理、②生息環境管理、③被害防除対策の考え方に
ついて理解を図るものとする。

（略）
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イ 　全国的な特定計画の進捗状況に合わせて、計画の作成、
モニタリング及びフィードバック、計画評価等に関する内容
や、鳥獣保護管理に関する最新の知見、先進的な実施状
況等を研修内容に含めるとともに、地域的な鳥獣の生息状
況の変化に合わせた研修の実施を図るものとする。また、
内容を評価し、適切な見直しに努めるものとする。

（略）

ウ 　研修で得た知識や技術について所属する組織等で共有を
図るとともに、インターネット等の適切な媒体を活用すること
により関係する市町村等との情報の共有化及び提供に努
めるものとする。

（略）

第五 鳥獣保護区の指定及び管理
1 鳥獣保護区の指定及び管理

　鳥獣保護区の指定及び管理に当たっては、以下の点に留
意しつつ、必要に応じて年度別の整備計画及び管理のため
の計画を作成するとともに、鳥獣の生息状況等の調査、巡
視等を実施し、各地域の特性に応じた鳥獣の保護管理に努
めるものとする。

（略） ●（再掲）鳥獣保護区のあり方、放鳥の是非、
鳥獣保護員の役割、広域的な取組等、様々
な課題があり、それらを踏まえた基本指針と
すべき（委員）

(1) 鳥獣保護区の指定及び管理の考え方
　国は、国指定鳥獣保護区及び特別保護地区について、国
際的・全国的な鳥獣の保護の観点から、鳥獣の繁殖地や重
要な渡り鳥の渡来地の情報の収集と分析を行い、その結果
に基づいて必要があると認められる場合には、計画的に指
定を行うこととする。また、鳥獣保護管理のモデルとなるよ
うな適切な管理を進めていくこととする。具体的には、Ⅱ第
二の鳥獣保護区及び特別保護地区に係る記述内容のう
ち、国際的・全国的な見地から必要と認められる施策につ
いて、その記述内容に準じて実施するものとする。

（略） ●指定計画の考え方が明確に示されていな
い（局長通知）。
●ラムサール条約の潜在候補地公表を踏ま
えて、より一層ラムサール条約湿地の登録を
推進する必要。

　なお、湿原、湖沼、干潟等の湿地でラムサール条約湿地
選定基準を満たすものを含む鳥獣保護区については、国が
国際的な水鳥の生息地の保護の観点から特別保護地区の
指定を行った上で、ラムサール条約湿地の指定に努めるも
のとする。

（略）

　都道府県は、都道府県指定鳥獣保護区及び特別保護地
区について、地域の鳥獣の保護の観点から、鳥獣の分布、
重要な生息地等の情報の収集と分析を行い、その結果に
基づいて必要があると認められる場合には、計画的に指定
を行うこととする。

（略）

　また、鳥獣保護区においても、特定鳥獣の個体数調整に
取り組むことなどにより、生息環境の維持・改善はもとより、
鳥獣による農林水産被害等の軽減も図るものとする。

(2) 保護に関する指針の充実
　近年、鳥獣保護区においては、指定後の環境の変化等に
よる生息環境の悪化等の問題が生じており、適切な対応が
求められている。一方、渡り鳥の保護の観点から国際的に
重要な湿地等の鳥獣保護区の指定が増加し、その多くはラ
ムサール条約湿地に登録され、適切な管理が求められてい
る。さらに、鳥獣保護区は、鳥獣を始めとした自然とのふれ
あいを通じた環境教育の場としての活用が期待されており、
鳥獣及びその生息環境に負荷をかけない範囲での適正な
利用の推進が求められている。

（略） ●保護に関する指針等に基づく計画的な管
理や十分な巡視が行えていない鳥獣保護区
もある。
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　こうした状況の変化に対応するために、法第28条第２項の
規定に基づく鳥獣保護区の保護に関する指針及び法第29
条第４項の規定に基づく特別保護地区の保護に関する指
針（以下「鳥獣保護区等の保護に関する指針」という。）の充
実に努めるとともに、指定者が必要と認める場合は、生息
する鳥獣の特性等に応じた管理のための計画を作成して適
切な保護管理に努めるものとする。

（略）

2 鳥獣保護区における保全事業の推進
　保全事業は、鳥獣保護区の指定後の環境変化等により鳥
獣の生息環境が悪化した場合、当該鳥獣保護区の指定者
等の事業主体が、指定目的及び鳥獣の生息状況に照らし
て必要があると認めるとき、その区域内において、鳥獣の生
息環境の改善を図るために行うものである。

（略） ●生息環境の変化（悪化）の状況把握が十分
に行われていない。

　保全事業を行うに当たっては、当該鳥獣保護区の指定者
が、専門家、国の関係行政機関、関係地方公共団体、自然
保護団体等の地域の関係者の意見を聴き、当該鳥獣保護
区等の保護に関する指針において、保全事業の目標、区域
及び事業内容を定めるものとする。

（略）

　また、保全事業を実施しようとする者は、鳥獣保護区等の
保護に関する指針に適合した保全事業の実施計画を作成
することとし、事業を行う予定地の土地所有者及び管理者
等の合意を得るものとする。

（略）

　なお、保全事業を行った者は、事業実施後においても目標
達成の状況のモニタリング等に努めるものとする。

（略）

3 環境教育等の推進
　鳥獣に関する環境教育の場として鳥獣保護区を活用する
観点から、鳥獣の観察に適する場所に、鳥獣の保護上支障
のない範囲で、観察路、観察舎等の利用施設を必要に応じ
て整備する。また、地域特性に応じた観察プログラムの整
備、教材の作成やホームぺージを活用した情報発信等を行
うよう努めるものとする。

（略） ●一部の鳥獣保護区を除いては、環境教育
等への活用は十分に図られていない。

第六 狩猟の適正化
1 基本的な考え方

　鳥獣の科学的・計画的な保護管理に狩猟は重要な役割を
果たしており、鳥獣による農林水産業被害等の人と鳥獣と
のあつれきは今後も継続すると考えられることから、狩猟に
よる鳥獣の捕獲等が鳥獣の個体数管理に果たす効果等、
適切な狩猟が鳥獣保護管理に果たす公共的な役割が今後
とも期待される。

（略） ●狩猟事故や違法行為、マナーの低下等に
ついては依然として報告あり。

　狩猟者の減少及び高齢化の傾向が続いているため、鳥獣
保護管理の重要な担い手となっている狩猟免許者の確保
は社会的な課題と言える。

（略）

　しかし、狩猟事故や違法行為あるいは狩猟に関連するマ
ナーの低下等は市民の狩猟に対するイメージを損ない、狩
猟に対する理解が損なわれるおそれがあることから、狩猟
の意義を社会が広く共有し、狩猟者が鳥獣保護管理の担い
手として社会から信頼を得て、その社会的地位の向上が図
られるよう努めることが必要である。

（略）

17 ページ Ⅰ



　このため、国及び都道府県は以下の取組等によって、適
切な鳥獣の保護管理を更に推進することとする。

（略）

2 狩猟者の資質向上のための免許試験及び講習の充実
　狩猟免許試験及び更新時の講習並びに狩猟団体等によ
る狩猟者の育成によって、狩猟者の鳥獣保護管理事業（個
体数管理、被害防除対策及び生息環境管理）、錯誤捕獲の
防止、鉛弾による汚染の防止、人獣共通感染症の予防、外
来鳥獣対策等の鳥獣保護管理等に関する知識や技術の充
実を図ることとする。

　狩猟免許試験及び～～、鉛弾による汚染の防止、感染症
の予防、外来鳥獣等対策～～。

○人獣共通感染症→感染症に修正

3 網猟とわな猟の適切な実施
　平成18年の法の一部改正によって、網・わな猟免許を網
猟免許とわな猟免許に分離し、網及びわなそれぞれの扱い
についての専門性を高めることによって、錯誤捕獲及び事
故の防止を図ることとした。

　分離された網猟免許とわな猟免許について、網及びわな
それぞれの扱いについての専門性を高めることによって、錯
誤捕獲及び事故の防止を図る。

●わなによるツキノワグマの錯誤捕獲が急増
している。ツキノワグマの錯誤捕獲が多い夏
期には箱わなを閉じる、くくりわなの直径を
12cm以下にする等の対策を書き込むこと
（CBDネット）

　網及びわなは、それぞれ性質の異なった猟具で、対象と
する狩猟鳥獣や必要な技術・知識も異なることから、各々の
猟法に応じた試験内容とし、専門性の向上を図り適正な狩
猟が行われるように措置するとともに、狩猟免許の取得を
推進することとする。

（略）

　特にわな猟免許の試験には、希少な鳥獣の錯誤捕獲を防
ぐとともに、人や財産へ危険を及ぼすことがないように、適
切な設置の数量並びに時期及び場所の選択、住民等や他
の狩猟者に対しての周知、見まわりの実施等の技術・知識
を盛り込むこととする。

（略）

4 狩猟者の確保
　これまで都道府県では狩猟免許試験及び更新時の講習
会の複数回開催や休日開催等、狩猟免許者確保の取組を
進めてきているが、狩猟の社会的な意義を踏まえ、今後とも
狩猟者の確保について市民の理解を得るとともに、鳥獣保
護管理の担い手として社会から信頼を得られるように狩猟
事故や違法行為の防止を図りつつ、適切な予算の確保や
狩猟関係の手続の利便性のさらなる向上等、狩猟者確保
のための方策の充実について検討を進めるものとする。

（略） ●狩猟者の減少対策の強化が必要。

　また、狩猟事故及び違法行為の防止並びに猟区を活用し
た狩猟者の育成のため、狩猟団体等とも連携を図るものと
する。

（略）

5 鳥類の鉛中毒の防止
　鳥類の鉛中毒の防止を図るため、関係行政機関及び団体
が連携して無毒性の代替弾への切替えや捕獲した鳥獣を
山野等へ放置しない等、捕獲個体の適切な取扱いの普及
啓発を図るとともに、関係者への研修を行うものとする。

（略） ●確実な実施に向けた狩猟者への普及の強
化が必要。

第七 傷病鳥獣の取扱い
　傷病鳥獣の野生復帰、環境のモニタリング及び鳥獣保護
思想の普及啓発に資するため、国及び都道府県は、それぞ
れの役割に応じ、以下の取組等によって傷病により保護を
要する鳥獣（以下「傷病鳥獣」という。）の効果的な救護に努
めるものとする。

（略）
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1 　傷病鳥獣の救護により、絶滅のおそれのある種を含めた
鳥獣の野生復帰を図るとともに、傷病の発生原因の究明に
より再発の防止に努め、種の保存法に基づく保護増殖事業
の対象となる鳥獣については、保護増殖事業計画に基づ
き、都道府県や関係機関等と連携・協力しながら、傷病鳥獣
の収容、治療、リハビリテーション、野生復帰等に努めるも
のとする。

　傷病鳥獣の救護により、絶滅のおそれのある種を含めた
鳥獣の野生復帰を図るとともに、傷病の発生原因の究明に
より再発の防止に努め、種の保存法に基づく保護増殖事業
の対象となる鳥獣については、保護増殖事業計画に基づ
き、都道府県や関係機関等と連携・協力しながら、傷病鳥獣
の収容、治療、リハビリテーション、野生復帰等に努めるもの
とする。
　救護に当たっては、収容すべき目的や意義を明確にし、こ
れらを踏まえた収容すべき鳥獣種の選定を行うなどにより、
意義のある傷病鳥獣の救護を効率よく実施することとする。

○既存の記載に加え、
・感染症対策の強化
・収容すべき鳥獣種の選定の必要性
等について加筆が必要。

●地方自治体の活動と連携して、傷病鳥獣と
して保護収容される個体の分析により、自然
界に排出された鉛やその他の有害物質など
が与える影響、野生動物の疾病や事故の影
響、原因の適切な把握に努め、防止策を策定
する。（CBDネット）

2 　救護個体から収集する化学物質等による汚染や感染症に
関する標準的な情報項目を整理し、環境のモニタリングに
活用するとともに、全国的な環境の状況把握を行い、必要
に応じて対策を講じるものとする。また、傷病鳥獣への対応
を通じ、人と鳥獣との適切な関わり方について普及啓発を
行うものとする。

　救護個体から収集する化学物質等による汚染や感染症に
関する標準的な情報項目を整理し、環境のモニタリングに活
用するとともに、全国的な環境の状況把握を行い、必要に応
じて対策を講じるものとする。また、傷病鳥獣への対応を通
じ、人と鳥獣との適切な関わり方について普及啓発を行うも
のとする。
　さらに、傷病鳥獣として救護される鳥獣は、感染症に感染
しているおそれがあることから、救護に携わる者は防疫に努
めるとともに、既に収容している鳥獣への感染拡大を防止す
るために、検疫等の措置をとることも重要である。

○感染症対策においても傷病鳥獣救護が果
たす役割は大きく、傷病鳥獣から得られる情
報も多い。これらをしっかり評価して基本指針
の中でも位置づけを明確にすべき（委員）

3　油等の汚染による水鳥の救護について、「1990年の油に
よる汚染に係る準備、対応及び協力に関する国際条約」や
「油等汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急
時計画（平成18年12月8日閣議決定）」等を踏まえ、救護手
法の研修、文献又は知見の収集・整理、普及啓発等に努め
るものとする。

3 　傷病鳥獣の収容、治療、リハビリテーション、野生復帰等
については、関係行政機関、民間団体等の各主体が連携・
協力して体制の整備を図り、特に、大規模な油汚染事故等
複数の都道府県にまたがって大量の傷病鳥獣が発生した
場合には、情報の収集、提供等により関係行政機関や関係
団体等による救護活動が円滑に実施されるような措置とと
もに、連絡体制の整備や関係者への研修を行うものとす
る。

4　～（略） ●現場での体制が十分でなく、関係機関の役
割も明確にできないことが多い。

第八 鳥獣への安易な餌付けの防止
　鳥獣への安易な餌付けにより、人の与える食物への依
存、人馴れが進むこと等による人身被害、農作物被害等の
誘因となり、生態系や鳥獣保護管理への影響が生じるおそ
れがある。

　鳥獣への安易な餌付けは、人の与える食物への依存、人
馴れが進むこと等による人身被害、農作物被害、個体間の
接触を進めることによる感染症の拡大、餌付けを行った者に
よる感染症の伝播等の誘因となり、生態系や鳥獣保護管理
への影響が生じさせるおそれがある。

○既存の記載に加え、感染症との関係につ
いて加筆が必要。
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　このため、国及び都道府県は希少鳥獣の保護のために行
われる給餌等の特別な事例を除き、地域における鳥獣の生
息状況や鳥獣被害の発生状況を踏まえて、鳥獣への安易
な餌付けの防止についての普及啓発等に積極的に取り組
むものとする。また、鳥獣を観光等に利用するための餌付
けについても、鳥獣の生息状況への影響や、鳥獣被害の誘
因となることがないように十分配慮するものとする。

　このため、国及び都道府県は希少鳥獣の保護のために行
われる給餌等の特別な事例を除き、地域における鳥獣の生
息状況や鳥獣被害の発生状況を踏まえて、鳥獣への安易な
餌付けの防止についての普及啓発等に積極的に取り組むも
のとする。また、鳥獣を観光等に利用するための餌付けにつ
いても、鳥獣の生息状況への影響、鳥獣被害、感染症の拡
大又は伝播の誘因となることがないように十分配慮するもの
とする。
　希少鳥獣の保護のために行われる給餌についても、高病
原性鳥インフルエンザ等の感染症の拡大又は伝播につなが
らないように十分な配慮を行うものとする。

●餌付けの意義、目的が不明確なまま餌付
けが行われており、餌付けの考え方の整理
が必要。正確な知識の普及啓発が必要。

　さらに、不適切な生ごみの処理や未収穫作物の放置は、
結果として鳥獣への餌付けにつながり、鳥獣による生活環
境や農林水産業等への被害の誘因にもなることから、安易
な餌付けが行われることのないよう、鳥獣の生息状況を踏
まえながら地域社会等での普及啓発等にも努めるものとす
る。

（略）

第九 国際的取組の推進
　国境を越えた長距離の移動を行う渡り鳥及びその生息地
の保全を図るため、国は、二国間の渡り鳥保護に関する条
約・協定及び東アジア・オーストラリア地域におけるパート
ナーシップの枠組みに基づき、関係国等と連携・協力しつ
つ、国際的取組の推進を図るものとする。

　国境を越えた長距離の移動を行う渡り鳥及びその生息地
の保全を図るため、国は、二国間の渡り鳥保護に関する条
約・協定等及び「東アジア・オーストラリア地域フライウェイ・
パートナーシップ」の枠組みに基づき、関係国等と連携・協力
しつつ、国際的取組の推進を図るものとする。

○基本的な考え方の修正を踏まえて、情報を
更新する必要。

第十 人獣共通感染症への対応 第十　感染症への対応

　高病原性鳥インフルエンザ等の人獣共通感染症の発生に
より、海外では野鳥の大量死も報告されている。こうした感
染症が日本国内で発生し、希少種を始めとした鳥獣への影
響が懸念されているため、国及び都道府県鳥獣行政部局
は鳥獣保護の視点から、発生状況等に関する情報収集に
努め、必要に応じて鳥獣への感染状況等に関する調査や
感染防止対策を実施するものとする。

　高病原性鳥インフルエンザについては、「野鳥における高
病原性鳥インフルエンザに係る都道府県鳥獣行政担当部局
等の対応技術マニュアル」に基づくサーベイランスを実施し
ており、平成22年度には、全国における発生が確認された。
また、同年度に口蹄疫が発生し、口蹄疫に感染し得るシカ、
イノシシ等の管理についても課題とされている。
　このような野生鳥獣が感染又は伝播し得る感染症につい
ては、希少鳥獣を始めとした鳥獣への影響に加え、人又は
家畜への感染のおそれ等による社会的・経済的影響も大き
いことから、国及び都道府県鳥獣行政部局は、鳥獣におけ
る発生状況等に関する情報収集に努め、必要に応じて鳥獣
への感染状況等に関する調査又は感染防止対策等を実施
するものとする。

○H20より、鳥インフルエンザマニュアルに基
づいてサーベイランスを実施していることにつ
いて記載が必要。口蹄疫等の家畜伝染病と
の関係についても整理が必要。
タイトルは「人獣共通」を削除
●鳥インフルエンザのマニュアルの改訂が必
要、その他の感染症は対応方針が明確でな
い。

●重要な野鳥生息地における高病原性鳥イ
ンフルエンザの発生に伴う絶滅危惧種の鳥
類の保護体制を強化するため、環境省と自治
体が協力して緊急時の行動計画を策定、実
施する（CBDネット）

　また、鳥獣行政部局は鳥獣に関する専門的な知見をもっ
て、国民及び地域住民に対して人獣共通感染症についての
適切な理解を促し、社会的不安の発生を予防するとともに、
公衆衛生、家畜衛生、動物愛護管理行政の担当部局に野
鳥の生態等に関する情報を提供することにより、人におけ
る感染症の発生予防に資するものとする。

　また、鳥獣行政部局は、鳥獣に関する専門的な知見をもっ
て、国民及び地域住民に対して、野生鳥獣が感染し、人や家
畜等に伝播する可能性のある感染症についての適切な理解
を促し、社会的不安の発生を予防するとともに、公衆衛生、
家畜衛生、動物愛護管理行政の担当部局に野鳥の生態等
に関する情報を提供することにより、人における感染症の発
生予防に資するものとする。

第十一関係主体の役割の明確化と連携
1 関係主体ごとの役割

　鳥獣保護事業の実施に当たっては、関係主体は以下の点
に留意し、それぞれの役割を果たすものとする。

（略）

(1) 国の役割
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　国は、関係省庁間の連携を強化しつつ、法、本基本指針
等により、国全体としての鳥獣保護行政の方向性について
示すとともに、これに沿った取組を促進するものとする。

（略） ●地方分権により鳥獣の捕獲権限が市町村
に委譲され、捕獲の実態の把握が困難になっ
ている。国は速やかな実態把握に努めること
（CBDネット）

　具体的には、国際的、全国的な鳥獣保護の見地から、鳥
獣保護区の指定、鳥獣保護管理に資する技術開発、渡り鳥
保護等のための国際協力及び人材の育成を行うとともに、
広域を含む鳥獣保護管理の計画的な推進を図る。また、市
町村等の地域的な鳥獣保護管理の充実に対して都道府県
とも連携しながら技術的な支援等に努めるものとする。

　具体的には、国際的、全国的な鳥獣保護の見地から、鳥
獣保護区の指定及び適切な管理、鳥獣保護管理に資する
調査や捕獲等に係る技術開発及び普及、渡り鳥保護等のた
めの国際協力及び人材の育成を行うとともに、鳥獣保護管
理の計画的な推進を図る。特に、広域の鳥獣保護管理につ
いては、国と都道府県が連携して広域指針の作成に努め
る。また、市町村等の地域的な鳥獣保護管理の充実に対し
て都道府県とも連携しながら技術的な支援等に努めるもの
とする。

○国レベルでの目標設定、評価指標、調査指
標の確立等、国指定鳥獣保護区でのシカ捕
獲等適切な管理、国が主導して広域指針（都
道府県）
●鳥獣害対策特措法に基づく市町村計画の
策定に関わる農業改良普及員について、鳥
獣保護法、特定外来生物法、動物愛護法等
の関連法の遵守規定を周知徹底させること
（CBDネット）
●県に対する指針のみならず、環境省自身
が何をすべきかも示すべき（委員）

(2) 地方公共団体の役割
ア 都道府県

　都道府県は、国の施策と連携しつつ、地域の実情を踏ま
え、鳥獣保護事業計画や特定計画の作成により鳥獣の保
護管理の基本的な枠組みを構築し、施策を実施するものと
する。

　都道府県は、国の施策と連携しつつ、地域の実情を踏ま
え、鳥獣保護事業計画や特定計画の作成により鳥獣の保護
管理の基本的な枠組みを構築し、関係行政部局間の連携を
強化しつつ、施策を実施するものとする。

○鳥獣被害防止特別措置法について加筆が
必要。現在、特措法に基づき1000以上の市
町村が被害防止計画を作成。

●都道府県は、権限委譲した市町村から捕
獲実態の情報の提供を求め、国に正確な捕
獲頭数等の報告を行うこと（CBDネット）

　具体的には、地域の鳥獣保護の見地から、鳥獣保護区の
指定、鳥獣の生息状況の把握、関連する技術の開発、鳥獣
保護員の資質向上を含めた人材の育成及び鳥獣保護事業
を行う市町村等が主体となって取り組む地域的な鳥獣保護
管理に対して必要な情報提供や支援を行うものとする。

（略）

　また、科学的な知見に基づいて特定計画の作成及び実施
を行うに当たっては、実施状況をモニタリングし、その結果
を踏まえ計画を順応的に見直すものとする。

　さらに、鳥獣被害防止特措法に基き市町村が作成する被
害防止計画が、鳥獣保護事業計画及び特定計画と適合して
いるかを確認するとともに、必要に応じて特定計画の作成や
変更を行う等、市町村との連携に一層努めるものとする。

イ 市町村
　近年、鳥獣の捕獲許可の権限を都道府県から委譲される
等、鳥獣保護管理を実施する上での市町村の役割が増大
しており、また、都道府県知事が定める特定計画の実施に
当たって適切な役割を果たすことが期待されている。

（略） ○鳥獣被害防止対策特措法に基づく市町村
計画について、都道府県の特定計画等の整
合性、都道府県との取組との連携が課題（委
員）
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　このため、条例に基づき鳥獣保護事業を実施する市町村
は、都道府県知事の定める鳥獣保護事業計画の下で、国
及び都道府県と連携して鳥獣保護事業を実施するものとす
る。具体的には、委譲された権限を踏まえ、実施計画の作
成を含め、個体数管理、生息環境管理及び被害防除対策
に係る総合的な取組及び必要な実施体制の整備に努める
ものとする。

　このため、条例に基づき鳥獣保護事業を実施する市町村
は、都道府県知事の定める鳥獣保護事業計画の下で、国及
び都道府県と連携し、また、関係行政部局間の連携を強化
しつつ、鳥獣保護事業を実施するものとする。具体的には、
委譲された権限を踏まえ、実施計画の作成を含め、個体数
管理、生息環境管理及び被害防除対策に係る総合的な取
組及び必要な実施体制の整備に努めるものとする。また、県
において特定鳥獣保護管理計画が策定されている鳥獣の捕
獲等を実施する場合には、同計画との整合を図り、都道府
県との連携を図るものとする。また、捕獲数等の情報につい
て都道府県に報告する等、整理及び公開に努めるものとす
る。

○市町村は特措法に基づく捕獲に関して捕
獲頭数、捕獲場所、捕獲後の処理等に関する
報告書を作成し公開すること（CBDネット）

 (3) 事業者、市民、民間団体、専門家等の役割
ア 事業者

　鳥獣保護管理を行う事業者については、行政との連携を
十分に図り、鳥獣保護の効果的な実施のための技術の向
上に努めるものとする。

（略）

　また、開発活動等、生態系に影響を与える経済活動を行う
事業者においては、事業の計画や実施に際し、鳥獣の保護
管理に与える影響に十分配慮するものとする。

（略）

　鳥獣を観光等に利用する事業者については、地域の鳥獣
の生息状況等に影響を与えるような餌付け等の行為を行わ
ないように努めるものとする。

（略）

　エコツーリズム事業者を始めとする自然体験活動事業者
においては、野生鳥獣の生息している良好な自然環境の持
続可能な利用を図りつつ、鳥獣の適切な保護管理にも役立
つような自然体験活動の普及及び定着に努めるものとす
る。

（略）

イ 市民、民間団体（NPO,NGO）、専門家等
　市民については、人と鳥獣との適切な関係の構築及び鳥
獣の保護管理について関心を寄せ、理解を深め、鳥獣の保
護管理に関わる活動に自主的、積極的に参加することが期
待される。特に鳥獣保護管理の必要な地域においては、地
域住民が一体となって、生ごみや未収穫作物等の適切な管
理や追い払いの徹底等による鳥獣を誘引しない取組に努め
るものとする。

（略）

　鳥獣の保護管理だけでなく自然とのふれあいに関する民
間団体については、各団体の専門性等に応じて、保護管理
に関する調査活動への参画、評価、提言、普及啓発、市民
との情報の橋渡し等の役割を担うことが期待される。

（略）

　専門的な知識及び技術等を有している民間団体において
は、必要に応じて、地方公共団体等の要請により鳥獣保護
事業の適切な実施に協力することが期待される。

（略）

　専門家及び関係学術団体においては、各主体に対して、
鳥獣の保護管理に関し科学的な観点から適切な助言・指導
を行うことが期待される。

（略）

2 関係主体の連携
 (1) 鳥獣保護事業計画
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　鳥獣保護事業計画の実施に当たっては、国、地方公共団
体、事業者、市民、民間団体、専門家等の関係主体の役割
を明確化した上で、各主体が連携して効果的に行うものと
する。

（略）

　また、鳥獣保護管理事業を効果的に実施するため、地方
公共団体の鳥獣行政部局を中心に、その他の関係行政部
局、市民や民間団体等の関係者間の適切な連携や、保護
管理すべき地域個体群に関連する国や地方公共団体等間
の連携の強化を図るものとする。

（略）

(2) 特定計画等
　国、都道府県、鳥獣保護事業を行う市町村等の行政機
関、地域住民等が緊密な連携を図ることにより、広域指針、
特定計画及び実施計画の効果的な実施を図るものとする。

　国、都道府県、鳥獣保護事業を行う市町村等の行政機関、
地域住民等が緊密な連携を図ることにより、広域指針、特定
計画及び実施計画の効果的な実施を図るものとする。実施
に当たっては、関係行政部局間の連携を強化する。

　また、鳥獣の保護管理に取り組む上で、地域間の格差や
連絡調整の不足等により、過剰な捕獲等による地域個体群
の絶滅のおそれや、捕獲や追い払いに伴う個体の拡散によ
る被害の拡大等が生じないように、関係する地方公共団体
間で適切な連携を図るものとする。

（略）

　さらに、特定計画の実施に当たっては、統一的な保護管
理の考え方の下、隣接都道府県、地元市町村等の関係主
体が連携し、効果的な個体数管理等に係る調整、地域個体
群の生息状況を踏まえた生息環境の整備、被害防除対策
の推進、共通の情報を基に取り組むための広域的なモニタ
リング手法の統一等を図り、適切な保護管理を進めるもの
とする。

（略）

(3) 地域に根ざした取組の充実
　鳥獣による被害への対策は、捕獲のみの対応では不十分
であることから、関係主体は、生息環境の適切な保全や被
害防除対策を図る等、総合的な取組を地域レベルで適切に
進めることが効果的であり、地域的な共通認識の醸成を図
りながら市町村等での地域ごとの保護管理の目標を具体
化・明確化し、特定計画に取り込むとともに、その内容を集
落レベルまで周知していくものとする。

（略）

　また、市町村等においては、野生鳥獣やその生息環境を
重要な地域資源として認識し、市民、民間団体等の協力を
得ながら、地域振興にも資するよう適切な活用を図るものと
する。

　また、市町村等においては、野生鳥獣やその生息環境を
重要な地域資源として認識し、市民、民間団体等の協力を
得ながら、地域振興にも資するよう適切な活用を図るものと
する。実施に当たっては、関係行政部局間の連携を強化す
る。

第十二その他鳥獣保護事業の実施のために必要な事項
1 鳥獣の人工増殖及び放鳥獣

　都道府県が実施する放鳥効果測定調査及び放鳥効果を
高めるための取組について情報を収集・分析し、その結果
等を基に各都道府県に対し、放鳥獣事業に係る効果的な取
組等を促すように努めるものとする。

（略） ●放鳥についての情報収集・分析、効果的な
取組の促進は進んでいるとは言えない。

●（再掲）鳥獣保護区のあり方、放鳥の是非、
鳥獣保護員の役割、広域的な取組等、様々
な課題があり、それらを踏まえた基本指針と
すべき（委員）

2 国の鳥獣捕獲許可の許可基準
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　全国的、国際的な鳥獣の保護の見地から、Ⅱ第四の記述
内容のうち必要と認められる事項について、その内容に準
じて実施するものとする。

（略）

3 輸入鳥獣の取扱いの適正化
(1) 特定輸入鳥獣の指定の考え方

　法第26条第２項に基づき定める鳥獣は、鳥獣の保護及び
狩猟の適正化に関する法律施行規則（平成14年環境省令
第28号。以下「規則」という。）第27条に定める輸入規制対
象種を踏まえつつ、以下のアからウまでに示す要件をすべ
て満たす種であって、国内で違法に捕獲された個体が、輸
入された個体とすり替えられるおそれが高い種であることと
する。

（略）

　ただし、飼養に対する需要が高い等、特別な理由があるも
のについては、ア及びウの要件に該当することをもって指
定することとする。

（略）

ア 　輸入実績のある鳥獣の種のうち、我が国に生息する鳥獣
と同種であること。

（略）

イ 　過去一定の期間に違法飼養等により押収された実績及び
輸入の実績があり、現に多数が飼養されている種であるこ
と。

（略）

ウ 　他の自然環境関連法令（種の保存法、外来生物法）により
輸入規制、国内の譲渡し等の規制の対象とされていない種
であること。

（略）

(2) 特定輸入鳥獣の取扱い
　国と都道府県が連携し、標識等の特定輸入鳥獣に係る識
別措置を効果的に活用することにより、鳥獣の違法な捕獲
や飼養の防止に努めるものとする。

（略）

4　愛玩飼養の取扱い

　自らの慰楽のために飼養する目的で野生鳥獣を捕獲する
ことについては、密猟を助長するおそれがあることから、原
則として許可しないこととする。また、愛玩のための飼養を目
的とする捕獲等については、今後、廃止を検討する。
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変更前 変更後 省内整理 意見・要望
鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指針
Ⅱ 鳥獣保護事業計画の作成に関する事項

第一 鳥獣保護事業計画の計画期間
1 　平成19年4月1日から平成24年３月31日までとする。

　ただし、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間に
限り、現行の鳥獣保護事業計画を延長できることとし、その場
合、当該計画の延長後の計画期間の翌日から平成24年３月31
日までとする。

　平成24年4月1日から平成29年3月31日までとする。
　ただし、東日本大震災の影響により、平成24年４月１日から
平成25年３月31日までの間に限り、現行の鳥獣保護事業計画
を延長できることとし、その場合、当該計画の延長後の計画期
間の翌日から平成29年３月31日までとする。

○次期計画期間の記載

第二 鳥獣保護区、特別保護地区及び休猟区に関する事項
　鳥獣保護事業計画には、都道府県知事が指定する鳥獣保護
区（以下Ⅱにおいて「鳥獣保護区」という。）、特別保護地区（以
下Ⅱにおいて「特別保護地区」という。）及び休猟区に関する事
項として、以下の事項を盛り込むものとする。

（略）

1 鳥獣保護区指定の目的と意義
　鳥獣保護区は、鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等を禁止
しその安定した生存を確保するとともに、多様な鳥獣の生息環
境を保全、管理及び整備することにより、鳥獣の保護を図るこ
とを目的として指定されるものであり、これらを通じて地域にお
ける生物多様性の保全に資するものである。このような観点か
ら、鳥獣保護区の指定に努めることとする。

（略）

2 鳥獣保護区の指定方針
　鳥獣保護事業計画の作成に当たっては、地域の実情に応じ、
以下のような観点から計画期間を通じた鳥獣保護区の指定に
関する中長期的な方針を明記するものとする。

（略）

　また、鳥獣保護区及び特別保護地区の指定に当たっては、
鳥獣の専門家、関係地方公共団体、農林水産業団体、狩猟者
団体、自然保護団体等の地域の関係者の合意形成に努めるも
のとする。その際には、地域の自然的社会的特性を踏まえ農
林水産業等の人間の活動と鳥獣との適切な関係の構築が図ら
れるよう十分留意するものとする。

　また、鳥獣保護区及び特別保護地区の指定に当たっては、
鳥獣の専門家、関係地方公共団体、農林水産業団体、狩猟者
団体、自然保護団体等の地域の関係者の合意形成に努めるも
のとする。その際には、地域の自然的社会的特性を踏まえ農
林水産業等の人間の活動と鳥獣との適切な関係の構築が図ら
れるよう十分留意するものとする。特に、指定する区域周辺で
の農林水産業被害等に対しては、保護区内における有害鳥獣
捕獲や個体数調整を目的とした捕獲の適切な実施により、指
定に関する関係者の理解が得られるよう適切に対応するもの
とする。

○狩猟圧をかけられないことによる鳥獣被害
の拡大により、鳥獣保護区の指定が難航して
いる実態を受け、猟期中の有害鳥獣捕獲・個
体数調整の適切な実施による鳥獣保護区指
定促進の検討が必要。
●都道府県指定鳥獣保護区は減尐傾向。特
に、生息地回廊の保護区は進んでいない。

　鳥獣保護区及び特別保護地区の指定に当たっては、環境大
臣が指定する鳥獣保護区及び特別保護地区の指定の計画と
の整合性に留意するとともに、鳥獣保護区等の保護に関する
指針においては、１に示した鳥獣保護区指定の目的と意義を踏
まえ、鳥獣保護区や保護対象鳥獣の特性に応じた保護に関す
る指針を明確に示すものとする。

（略）

(1) 　鳥獣の生息地及び生息環境を安定して保全する観点から、
指定期間は20年以内で極力長期間とする。

（略）

　なお、地域の自然的社会的状況に応じて必要と認められる場
合には、随時存続期間の見直しを行う。

（略）
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(2) 　鳥獣保護区の区域の指定及び見直しに当たっては、鳥獣の
生息状況、生息環境等に関する科学的知見に基づき、鳥獣の
重要な生息地の把握に努め、地域の鳥獣の保護の見地から当
該鳥獣の保護のため重要と認める区域に鳥獣保護区を指定す
るとともに、地域全体の生物多様性の保全にも資する観点か
ら、偏りなく配置されるよう配慮する。

（略）

(3) 　鳥獣の生息環境を確保し、同時に鳥獣以外の生物を含めた
地域の生物多様性の維持回復や向上にも資するため、鳥獣の
保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため特に必要な地域に
ついて積極的に特別保護地区の指定に努める。

（略）

(4) 　自然公園法（昭和32年法律第161号）、文化財保護法（昭和
25年法律第214号）等の他の制度によってまとまった面積が保
護されている地域であって、鳥獣の保護上重要な地域について
は、できる限り鳥獣保護区に包含するよう考慮するとともに、休
猟区、法第35条第１項に基づく特定猟具使用禁止区域等の狩
猟鳥獣の捕獲を制限する区域とも連携が図られるよう努める。

（略）

(5) 　地域の実情に応じ、自然とのふれあいの場又は鳥獣の観察
や保護活動等を通じた環境教育の場を確保するため鳥獣保護
区の指定に努める。

（略）

(6) 　市街地の周辺において、都市における生活環境の改善等の
ため、鳥獣の誘致を図る必要がある場合は、既に鳥獣の生息
に適している場所のみならず、今後、生息環境の整備等により
鳥獣の生息状況の改善が見込まれる場所についても鳥獣保護
区の指定に努める。

（略）

(7) 　生息地が分断された鳥獣の保護を図るための生息地間をつ
なぐ樹林帯や河畔林等であって鳥獣の移動経路となっている
地域又は鳥獣保護区を指定することにより鳥獣の移動経路と
しての機能が回復する見込みのある地域のうち必要な地域に
ついては、生息地回廊の保護区の指定に努める。

（略）

3 鳥獣保護区の指定区分及び指定基準
　鳥獣保護区は、次の区分に従って指定するものとする。
なお、行政界に接して鳥獣保護区を指定する場合においては、
隣接する自治体間が相互に連絡調整を図るよう努めるものと
する。また、鳥獣保護区は、河川、海岸線、山稜線、道路、鉄
道その他の現地で容易に確認できる区域線により指定するよう
努めるものとする。

（略）

(1) 森林鳥獣生息地の保護区
　森林に生息する鳥獣の保護を図るため、森林鳥獣生息地の
保護区を指定し、地域における生物多様性の確保にも資する
ものとする。

（略）

　指定に当たっては、大規模生息地の保護区を除き、森林面積
がおおむね10,000ha（北海道にあっては20,000ha）ごとに一箇
所を選定し、面積は300ha以上となるよう努めるものとする。

（略）

　区域については、次の要件を満たすいずれかの地域から選
定するものとし、その形状はできる限りまとまりをもった団地状
となるよう、かつ、低山帯から高山帯まで偏りなく配置するよう
努めるものとする。

（略）
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①　多様な鳥獣が生息する地域
②　鳥獣の生息密度の高い地域
③　植生、地形等が鳥獣の生息に適している次のような地域
1)　天然林
2)  林相地形が変化に富む地域
3)  渓流又は沼沢を含む地域
4)  餌となる動植物が豊富な地域

(2) 大規模生息地の保護区
　行動圏が広域に及ぶ大型鳥獣を始めその地域に生息する多
様な鳥獣相を保護するため、大規模生息地の保護区を指定
し、地域の生物多様性の拠点の確保にも資するものとする。
指定に当たっては、次の要件を満たす地域のうち必要な地域
について選定するものとし、一箇所当たりの面積は10,000ha以
上とする。

（略）

①　猛禽類又は大型哺乳類を含む多様な鳥獣が生息する地域
②　暖帯林、温帯林、亜寒帯林等その地方を代表する森林植
生が含まれる地域
③　地形等の変化に富み、河川、湖沼、湿原等多様な環境要
素を含む地域

（略）

(3) 集団渡来地の保護区
　集団で渡来する渡り鳥及び海棲哺乳類（法第80条第１項の規
定に基づき環境省令で規定されるものは除く。）の保護を図る
ため、これらの渡来地である干潟、湿地、湖沼、岩礁等のうち
必要な地域について、集団渡来地の保護区を指定する。

（略）

　指定に当たっては、次の要件のいずれかを満たす地域のうち
必要な地域について選定することとし、その際には鳥類の渡り
のルート等を踏まえた配置となるよう配慮するとともに、採餌若
しくは休息の場又はねぐらとするための後背地又は水面等も可
能な限り含めるものとする。

（略）

①　現在、都道府県内において渡来する鳥獣の種数又は個体
数の多い地域
②　かつて渡来する鳥類の種又は個体数が多かった地域で、
鳥類の渡りの経路上その回復が必要かつ可能と考えられるも
の

（略）

(4) 集団繁殖地の保護区
　集団で繁殖する鳥類、コウモリ類及び海棲哺乳類の保護を図
るため、島しょ、断崖、樹林、草原、砂地、洞窟等における集団
繁殖地のうち必要な地域について、鳥獣保護区を指定する。
　指定に当たっては、採餌若しくは休息の場又はねぐらとする
ための後背地又は水面等も可能な限り含めるものとする。

（略）

(5) 希尐鳥獣生息地の保護区
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　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ類
又はⅡ類に該当する鳥獣若しくは絶滅のおそれのある地域個
体群として掲載されている鳥獣、都道府県が作成したレッド
データブックに掲載されている鳥獣その他の絶滅のおそれのあ
る鳥獣又はこれらに準ずる鳥獣の生息地であって、これらの鳥
獣の保護上必要な地域について、希尐鳥獣生息地の保護区を
指定する。

（略）

(6) 生息地回廊の保護区
　生息地が分断された鳥獣の保護を図るため、生息地間をつ
なぐ樹林帯や河畔林等であって鳥獣の移動経路となっている
地域又は鳥獣保護区に指定することにより鳥獣の移動経路と
しての機能が回復する見込みのある地域のうち必要な地域に
ついて、新たに生息地回廊の保護区を指定する。

（略）

　指定に当たっては、移動分散を確保しようとする対象鳥獣を
明らかにし、その生態や行動範囲等を踏まえて回廊として確保
すべき区域を選定するものとする。またその際には、既存の鳥
獣保護区のみならず、自然公園法、文化財保護法等の他の制
度によってまとまった面積が保護されている地域等を相互に結
びつける等により、効果的な配置に努めるものとする。

（略）

(7) 身近な鳥獣生息地の保護区
　市街地及びその近郊において鳥獣の良好な生息地を確保し
若しくは創出し、豊かな生活環境の形成に資するため必要と認
められる地域又は自然とのふれあい若しくは鳥獣の観察や保
護活動を通じた環境教育の場を確保するため必要と認められ
る地域について、身近な鳥獣生息地の保護区を指定する。

（略）

4 特別保護地区の指定
　鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図る上で、生息環境
の保全は極めて重要であることから、指定された鳥獣保護区に
おいては下記の保護区の区分に従い特別保護地区及び同地
区内の特別保護指定区域の指定を積極的に進めるものとす
る。

　鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図る上で、生息環境
の保全は極めて重要であることから、指定された鳥獣保護区に
おいては下記の保護区の区分に従い特別保護地区及び同地
区内の法第29条第７項第４号に基づく区域（以下、「特別保護
指定区域」という。）の指定を積極的に進めるものとする。

　このため、特に良好な生息環境の確保が求められる大規模
生息地、集団渡来地、集団繁殖地及び希尐鳥獣生息地の保護
区については、全箇所について特別保護地区を指定するよう
努めるものとする。なお、特別保護地区の指定に当たっては、
指定の期間を、鳥獣保護区の指定期間に一致させるものとす
るとともに、特別保護地区を鳥獣の安定した生息の場とするた
め、直接狩猟可能区域等と接するのではなく、できる限り鳥獣
保護区等鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等が禁止された
区域に取り囲まれるよう配慮するものとする。

（略）

(1) 森林鳥獣生息地の保護区
　良好な鳥獣の生息環境となっている区域について指定するも
のとし、指定箇所数の２分の１以上の地区につき、それぞれの
面積の10分の１以上を指定するよう努めるものとする。

（略）

(2) 大規模生息地の保護区
　猛禽類や大型哺乳類を含む多様な鳥獣が生息し、当該保護
区において必要と認められる中核的地区について指定するよう
努めるものとする。

（略）
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(3) 集団渡来地の保護区
　渡来する鳥獣の採餌場又はねぐらとして必要と認められる中
核的地区について指定するよう努めるものとする。

（略）

(4) 集団繁殖地の保護区
　保護対象となる鳥類、コウモリ類及び海棲哺乳類の繁殖を確
保するため必要と認められる中核的地区について指定するよう
努めるものとする。

（略）

(5) 希尐鳥獣生息地の保護区
　保護対象となる鳥獣の繁殖、採餌等に必要な区域を広範囲
に指定するよう努めるものとする。

（略）

(6) 生息地回廊の保護区
　保護対象となる鳥獣の移動経路として必要と認められる中核
的地区について指定するよう努めるものとする。

（略）

(7) 身近な鳥獣生息地の保護区
　鳥獣の誘致又は鳥獣保護思想の普及啓発上必要と認められ
る区域について指定するものとする。

（略）

5 特別保護指定区域
　集団繁殖地の保護区、希尐鳥獣生息地の保護区等の特別保
護地区内において、人の立入り、車両の乗り入れ等により、保
護対象となる鳥獣の生息、繁殖等に悪影響が生じるおそれの
ある場所について、積極的に法第29条第７項第４号に基づく区
域（以下「特別保護指定区域」という。）を指定するよう努めるも
のとする。

　集団繁殖地の保護区、希尐鳥獣生息地の保護区等の特別保
護地区内において、人の立入り、車両の乗り入れ等により、保
護対象となる鳥獣の生息、繁殖等に悪影響が生じるおそれの
ある場所について、積極的に特別保護指定区域を指定するよ
う努めるものとする。

　なお、特別保護指定区域の指定に当たっては、鳥獣の繁殖
期や鳥類の渡来期に限って規制する等、必要に応じて区域ご
とに規制対象期間を定めること等により、合理的な保護措置を
図るものとする。

（略）

6 休猟区の指定
　休猟区は、狩猟鳥獣の数が著しく減尐している場合におい
て、狩猟者の入り込み等を勘案しつつ、狩猟鳥獣の生息数の
回復を図る必要がある区域を指定するものとする。また、休猟
区の指定に当たっては、都道府県の各地域ごとに狩猟鳥獣の
適正な生息数を維持する観点から、できる限り分布に偏りがな
いよう配慮するものとする。なお、休猟区の指定期間満了後
は、当該休猟区に隣接する地区を新たな休猟区に指定するよ
う努めるものとする。

（略）

なお、休猟区の指定期間満了後は、周辺地域の農林業被害等
の状況も踏まえながら、可能であれば、当該休猟区に隣接する
地区での新たな休猟区の指定を検討するものとする。

○農林業被害等の関係から、期間満了後の
指定の取扱について修正が必要。

　休猟区一箇所当たりの面積は、1,500ha以上となるよう努める
ものとし、さらに、休猟区面積の合計は、狩猟鳥獣の生息動向
等を踏まえてその生息数の回復に必要な面積を確保するよう
努めるものとする。

（略）

　また、休猟区は、河川、海岸線、山稜線、道路及び鉄道その
他の現地で容易に確認できる区域線により指定するよう努める
ものとする。

（略）

　なお、休猟区の指定に当たっては、農林水産関係者、住民等
の理解が得られるように留意するものとし、また、狩猟鳥獣に
よる農林業被害等の状況に応じて、休猟区においても特定計
画に基づき特定鳥獣の狩猟を行うことができる特例制度の活
用を進めるものとする。

　　なお、休猟区の指定に当たっては、農林水産関係者、住民
等の理解が得られるように留意するものとし、また、狩猟鳥獣
による農林業被害等の状況に応じて、指定の延期や特定計画
に基づき特定鳥獣の狩猟を行うことができる特例制度の活用
を進めるものとする。

7 鳥獣保護区の整備等
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(1) 管理施設、利用施設の整備
　鳥獣保護区の整備は、以下の項目について年度別計画を立
てて実施するとともに、調査、巡視等の管理の充実に配慮する
ものとする。
①  管理施設の整備
　鳥獣保護区及び特別保護地区の境界線が明らかになるよう
標識等を設ける等、管理のための施設を整備するものとする。
また、必要に応じて管理棟等を設置するよう努めるものとする。
②  利用施設の整備
鳥獣の観察に適する場所には、人と野生鳥獣とのふれあいや
環境教育の場としての活用を図る観点から、鳥獣の保護上支
障のない範囲内で、観察路、観察舎等の利用施設の整備に努
めるものとする。

（略）

(2) 保全事業の実施
　鳥獣保護区の指定後の環境変化等により鳥獣の生息環境が
悪化し、指定目的及び鳥獣の生息状況に照らして必要がある
と認める場合には、保全事業の実施により生息環境の改善に
努めるものとする。
　なおその場合には、鳥獣保護事業計画に以下の事項を記載
することとする。
①　各都道府県の実情に応じた保全事業に関する基本的な考
え方
②　鳥獣保護事業計画の計画期間において保全事業を実施す
る予定の鳥獣保護区の概況（鳥獣保護区名、生息環境の悪化
状況等の概要）
　また、保全事業を実施する際には、対象となる区域の管理者
を始めとする関係機関や関係する計画と十分な時間的余裕を
もって調整を図るものとする。

（略）

第三 鳥獣の人工増殖及び放鳥獣に関する事項
　鳥獣保護事業計画には、鳥獣の人工増殖及び放鳥獣（傷病
鳥獣の保護収容後の放鳥獣等を除く。）に関する事項として、
以下の事項を盛り込むこととする。

（略）

1 鳥獣の人工増殖
(1) 希尐鳥獣等

　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ類
又はⅡ類に該当する鳥獣若しくは絶滅のおそれのある地域個
体群として掲載されている鳥獣並びに都道府県が作成したレッ
ドリストに掲載されている鳥獣その他の絶滅のおそれのある鳥
獣のうち、特に個体数が尐なく保護を図る必要のあるものにつ
いては、必要に応じて人工増殖に努めるものとする。

　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧～～、特に個
体数が尐なく保護を図る必要のあるものについては、「絶滅の
おそれのある野生動植物種の生息域外保全に関する基本方
針」等に沿って、必要に応じて人工増殖に努めるものとする。

○希尐鳥獣については、「絶滅のおそれのあ
る野生動植物種の生息域外保全に関する基
本方針」（H21.1公表）に沿って実施されるべ
き。

(2) 狩猟鳥獣
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　狩猟鳥獣のうち放鳥の対象とするヤマドリ、キジ等について
は、人工増殖についての技術等を人工増殖業者等に指導する
ものとする。この場合、下記の点に配慮するものとする。
①　都道府県内の放鳥計画に対応する羽数が確保できるよう、
計画的な増殖体制を整備すること。
②　近親交配による遺伝子の劣化を防ぐため、必要に応じて、
野生から新たな個体の導入を図ること。
③　人工増殖に際しては、地域個体群間の交雑を防ぐため、放
鳥しようとする地域に生息する地域個体群に含まれる個体の
みを対象とすること。

（略）

2 放鳥獣等
(1) 狩猟鳥獣
① 鳥類

1)　基本的考え方
狩猟鳥類の生息適地であって、当該狩猟鳥類の増加を図るた
めに必要と認められる箇所においては、放鳥計画を作成し、同
計画に基づき繁殖等に必要な個体を放鳥するものとする。ま
た、その際、猟区及び放鳥獣猟区制度の積極的な活用を図る
ものとする。

（略）

2)　放鳥の取扱い
ア　放鳥する鳥類の種類及び数量
　放鳥する鳥類の種類については、ヤマドリ、キジ等とする。
　数量については、鳥類の生息状況の推移を勘案して、それぞ
れの鳥類のおおむね５年後に目標とする生息数を設定し、この
目標に達するため必要な羽数とする。
イ　放鳥に際しての留意事項
放鳥については、下記の点に留意するものとする。
(ｱ)　放鳥に当たっては、必要に応じて、対象鳥類の生息状況
や放鳥場所の環境等の事前調査及び放鳥後の追跡調査を実
施すること。
(ｲ)　放鳥後の追跡調査に当たっては、放鳥する個体に標識を
付して、当該地域での定着状況を調査するものとする。
(ｳ)　放鳥個体の定着率が低い場合においては、当該放鳥事業
の見直しを行うとともに、必要に応じて放鳥場所の生息環境の
整備や放鳥個体の野生順化等の事業の効果を高めるための
取組を行うこととする。
(ｴ)　特有の生態系を有する島しょであって、生態系保護上悪影
響を及ぼすおそれのある場合には放鳥しないこと。
(ｵ)　放鳥する鳥類が、生息地又は餌の競合、病原体の伝搬等
により人や鳥獣に悪影響を及ぼすおそれのないものであるこ
と。特に、高病原性鳥インフルエンザが発生している際には、
放鳥事業用のキジ、ヤマドリ等を育成する農家等に対して、衛
生管理の徹底や個体についての健康状態の確認等の要請を
検討するとともに、それらを踏まえて放鳥事業実施の一時的な
見合わせの必要性について検討する。
(ｶ)　放鳥しようとする場合は、地域個体群間の交雑を防止する
ため、放鳥しようとする地域に生息する地域個体群に含まれる
個体を放鳥すること。

　放鳥する鳥類の種類については、ヤマドリ、キジ等とし、外来
鳥獣等を除く。
（略）

② 哺乳類
　哺乳類（下記(2)に該当する哺乳類を除く。）については、生態
系に大きな影響を及ぼすおそれがあるため、放獣を行わないよ
う指導するものとする。

（略）

(2) 希尐鳥獣等
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　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ類
又はⅡ類に該当する鳥獣若しくは絶滅のおそれのある地域個
体群として掲載されている鳥獣並びに都道府県が作成したレッ
ドリストに掲載されている鳥獣その他の絶滅のおそれのある鳥
獣のうち、特に野生下での個体数の回復を図る必要性が高い
ものについては、以下の点について十分検討した上で再導入
を行うものとする。
①　再導入に伴う生活環境、農林水産業及び生態系への影響
②　地域個体群への遺伝的かく乱
③　生息環境の保全
④　再導入個体の感染症対策
⑤　地域社会の参加
⑥　順応的管理のための体制
　また、必要に応じその採餌、営巣等のための環境を整備改善
するよう努めるものとする。

　　環境省が作成したレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ類
又はⅡ類に該当する鳥獣若しくは絶滅のおそれのある地域個
体群として掲載されている鳥獣並びに都道府県が作成したレッ
ドリストに掲載されている鳥獣その他の絶滅のおそれのある鳥
獣のうち、特に野生下での個体数の回復を図る必要性が高い
ものについては、「絶滅のおそれのある野生動植物種の野生
復帰に関する基本的考え方」等に沿って飼育繁殖個体の野生
復帰を行うものとする。
（以下削除）

○「再導入」→「飼育繁殖個体の野生復帰」と
する。

(3) 外来鳥獣等
　外来鳥獣又は国内において本来の生息地以外に人為的に導
入され、生態系等に係る被害を生じさせている鳥獣について
は、在来種との交雑、生息地や餌の競合等により、生態系をか
く乱し生物多様性を損なうおそれがあることから、放鳥獣を行
わないよう指導を徹底するものとする。

　外来鳥獣等については、在来種との交雑、生息地や餌の競
合等により、生態系をかく乱し生物多様性を損なうおそれがあ
ること等から、放鳥獣を行わないよう指導を徹底するものとす
る。

第四 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に関する事項
　鳥獣保護事業計画には、鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取
等の許可に関する事項として以下の事項を盛り込むものとす
る。

　鳥獣保護事業計画には、鳥獣の捕獲等及び鳥獣の卵の採取
等の許可に関する事項等として以下の事項を盛り込むものとす
る。

○地方分権一括法による改正に基づき整理。

1　鳥獣の区分と保護管理の考え方

　鳥獣の捕獲等の許可に当たっては、対象種ごとの保護管理
の考え方が重要であることから、Ⅰ第二－１及び以下の留意事
項を踏まえ、対象種と保護管理の考え方を鳥獣保護事業計画
に記載するものとする。

○「保護管理について特に配慮が必要な鳥
獣」に関する項を設けること（CBDネット）

(1)　希尐鳥獣

　都道府県のレッドリストに記載されている鳥獣については、必
要に応じ、Ⅰ第二－１に準じて対象種と保護管理の考え方を整
理する。
(2)　狩猟鳥獣

　狩猟鳥獣であっても、都道府県内の生息状況を踏まえ、地域
個体群の存続に支障が認められるような場合については、法
第12条に基づき所要の手続を経て捕獲等の禁止又は制限を
行うこととし、対象種と保護管理の考え方を整理する。

(3)　外来鳥獣等

　外来鳥獣等については、必要に応じ、Ⅰ第二－１に準じて対
象種と管理の考え方を整理する。

(4)　一般鳥獣

　上記(1)～(3)以外の鳥獣については、必要に応じ、Ⅰ第二－１
に準じて対象種と保護管理の考え方を整理する。

1 鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等に係る許可基準の設定 2　鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等に係る許可基準の設
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　鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等について、目的別に許
可の基準を具体的に設定するものとする。設定に当たっての基
本的考え方及び方針は、次のとおりとする。

（略）

(1) 許可しない場合の基本的考え方
　以下の場合においては、許可をしないものとする。 （略）

① 捕獲後の処置の計画等に照らして明らかに捕獲の目的が異な
ると判断される場合

（略） ●具体例をあげること、たとえば動物実験目的
や商業利用など（CBDネット）

② 　捕獲等又は採取等によって特定の鳥獣の地域個体群に絶滅
のおそれを生じさせたり、絶滅のおそれを著しく増加させる等、
鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすおそれのある場合。ただし、
人為的に導入された鳥獣により生態系に係る被害が生じてい
る地域又は新たに人為的に導入された鳥獣の生息が認めら
れ、今後被害が予想される地域において、当該鳥獣による当
該地域の生態系に係る被害を防止する目的で捕獲等又は採
取等をする場合はこの限りではない。

　捕獲等又は採取等によって特定の鳥獣の地域個体群に絶滅
のおそれを生じさせたり、絶滅のおそれを著しく増加させる等、
鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすおそれのある場合。ただし、
外来鳥獣等により生態系に係る被害が生じている地域又は新
たに外来鳥獣等の生息が認められ、今後被害が予想される地
域において、当該鳥獣による当該地域の生態系に係る被害を
防止する目的で捕獲等又は採取等をする場合はこの限りでは
なく、当該鳥獣を根絶又は抑制するため、積極的な有害鳥獣捕
獲を図るものとする。

③ 　鳥獣の生息基盤である動植物相を含む生態系を大きく変化さ
せる等、捕獲等又は採取等によって生態系の保護に重大な支
障を及ぼすおそれがあるような場合

（略）

④ 　捕獲等又は採取等に際し、住民の安全の確保又は社寺境
内、墓地における捕獲等を認めることによりそれらの場所の目
的や意義の保持に支障を及ぼすおそれがあるような場合

（略）

⑤ 　特定猟具使用禁止区域内で特定猟具を使用した捕獲等を行
う場合であって、特定猟具の使用によらなくても捕獲等の目的
が達せられる場合、又は、特定猟具使用禁止区域内における
特定猟具の使用に伴う危険の予防若しくは法第９条第３項第４
号に規定する指定区域(以下「指定区域」という。)の静穏の保
持に著しい支障が生じる場合

（略）

⑥ 　法第36条及び規則第45条に危険猟法として規定される猟法
により捕獲等を行う場合。ただし、法第37条の規定による環境
大臣の許可を受けたものについては、この限りでない。

（略）

(2) 許可する場合の基本的考え方
① 学術研究を目的とする場合

　学術研究（環境省足環を用いる標識調査を含む。）を目的と
する捕獲等又は採取等は、当該研究目的を達成するために不
可欠な必要最小限のものであって、適正な研究計画の下での
み行われるものとする。

　学術研究～～必要最小限のもの（外来鳥獣等に関する学術
研究にあっては適切なもの）であって、適正な研究計画の下で
のみ行われるものとする。

●学術研究を目的とする場合に例を具体的に
明記すること。または、第四　２　学術研究を目
的とする場合のの記述をこの箇所にも明記す
ること（CBDネット）

② 鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害の防
止を目的とする場合
　鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害（以
下第四において「被害」という。）が現に生じているか又はその
おそれがある場合に、その防止及び軽減を図るために行うもの
とする。

　鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害（以
下第四において「被害」という。）が現に生じているか又はその
おそれがある場合に、その防止及び軽減を図るために行うもの
とする。特に、外来鳥獣等については、当該鳥獣を根絶又は抑
制するため、積極的な有害鳥獣捕獲を図るものとする。
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③ 特定計画に基づく数の調整を目的とする場合
　個体数調整を目的とした捕獲等又は採取等は、人と鳥獣との
適切な関係の構築を目指した科学的・計画的な保護管理の一
環として、地域個体群の長期にわたる安定的維持を図るため
に必要な範囲内で行われるものとする。

（略）

④ その他特別な事由を目的とする場合
　上記以外の特別な事由を目的とした捕獲等又は採取等に関
しては、原則として次の事由に該当するものを対象とするもの
とする。

（略）

　また、鳥獣の愛がん飼養は、鳥獣は本来自然のままに保護
すべきであるという理念にもとるのみならず、鳥獣の乱獲を助
長するおそれもあるので、飼養のための捕獲又は採取の規制
の強化に努めるものとする。

　また、鳥獣の愛玩飼養は、鳥獣は本来自然のままに保護す
べきであるという理念にもとるのみならず、鳥獣の乱獲を助長
するおそれもあるので、飼養のための捕獲又は採取の規制の
強化に努めるものとし、今後、廃止する方向で検討するものと
する。

1)　鳥獣の保護に係る行政事務の遂行の目的
　鳥獣行政事務担当職員が職務上の必要があって捕獲又は採
取する場合。

（略）

2)　傷病により保護を要する鳥獣の保護の目的
　鳥獣行政事務担当職員や鳥獣保護員等が、傷病鳥獣を保護
する目的で捕獲する場合。

（略）

3)　博物館、動物園その他これに類する施設における展示の目
的
　博物館、動物園等の公共施設において飼育展示するために
捕獲又は採取する場合。

（略）

4)　愛がんのための飼養の目的
　個人が自らの慰楽のために飼養する目的で捕獲する場合。

4)　愛玩のための飼養の目的
　個人が自らの慰楽のために飼養する目的であって、特別の
事由があると都道府県知事が認めて捕獲する場合。なお、当
該場合を除き、愛玩のための飼養の目的での捕獲は、原則と
して、許可しないものとする。

5)　養殖している鳥類の過度の近親交配の防止の目的
　鳥類の人工養殖を行っている者が、遺伝的劣化を防止する
目的で野生の個体を捕獲又は採取する場合。

（略）

6)　鵜飼漁業への利用
　鵜飼漁業者が漁業に用いるためウミウ又はカワウを捕獲する
場合。

（略）

7)　伝統的な祭礼行事等に用いる目的
　伝統的な祭礼行事等に用いる場合。

（略）

8)　前各号に掲げるもののほか鳥獣の保護その他公益に資す
ると認められる目的
　環境教育に利用する目的、環境影響評価のための調査、被
害防除対策事業等のための個体の追跡を目的として捕獲等又
は採取等する場合等。

（略）

(3) わなの使用に当たっての許可基準
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　わなを使用した捕獲許可申請においては、以下の基準を満た
すものとする。ただし、①1)のくくりわなの輪の直径について
は、捕獲場所、捕獲時期、クマ類の生息状況等を勘案して、錯
誤捕獲のおそれが尐ないと判断される場合には、以下によらな
いことができるものとする。

（略） ●狩猟についてはトラバサミ禁止、くくりわな直
径規制等がかけられたが、有害捕獲では規制
がない。錯誤捕獲を避ける対応が必要（CBD
ネット）

① 獣類の捕獲を目的とする許可申請の場合（③の場合を除く。）
1)　くくりわなを使用した方法での許可申請の場合は、原則とし
て輪の直径が12センチメートル以内であり、締付け防止金具を
装着したものであること。
2)　とらばさみを使用した方法での許可申請の場合は、鋸歯が
なく、開いた状態における内径の最大長は12センチメートルを
超えないものであり、衝撃緩衝器具を装着したものであること。

（略） ●都道府県に錯誤捕獲の統計を取ることを求
め、環境省の鳥獣関係統計に錯誤捕獲と放鳥
獣の有無の項目を設けるべき（CBDネット）
●トラバサミは許可捕獲においても使用を禁止
すべき（CBDネット）

② イノシシ及びニホンジカの捕獲を目的とする許可申請の場合
　くくりわなを使用した方法での許可申請の場合は、①1)の規
制に加えて、ワイヤーの直径が４ミリメートル以上であり、よりも
どしを装着したものであること。

（略）

③ ヒグマ及びツキノワグマの捕獲を目的とする許可申請の場合
　はこわなに限るものとする。

(4） 許可に当たっての条件の考え方
　捕獲等又は採取等の許可に当たっての条件は、期間の限
定、捕獲する区域の限定、捕獲方法の限定、鳥獣の種類及び
数の限定、捕獲物の処理の方法、捕獲等又は採取等を行う区
域における安全の確保・静穏の保持、捕獲を行う際の周辺環
境への配慮及び適切なわなの数量の限定、見回りの実施方法
等について付すものとする。
特に、住居と隣接した地域において捕獲等を許可する場合に
は、住民の安全を確保する観点から適切な条件を付すものと
する。

（略）

(5) 許可権限の市町村長への委譲
　都道府県知事の権限に属する種の鳥獣の捕獲許可に係る事
務については、当該種の生息数、分布等を踏まえた広域的な
見地からの必要性並びに市町村における鳥獣の保護管理の
実施体制の整備状況等を勘案し、対象とする市町村や種を限
定した上で、適切に市町村長に委譲され、特定計画との整合
等、制度の円滑な運営が図られるよう努めるものとする。

（略）

　また、(9)に示す場合及び法第12条に基づき狩猟の禁止又は
制限がなされている絶滅のおそれのある地域個体群について
の捕獲許可に係る権限を市町村長に委譲する場合等、委譲後
特に慎重な保護管理が求められる場合については、当該市町
村における十分な判断体制の整備等に配慮するものとする。

（略）

　都道府県知事は、捕獲許可に係る権限を市町村長に委譲す
る場合は、法、規則、本基本指針及び鳥獣保護事業計画に
従った適切な業務の施行及び都道府県知事に対する許可事
務の執行状況報告が行われるよう助言するものとする。

（略）

　なお、捕獲等又は採取等を行う区域が多数の市町村に及び、
多数の申請が必要になる場合には、市町村間の連携を図る等
により制度の合理的な運用を図り、申請者に手続上過度の負
担を課すことにならないよう配慮するものとする。

（略）
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(6) 捕獲実施に当たっての留意事項
　捕獲等又は採取等の実施に当たっては、実施者に対し錯誤
捕獲や事故の発生防止に万全の対策を講じさせるとともに、事
前に関係地域住民等への周知を図らせるものとする。
　また、わなの使用に当たっては、以下の事項について措置さ
れるようにする。

（略）

① 　法第９条第12項に基づき、猟具ごとに、住所、氏名、電話番
号、許可年月日及び許可番号、捕獲目的並びに許可有効期間
を記載した標識の装着等を行うものとする。ただし、捕獲に許
可を要するネズミ・モグラ類の捕獲等の場合において、猟具の
大きさ等の理由で用具ごとに標識を装着できない場合において
は、猟具を設置した場所周辺に立て札等で標識を設置する方
法によることもできるものとする。

（略）

② 　ツキノワグマの生息地域であって錯誤捕獲のおそれがある場
合については、地域の実情を踏まえつつ、ツキノワグマが脱出
可能な脱出口を設けたはこわなや囲いわなの使用に努めるよ
う指導するものとする。また、ツキノワグマの錯誤捕獲に対して
迅速かつ安全な放獣が実施できるように、放獣体制等の整備
に努めるものとする。

　ツキノワグマの生息地域であって錯誤捕獲のおそれがある場
合については、地域の実情を踏まえつつ、ツキノワグマが脱出
可能な脱出口を設けたはこわなや囲いわなの使用を指導する
ものとする。また、ツキノワグマの錯誤捕獲に対して迅速かつ
安全な放獣が実施できるように、放獣体制等の整備に努めるも
のとする。

●ツキノワグマの生息地域であって錯誤捕獲
のおそれがある場合は、原則としてわなを使
用しないようにすること（CBDネット）

(7) 捕獲物又は採取物の処理等
　捕獲物等については、鉛中毒事故等の問題を引き起こすこと
のないよう、原則として持ち帰ることとし、やむを得ない場合は
生態系に影響を与えないような適切な方法で埋設することによ
り適切に処理し、山野に放置することのないよう指導するものと
する（適切な処理が困難な場合又は生態系に影響を及ぼすお
それが軽微である場合として規則第19条で定められた場合を
除く。）。さらに、捕獲物等が鳥獣の保護管理に関する学術研
究、環境教育等に利用できる場合は努めてこれを利用するよう
指導するものとする。

（略） ●「学術利用」については、「第四　２　学術研
究を目的とするものである場合の①～～」を参
照すること
（CBDネット）

　また、捕獲物等は、違法なものと誤認されないようにする。特
に、クマ類及びカモシカについては、違法に輸入されたり国内
で密猟された個体の流通を防止する観点から、目印標（製品
タッグ）の装着により、国内で適法に捕獲された個体であること
を明確にさせるものとする。

（略） ●有害捕獲されたクマの胆のうについては流
通しないように管理すること（CBDネット）

　なお、捕獲個体を致死させる場合は、できる限り苦痛を与え
ない方法によるよう指導するものとする。

（略）

　さらに、錯誤捕獲した個体については原則として所有及び活
用はできないこと、放鳥獣の検討を行うこと、狩猟鳥獣以外に
おいては捕獲された個体を生きたまま譲渡する場合には飼養
登録等の手続が必要となる場合があること、また、捕獲許可申
請に記載された捕獲個体の処理の方法が実際と異なる場合は
法第９条第１項違反となる場合があることについてあらかじめ
申請者に対して十分周知を図るものとする。

　さらに、錯誤捕獲した個体については原則として所有及び活
用はできないこと、放鳥獣の検討を行うこと、狩猟鳥獣以外に
おいては捕獲された個体を生きたまま譲渡する場合には飼養
登録等の手続が必要となる場合があること、また、捕獲許可申
請に記載された捕獲個体の処理の方法が実際と異なる場合は
法第９条第１項違反となる場合があることについてあらかじめ
申請者に対して十分周知を図るものとする。
　ただし、錯誤捕獲された外来鳥獣等の放鳥獣は適切ではな
いことから、生態系等に被害を及ぼしている外来鳥獣等が捕獲
される可能性がある場合には、あらかじめ捕獲申請を行うよう
指導し、適切に対応するよう努めることとする。

●新たに「錯誤捕獲した個体の取扱」について
の項目を設け、以下を明記すること。
・錯誤捕獲についての記録・報告
・原則として所有・活用できないこと
・放鳥獣の検討を行うこと
・狩猟鳥獣以外は捕獲された個体を生きたま
ま譲渡する場合には飼養登録等の手続きが必
要となる場合があること、ニホンザルの場合は
飼養登録及び動物愛護管理法に基づく特定動
物の飼養許可が必要であること
・捕獲許可申請に記載された捕獲個体の処理
の方法が実際と異なる場合は法第９条第１項
違反となる場合があること（CBDネット）

(8) 捕獲等又は採取等の情報の収集
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　鳥獣の保護管理の適正な推進を図る上で必要な資料を得る
ため適当と認める場合には、捕獲等又は採取等の実施者に対
し、実施した地点、日時、種名、性別、捕獲物又は採取物、捕
獲努力量等についての報告を、必要に応じ写真又はサンプル
を添付させる等して求めるものとする。
　特に、傷病鳥獣の保護捕獲においては、上記のような捕獲の
データの収集、収容個体の計測・分析等を積極的に進め、保護
管理のための基礎資料としての活用を図るものとする。
　また、必要に応じて、捕獲等又は採取等の実施への立会い
等によりそれらが適正に実施されるよう対処するものとする。

（略） ●鳥獣の捕獲数の正確な記録と速やかな報
告を行うこと（ＣＢＤネット）
●市町村で特措法に基づいて捕獲された鳥獣
の数が都道府県に正確に報告されているかど
うか不明。正確な記録と報告を義務づけること
（ＣＢＤネット）

(9) 保護の必要性が高い種又は地域個体群に係る捕獲許可の考
　西日本のツキノワグマや東北地方のニホンザル等生息数が
尐ない等保護の必要性が高い種又は地域個体群に係る捕獲
許可は特に慎重に取り扱うものとし、継続的な捕獲が必要とな
る場合は、生息数や生息密度の推定に基づき、捕獲数を調整
する等、適正な捕獲が行われるよう図るものとする。このような
種については、有害鳥獣捕獲と紛らわしい形態を装った不必要
な捕獲等の生じることのないように各方面を指導するとともに、
地域の関係者の理解の下に、捕獲した個体を被害等が及ぶお
それの尐ない地域へ放獣させる等、生息数の確保に努めるこ
とも検討するものとする。

　地域における生息数が尐ない等保護の必要性が高い種又は
地域個体群に係る捕獲許可は特に慎重に取り扱うものとし、
（以下、略）

2 学術研究を目的とする場合
(1) 学術研究
① 研究の目的及び内容

次の1）から4)までのいずれにも該当するものであること。
1)  主たる目的が、理学、農学、医学、薬学等に関する学術研
究であること。
　ただし、学術研究が単に付随的な目的である場合は、学術研
究を目的とした行為とは認めない。
2)  鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取を行う以外の方法で
は、その目的を達成することができないと認められること。
3)  主たる内容が鳥獣の生態、習性、行動、食性、生理等に関
する研究であること。
　また、長期にわたる研究の場合は、全体計画が適正なもので
あること。
4)　研究により得られた成果が、学会又は学術誌等により、原
則として、一般に公表されるものであること。

（略）

② 許可対象者
　理学、農学、医学、薬学等に関する調査研究を行う者又はこ
れらの者から依頼を受けた者。

（略）

③ 鳥獣の種類・数
　必要最小限の種類又は数（羽、頭、個）。 　必要最小限の種類又は数（羽、頭、個）。ただし、外来鳥獣等

に関する学術研究を目的とする場合には、適切な種類又は数
（羽、頭、個）とする。

④ 期間
　１年以内。

⑤ 区域
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　必要最小限の区域とし、原則として、特定猟具使用禁止区域
及び特定猟具使用制限区域（当該区域において特定猟具に指
定されている猟具を使用する場合に限る。）並びに規則第７条
第１項第７号イからチまでに掲げる区域は除く。ただし、特に必
要が認められる場合はこの限りでない。

（略）

⑥ 方法
　次の各号に掲げる条件に適合するものであること。ただし、他
に方法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでな
い。
1)  法第12条第１項又は第２項に基づき禁止されている猟法で
はないこと。
2)　殺傷又は損傷（以下「殺傷等」という。）を伴う捕獲方法の場
合は、研究の目的を達成するために必要最小限と認められる
ものであること。

（略）

⑦ 捕獲等又は採取等後の措置
原則として、次の各号に掲げる条件に適合するものであるこ
と。
1)　殺傷等を伴う場合は、研究の目的を達成するために必要最
小限と認められるものであること。
2)　個体識別のため、指切り、ノーズタッグの装着等の鳥獣の
生態に著しい影響を及ぼすような措置を行わないこと。
3)　電波発信機、足環の装着等の鳥獣への負荷を伴う措置に
ついては、目的を達成するために当該措置が必要最小限であ
ると認められるものであること。
　　なお、電波発信機を装着する場合には、原則として、必要期
間経過後短期間のうちに脱落するものであること。

（略）

　なお、電波発信機を装着する場合には、原則として、必要期
間経過後短期間のうちに脱落するものであること。また、装着
する標識が観察情報の収集に広く活用できる場合には、標識
の情報の公開を申請者に求めるよう努める。

(2) 標識調査（環境省足環を装着する場合）
① 許可対象者

　国若しくは都道府県の鳥獣行政事務担当職員又は国若しく
は都道府県より委託を受けた者（委託を受けた者から依頼され
た者を含む。）

（略）

② 鳥獣の種類・数
　原則として、標識調査を主たる業務として実施している者にお
いては、鳥類各種各2,000羽以内、３年以上継続して標識調査
を目的とした捕獲許可を受けている者においては、同各1,000
羽以内、その他の者においては同各500羽以内。ただし、特に
必要が認められる種については、この限りでない。

（略）

③ 期間
　１年以内。

④ 区域
　原則として、規則第７条第１項第７号イからチまでに掲げる区
域は除く。ただし、特に必要が認められる場合は、この限りでな
い。

（略）

⑤ 方法
　原則として、網、わな又は手捕とする。

3 鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害の防
止を目的とする場合

（略）

(1) 有害鳥獣捕獲の基本的考え方
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　有害鳥獣捕獲は、被害が現に生じているか又はそのおそれ
がある場合に、その防止及び軽減を図るために行うものとす
る。
　その捕獲は、原則として被害防除対策によっても被害等が防
止できないと認められるときに行うものとする。
　有害鳥獣捕獲の実施に当たっては、関係諸機関との連携の
下、実施の期間や被害防除施設の整備等が総合的に推進さ
れるよう努めるものとする。
　また、農林水産業等と鳥獣の保護との両立を図るため、総合
的、効果的な防除方法、狩猟を含む個体数管理等、鳥獣の適
正な管理方法を検討し、所要の対策が講じられるよう努めるも
のとする。

　有害鳥獣捕獲は、被害が現に生じているか又はそのおそれ
がある場合に、その防止及び軽減を図るために行うものとす
る。ただし、外来鳥獣等についてはこの限りではない。
　その捕獲は、原則として被害防除対策によっても被害等が防
止できないと認められるときに行うものとする。
　有害鳥獣捕獲の実施に当たっては、関係部局等との連携の
下、被害防除施設の整備や未収穫物の撤去等の被害防除対
策等が総合的に推進されるよう努めるものとする。
　また、農林水産業等と鳥獣の保護との両立を図るため、総合
的、効果的な防除方法、狩猟を含む個体数管理等、鳥獣の適
正な管理方法を検討し、所要の対策が講じられるよう努めるも
のとする。

(2) 有害鳥獣捕獲についての許可基準の設定
　 　被害等の発生予察、有害鳥獣捕獲の実績及び被害の状況を

勘案して、鳥獣の種類別に捕獲許可の基準を具体的に設定す
るものとする。設定に当たっての基本的考え方及び方針は上
記１に加え次のとおりとする。

（略）

① 基本的考え方
1) 基本的な方針

　有害鳥獣捕獲のための捕獲許可は、被害等の状況及び防除
対策の実施状況を的確に把握し、その結果、被害等が生じて
いるか又はそのおそれがあり、原則として防除対策によっても
被害等が防止できないと認められるときに行うものとする。

　有害鳥獣捕獲のための捕獲許可は、被害等の状況及び防除
対策の実施状況を的確に把握し、その結果、被害等が生じて
いるか又はそのおそれがあり、原則として防除対策によっても
被害等が防止できないと認められるときに行うものとする。ただ
し、外来鳥獣等についてはこの限りでない。

●ニホンザルの捕獲数が急速に増大している
が、捕獲数と被害の軽減は一致しないことが
明らかとなっている。西日本では全群捕獲が
行われていると推定され、地域個体群の絶滅
が危惧される。
鳥獣害対策特措法との関連、被害対策が有効
に実施されているかを検証すること（ＣＢＤネッ
ト）　狩猟鳥獣、カワウ、ダイサギ、コサギ、アオサギ、トビ、カワラ

バト（ドバト）、タイワンシロガシラ、ウソ、オナガ、ニホンザル、
マングース及びノヤギ以外の鳥獣については、被害等が生じる
ことはまれであり、従来の許可実績もごく僅尐であることにかん
がみ、これらの鳥獣についての有害鳥獣捕獲を目的とした捕
獲許可に当たっては、被害の実態を十分に調査するとともに、
捕獲以外の方法による被害防止方法を検討した上で許可する
等、特に慎重に取り扱うものとする。
　なお、保護の必要性が高い種又は地域個体群に係る捕獲許
可についても、特に慎重に取り扱うものとする。
　また、外来鳥獣による農林水産業又は生態系等に係る被害
の防止を図る場合においては、当該外来鳥獣を根絶又は抑制
するため、積極的な有害鳥獣捕獲を図るものとする。

　狩猟鳥獣、ダイサギ、コサギ、アオサギ、トビ、ウソ、オナガ、
ニホンザル、特定外来生物である外来鳥獣、その他の外来鳥
獣（タイワンシロガラス、カワラバト（ドバト）、ノヤギ等）以外の
鳥獣については、（以下、略）

2) 予察捕獲
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　被害等のおそれがある場合に実施する予察による有害鳥獣
捕獲（以下「予察捕獲」という。）は、①1)で示した鳥獣（地域的
に孤立しており、地域レベルでの絶滅のおそれの高い地域個
体群は除く。）を対象として、常時捕獲を行い、生息数を低下さ
せる必要があるほど強い害性が認められる場合のみ許可する
ものとする。また、①１）で示した鳥獣の中でもツキノワグマ、イ
ノシシ、ニホンザル等の特定計画が作成されている鳥獣につい
ては、特定計画に基づく個体数調整としての捕獲に努めるもの
とする。

　被害等のおそれがある場合に実施する予察による有害鳥獣
捕獲（以下「予察捕獲」という。）は、①1)で示した鳥獣（地域的
に孤立しており、地域レベルでの絶滅のおそれの高い地域個
体群は除く。）を対象として、常時捕獲を行い、生息数を低下さ
せる必要があるほど強い害性が認められる場合のみ許可する
ものとする。ただし、外来鳥獣等についてはこの限りでない。ま
た、①１）で示した鳥獣の中でもツキノワグマ、イノシシ、ニホン
ザル等の特定計画が作成されている鳥獣については、特定計
画に基づく個体数調整としての捕獲に努めるものとする。

●予察捕獲がはたして個体数の抑制や被害
防止に役立っているか不明。生息環境の変化
等をふまえ、漫然とした慣例・慣行や特定の者
に対する利益供与のための予察捕獲は廃止
すべき（ＣＢＤネット）
●「ツキノワグマ、イノシシ、ニホンザル等につ
いては、特定計画を策定するよう努め、それに
基づく個体数調整～」とすべき（CBDネット）

　予察捕獲を実施するに当たっては、鳥獣の種類別、四半期別
及び地域別による被害発生予察表を作成するものとする。予
察表の作成に当たっては、過去５年間の鳥獣による被害等の
発生状況及び鳥獣の生息状況について、地域の実情に応じ、
学識経験者等科学的見地から適切な助言及び指導を行うこと
のできる者の意見を聴取しつつ、調査及び検討を行うものとす
る。

（略）

　また、予察表においては、被害発生のおそれのある地区ごと
に、農林水産物の被害や作付けの状況、鳥獣の生息状況の推
移等を勘案し、被害・影響の発生地域、時期等の予察をするも
のとする。さらに、捕獲等又は採取等の数の上限を設定する
等、許可の方針を明らかにするものとする。

（略）

　なお、予察表に係る被害等の発生状況については、毎年点
検し、その結果に基づき必要に応じて予察捕獲の実施を調整
する等、予察捕獲の科学的・計画的実施に努めるものとする。

（略）

　また、予察捕獲は通常、有害鳥獣捕獲を目的とする捕獲許可
として取り扱うものであるが、特定計画の対象地域において
は、予察捕獲による捕獲は特定鳥獣の数の調整に資するもの
でもあるから、原則として特定鳥獣の数の調整を目的とする捕
獲許可として取り扱うものとする。

（略）

3) 有害鳥獣捕獲の実施に当たっての留意事項
　有害鳥獣捕獲の実施に当たっては、実施者に対し錯誤捕獲
や事故の発生防止に万全の対策を講じさせるものとし、また事
前に関係地域住民等への周知を図らせるとともに、鳥獣捕獲
許可証又は従事者証の携帯及び捕獲許可権者が貸与する腕
章を装着させるものとする。
　また、必要に応じて、捕獲の実施への立会い等によりそれら
が適正に実施されるよう対処するものとする。

（略）

4) 特定計画に基づく個体数調整との関係
　特定計画の対象地域における、特定鳥獣を有害鳥獣として捕
獲する場合については、原則として特定計画に基づく数の調整
を目的とする捕獲として取り扱うものとするが、有害鳥獣捕獲と
して捕獲する場合においても、市町村における捕獲数を定期的
に把握する等して、特定計画における捕獲目標数等との整合
を図るものとする。

（略）

② 捕獲許可基準の設定方針
　有害鳥獣捕獲を目的とした捕獲等又は採取等の許可をする
場合の基準は、次の方針により、許可対象者、鳥獣の種類・
数、期間、区域、方法等について設定するものとする。

（略）

1) 許可対象者
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　原則として、被害等を受けた者又は被害等を受けた者から依
頼された者であって、銃器（装薬銃）を使用する場合は第１種銃
猟免許を所持する者（空気銃を使用する場合においては第１種
銃猟又は第２種銃猟免許を所持する者）、銃器の使用以外の
方法による場合は網猟免許又はわな猟免許を所持する者とす
るものとする。

　原則として、被害等を受けた者又は被害等を受けた者から依
頼された個人又は法人（法第9条第8項に規定する「国、地方公
共団体その他適切かつ効果的に同項の許可に係る捕獲等又
は採取等をすることができるものとして環境大臣の定める法
人」をいう。以下同じ。）であって、銃器を使用する場合は第１種
銃猟免許を所持する者（空気銃を使用する場合においては第１
種銃猟又は第２種銃猟免許を所持する者）、銃器の使用以外
の方法による場合は網猟免許又はわな猟免許を所持する者と
するものとする。ただし、以下の場合は、鳥獣の保護に重大な
支障を及ぼすおそれがあるとき又は捕獲した個体の適切な処
分ができないと認められるときを除き、狩猟免許を受けていな
い者に対しても許可をすることができるものとする。
ア　住宅等の建物内における被害を防止する目的で当該建物
内において小型の箱わな又はつき網を用いて若しくは手捕りに
より、アライグマ、ハクビシン、カラス、ドバト等の小型の鳥獣を
捕獲する場合
イ　農林業被害の防止の目的で農林業者が自らの事業地内に
おいて囲いわなを用いてイノシシ、シカ、その他の鳥獣を捕獲
する場合

○許可対象者として個人を明記。
○許可対象者について、原則（狩猟免許の所
持）外の取扱を明記（1303特区（有害鳥獣捕
獲における狩猟免許を有しない従事者容認）
の全国展開、中小型鳥獣の一定区域での捕
獲等）。
○体制整備として特措法を踏まえて修文。

　また、捕獲等又は採取等の効率性及び安全性の向上を図る
観点から有害鳥獣捕獲を行う者には被害等の発生地域の地理
及び鳥獣の生息状況を把握している者が含まれるよう指導す
るものとする。

（略）

　さらに、有害鳥獣捕獲実施者の数は必要最小限とするととも
に、被害等の発生状況に応じて共同又は単独による有害鳥獣
捕獲の方法が適切に選択されるよう指導するものとする。

（略）

　なお、法人（法第９条第８項に規定する「国、地方公共団体そ
の他適切かつ効果的に同項の許可に係る捕獲等又は採取等
をすることができるものとして環境大臣の定める法人」をいう。
以下同じ。）に対する許可に当たっては、その従事者には原則
として狩猟免許を有する者を選任するよう指導するものとす
る。ただし、地方公共団体が、構造改革特別区域法（平成14年
法律第189号）に基づき構造改革特別区域の認定（「有害鳥獣
捕獲における狩猟免許を有しない従事者容認事業」）を申請
し、その認定を受けた地域において、銃器の使用以外の方法
による場合であって、従事者の中に網猟免許及びわな猟免許
所持者が含まれ、かつ、捕獲技術、安全性等が確保されてい
ると認められる場合は、従事者に網猟免許及びわな猟免許を
受けていない者を含むことができるものとする。この場合、網猟
免許及びわな猟免許を受けていない者は、網猟免許及びわな
猟免許を受けている者の監督下で捕獲を行うよう指導するもの
とする。

　なお、法人に対する許可に当たっては、その従事者には原則
として狩猟免許を有する者を選任するよう指導するものとす
る。ただし、銃器の使用以外の方法による場合であって、従事
者の中に網猟免許及びわな猟免許所持者が含まれ、かつ、当
該法人が従事者に対して講習会を実施することにより捕獲技
術、安全性等が確保されていると認められる場合は、従事者の
中に網猟免許及びわな猟免許を受けていない者を含むことが
できるものとする。この場合、網猟免許及びわな猟免許を受け
ていない者は、網猟免許及びわな猟免許を受けている者の監
督下で捕獲を行うよう指導するものとする。当該法人は、地域
の関係者と十分な調整を図ることで、効果的な実施に努めるも
のとする。

　また、法人に対しては、指揮監督の適正を期するため、それ
ぞれの従事者が行う捕獲行為の内容を具体的に指示するとと
もに、従事者の台帳を整備するよう十分に指導するものとす
る。

　また、法人に対しては、指揮監督の適正を期するため、それ
ぞれの従事者が行う捕獲行為の内容を具体的に指示するとと
もに、従事者の台帳を整備するよう十分に指導するものとす
る。

2) 鳥獣の種類・数
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ア  有害鳥獣捕獲対象鳥獣の種類は、現に被害等を生じさせ、
又はそのおそれのある種とする。ただし、特定鳥獣について
は、原則として「個体数調整の目的」の捕獲とし、緊急時等の
やむを得ない場合のみ有害鳥獣捕獲の対象とすることができ
ることとする。
イ  鳥類の卵の採取等の許可は、原則として次の(ｱ)又は(ｲ)に
該当する場合のみ対象とするものとする。
(ｱ)　現に被害を発生させている個体を捕獲等することが困難で
あり、卵の採取等を行わなければ被害を防止する目的が達成
できない場合
(ｲ)　建築物等の汚染等を防止するため、巣を除去する必要が
あり、併せて卵の採取等を行わなければ被害を防止する目的
が達成できない場合
ウ　捕獲等又は採取等の数は、被害を防止する目的を達成す
るために必要最小限の数（羽、頭、個）であるものとする。

ア  有害鳥獣捕獲対象鳥獣の種類は、現に被害等を生じさせ、
又はそのおそれのある種とする。ただし、特定鳥獣について
は、原則として「個体数調整の目的」の捕獲とし、緊急時等の
やむを得ない場合のみ有害鳥獣捕獲の対象とすることができ
ることとする。
イ  鳥類の卵の採取等の許可は、原則として次の(ｱ)又は(ｲ)に
該当する場合のみ対象とするものとする。
(ｱ)　現に被害を発生させている個体を捕獲等することが困難で
あり、卵の採取等を行わなければ被害を防止する目的が達成
できない場合
(ｲ)　建築物等の汚染等を防止するため、巣を除去する必要が
あり、併せて卵の採取等を行わなければ被害を防止する目的
が達成できない場合
ウ　捕獲等又は採取等～～必要最小限の数（羽、頭、個）であ
るものとする。
　ただし、外来鳥獣等に係る被害防止を目的とする場合には、
ア～ウは適用しない。

○外来鳥獣の捕獲において、全数捕獲ができ
ないとの指摘あり。

●「ツキノワグマなど有害捕獲数の年変動が
大きく、捕獲数が多い年は相当量にのぼること
がある種については、捕獲許可実績が、捕獲
するが尐ない年の実績を大きく上回らないよう
慎重に捕獲許可を行い、ま捕殺に代わる学習
法中に積極的に努めるものとする」との記述を
追加すること（CBDネット）

3) 期間
ア  有害鳥獣捕獲の期間は、原則として被害等が生じている時
期のうち、最も効果的に有害鳥獣捕獲が実施できる時期であっ
て、地域の実情に応じた有害鳥獣捕獲を無理なく完遂するため
に必要かつ適切な期間とするものとする。
　　ただし、被害等の発生が予察される場合、飛行場の区域内
において航空機の安全な航行に支障を及ぼすと認められる鳥
獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等をする場合等特別な事由
が認められる場合は、この限りでない。
イ  有害鳥獣捕獲対象以外の鳥獣の繁殖に支障がある期間は
避けるよう考慮するものとする。
ウ  狩猟期間中及びその前後における有害鳥獣捕獲の許可に
ついては、登録狩猟（法第11条第１項第１号の規定に基づき行
う狩猟鳥獣の捕獲等をいう。以下同じ。）又は狩猟期間の延長
と誤認されるおそれがないよう、当該期間における有害鳥獣捕
獲の必要性を十分に審査する等、適切に対応するものとする。
エ  予察捕獲の許可については、被害発生予察表に基づき計
画的に行うよう努めるものとする。

（略） ●被害等が生じている期間ではなく、１～３ヶ
月単位として更新制とすべき、１年中有害駆除
されている状態は異常である（ＣＢＤネット）

4) 区域
ア  有害鳥獣捕獲を実施する区域は、被害等の発生状況に応
じ、その対象となる鳥獣の行動圏域を踏まえて被害等の発生
地域及びその隣接地等を対象とするものとし、その範囲は必要
かつ適切な区域とするものとする。

（略）

イ  被害等が複数の市町村にまたがって発生する場合におい
ては、被害等の状況に応じ市町村を越えて共同して広域的に
有害鳥獣捕獲を実施する等、これが効果的に実施されるよう市
町村を助言するものとする。

イ  被害等が複数の市町村にまたがって発生する場合におい
ては、被害等の状況に応じ市町村を越えて共同して広域的に
有害鳥獣捕獲を実施する等、これが効果的に実施されるよう市
町村を助言するものとする。また、被害等が周辺の都道府県に
またがって発生する場合においては、関係都道府県が共同し
て広域的に有害鳥獣捕獲を実施する等、都道府県間の連携を
図るものとする。
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ウ  鳥獣保護区又は休猟区における有害鳥獣捕獲を目的とし
た捕獲許可は、鳥獣の保護管理の適正な実施が確保されるよ
うに行うものとし、この場合、他の鳥獣の繁殖に支障が生じな
いよう配慮するものとする。特に、集団渡来地、集団繁殖地、
希尐鳥獣生息地の保護区等、鳥獣の保護を図ることが特に必
要な地域においては、捕獲許可について慎重な取扱いをする
ものとする。
　また、慢性的に著しい被害等が見られる場合は、鳥獣の生息
状況等を踏まえ、被害防除対策、生息環境の改善等の重点的
な実施並びに、休猟区での特定計画に基づく狩猟に関する特
例制度の活用及び休猟区等の区域の見直しを検討するものと
する。

ウ  鳥獣保護区又は休猟区における有害鳥獣捕獲を目的とし
た捕獲許可は、鳥獣の保護管理の適正な実施に向けて捕獲効
率の向上が見込まれる手法等により実施するよう努めるものと
し、この場合、他の鳥獣の繁殖に支障が生じないよう配慮する
ものとする。特に、集団渡来地、集団繁殖地、希尐鳥獣生息地
の保護区等、鳥獣の保護を図ることが特に必要な地域におい
ては、捕獲許可について慎重な取扱いをするものとする。
　また、慢性的に著しい被害等が見られる場合は、鳥獣の生息
状況等を踏まえ、生息環境の改善、被害防除対策の重点的な
実施とともに、個体数調整の推進を図るものとする。さらに、休
猟区での特定計画に基づく狩猟に関する特例制度の活用及び
休猟区等の区域の見直しを検討するものとする。

5) 方法
　空気銃を使用した捕獲等は、対象を負傷させた状態で取り逃
がす危険性があるため、中・小型鳥類に限ってその使用を認め
るものとする。
なお、鉛製銃弾を対象とした法第15条第１項に基づく指定猟法
禁止区域及び第12条第１項又は第２項に基づき鉛製銃弾の使
用を禁止している区域においては禁止された鉛製銃弾は使用
しないものとする。
また、猛禽類の鉛中毒を防止するため、鳥獣の捕獲等に当
たっては、鉛が暴露する構造・素材の装弾は使用しないよう努
めるものとする。
さらに、有害鳥獣捕獲の対象となる鳥獣の嗜好する餌を用いた
捕獲方法を採り、結果として被害等の発生の遠因を生じさせる
ことのないよう指導を行うものとする。

　空気銃を使用した捕獲等は、対象を負傷させた状態で取り逃
がす危険性があるため、大型獣類についてはその使用を認め
ない。ただし、取り逃がす危険性の尐ない状況において使用す
る場合についてはこの限りではない。なお、鉛製銃弾～

○空気銃の性能の向上による止め刺しへの活
用の検討。

③ 有害鳥獣捕獲の適正化のための体制の整備
　有害鳥獣捕獲の実施の適正化及び迅速化を図るため、関係
市町村及び農林水産業者等関係者に対する有害鳥獣捕獲制
度の周知徹底を図るとともに、次に掲げる措置を実施するもの
とする。

　有害鳥獣捕獲の実施の適正化及び迅速化を図るため、関係
市町村及び農林水産業者等関係者に対する有害鳥獣捕獲制
度の周知徹底を図るとともに、次に掲げる措置を実施するもの
とする。特に、関係市町村に対しては、鳥獣被害防止特措法に
基づく市町村の被害防除計画と連携を図り、適切かつ効果的
な実施が図られるよう指導するものとする。

1) 捕獲隊の編成
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　イノシシ、ニホンジカその他の鳥獣による農林水産業被害等
が激甚な地域については、その地域ごとに、あらかじめ捕獲隊
（有害鳥獣捕獲を目的として編成された隊をいう。以下同じ。）
を編成するよう指導するものとする。その際、捕獲隊員の選定
については、技術の優れた者、有害鳥獣捕獲のための出動の
可能な者等が隊員として編成されるよう指導するものとする。
また、捕獲隊において指導を行う者の確保に当たっては、鳥獣
保護管理に関する専門的な人材確保等の仕組みの積極的な
活用を図るものとする。
　なお、当該市町村内では捕獲隊の編成が困難な場合等にお
いては、市町村の境界を越えた広域の捕獲隊を編成し、その
実施者の養成・確保に努めるよう関係市町村に助言するものと
する。

　イノシシ、ニホンジカその他の鳥獣による農林水産業被害等
が激甚な地域については、その地域ごとに、あらかじめ捕獲隊
（有害鳥獣捕獲を目的として編成された隊をいう。以下同じ。）
を編成するよう指導するものとする。その際、捕獲隊員の選定
については、技術の優れた者、有害鳥獣捕獲のための出動の
可能な者等が隊員として編成されるよう指導するとともに、地
域の実情に応じて鳥獣被害防止特措法に基づく鳥獣被害対策
実施隊（鳥獣被害防止特措法第９条第１項に規定する鳥獣被
害対策実施隊をいう。以下同じ。）と連携を図るよう指導するも
のとする。その際、狩猟人口の減尐や高齢化等に対応した新
たな捕獲体制を早急に確立する必要があることから、従来の取
組に加え、市町村や農林漁業団体の職員等を新たな捕獲の担
い手として育成する取組を推進するよう指導する。また、捕獲
隊等において指導を行う者の確保に当たっては、鳥獣保護管
理に関する専門的な人材確保等の仕組みの積極的な活用を
図るものとする。
　なお、当該市町村内では捕獲隊の編成が困難な場合等にお
いては、市町村の境界を越えた広域の捕獲隊を編成し、その
実施者の養成・確保に努めるよう関係市町村に助言するものと
する。

2) 関係者間の連携強化
　被害等の防除対策に関する関係者が連携して円滑に有害鳥
獣捕獲を実施するため、都道府県鳥獣行政部局、農林水産行
政部局、天然記念物行政部局等の関係部局や森林管理局、地
方農政局、環境省地方環境事務所等との間の連携の強化に
努めるとともに、関係地域において市町村、森林管理署、農林
水産業団体、地域住民等の関係者による連絡協議会等を設置
するよう関係市町村に助言するものとする。

（略）

3) 被害防止体制の充実
　被害等が慢性的に発生している地域においては、必要に応じ
て、鳥獣の出現状況の把握・連絡、防護柵等の防除技術の普
及、追い払い等の被害対策を行う体制の整備、効果的な取組
事例の紹介、被害実態等の市民への情報普及により的確な情
報伝達及び効果的な被害防止が図られるよう関係市町村に助
言するものとする。

（略）

4 特定計画に基づく数の調整を目的とする場合
　個体数調整を目的とした捕獲等又は採取等の許可は、以下
の許可基準によるほか、特定計画の目的が適正に達成される
よう行われるものとする。
　なお、実施に当たっての留意事項は３(2)－①3)に準じるもの
とする。

（略）

(1) 許可対象者
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　原則として、銃器を使用する場合は第１種銃猟免許を所持す
る者（空気銃を使用する場合においては第１種銃猟又は第２種
銃猟免許を所持する者)、銃器の使用以外の方法による場合は
網猟免許又はわな猟免許を所持する者であること。
　また、捕獲等又は採取等の効率性及び安全性の向上を図る
観点から、それらの実施者には被害等の発生地域の地理及び
鳥獣の生息状況を把握している者が含まれるように指導するこ
と。
　さらに、実施者の数は必要最小限であること。このほか、被害
等の発生状況に応じて、共同又は単独による捕獲等又は採取
等の方法が適切に選択されていること。

（略）

(2) 鳥獣の種類・数
　捕獲等又は採取等の数は、特定計画の目標の達成のために
適切かつ合理的な数（羽、頭、個）であること。

（略）

(3) 期間
①　特定計画の達成を図るために必要かつ適切な期間とする
こと。
②　捕獲等又は採取等の対象以外の鳥獣の保護及び繁殖に
支障がある期間は避けるよう考慮すること。
③　狩猟期間中及びその前後における許可については、登録
狩猟又は狩猟期間の延長と誤認されるおそれがないよう、当
該期間における捕獲の必要性を十分に審査する等、適切に対
応すること。

①　特定計画の達成を図るために必要かつ適切な期間とする
こと。なお、複数年にわたる期間を設定する場合には、特定計
画の内容を踏まえ適切に対応すること。
②　捕獲等又は採取等の対象以外の鳥獣の保護及び繁殖に
支障がある期間は避けるよう考慮すること。
③　狩猟期間中及びその前後における許可については、登録
狩猟又は狩猟期間の延長と誤認されるおそれがないよう、当
該期間における捕獲の必要性を十分に審査する等、適切に対
応すること。

○期間について、通年も可能なことを明記。

(4) 区域
　特定計画の達成を図るために必要かつ適切な区域とするこ
と。

（略）

(5) 方法
　空気銃を使用した捕獲等は、対象を負傷させたまま取り逃が
す危険性があるため、中・小型鳥類に限ってその使用を認める
こと。
　なお、法第15条第１項に基づく鉛製銃弾を対象とした指定猟
法禁止区域及び法第12条第１項又は第２項に基づき実施して
いる鉛製銃弾の使用禁止区域においては、禁止された鉛製銃
弾は使用しないものとする。
　また、猛禽類の鉛中毒を防止するために、鳥獣の捕獲等に当
たっては、鉛が暴露する構造及び素材の銃弾は使用しないよう
努めること。

　空気銃を使用した捕獲等は、対象を負傷させた状態で取り逃
がす危険性があるため、大型獣類についてはその使用を認め
ない。ただし、取り逃がす危険性の尐ない状況において使用す
る場合についてはこの限りではない。
　なお、法第15条第１項に基づく鉛製銃弾～

○空気銃の性能の向上による止め刺しへの活
用の検討。

5 その他特別の事由の場合
　それぞれの事由ごとの許可の範囲については、原則として次
の基準によるものとする。

（略）

(1) 鳥獣の保護に係る行政事務の遂行の目的
① 許可対象者

国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（出先の機関
の職員を含む。）。

（略）

② 鳥獣の種類・数
必要と認められる種類及び数（羽、頭、個）。 （略）

③ 期間
１年以内。 （略）

④ 区域
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申請者の職務上必要な区域。 （略）
⑤ 方法

　原則として、法第12条第１項又は第２項で禁止されている猟
法は認めない。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由が
ある場合は、この限りでない。

（略）

(2) 傷病により保護を要する鳥獣の保護の目的
① 許可対象者

　国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（出先の機関
の職員を含む。）、鳥獣保護員その他特に必要と認められる
者。

（略）

② 鳥獣の種類・数
　必要と認められる種類及び数（羽、頭、個）。 （略）

③ 期間
　１年以内。 （略）

④ 区域
　必要と認められる区域。 （略）

⑤ 方法
　原則として、法第12条第１項又は第２項で禁止されている猟
法は認めない。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由が
ある場合は、この限りでない。

（略）

(3) 博物館、動物園その他これに類する施設における展示の目的
① 許可対象者

　博物館、動物園等の公共施設の飼育・研究者又はこれらの
者から依頼を受けた者。

（略）

② 鳥獣の種類・数
　必要最小限の種類及び数（羽、頭、個）。 （略）

③ 期間
　６か月以内。 （略）

④ 区域
　原則として、規則第７条第１項第７号イからチまでに掲げる区
域は除く。ただし、特に必要が認められる場合は、この限りでな
い。

（略）

⑤ 方法
　原則として、法第12条第１項又は第２項で禁止されている猟
法は認めない。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由が
ある場合は、この限りでない。

（略）

(4) 愛がんのための飼養の目的 (4)　愛玩のための飼養の目的

　原則として、愛玩のための飼養を目的とする捕獲等は認めな
いこととし、都道府県知事が特別の事由（屋外で野鳥を観察で
きない高齢者等に対し自然とふれあう機会を設けることが必要
である等）があると認める場合に限る。また、この場合において
も原則として次の基準によるものとする。
　なお、愛玩のための飼養を目的とする捕獲等については、今
後廃止する方向で検討することとし、申請者に対して今後の検
討方向の周知に努める。

○本目的による許可を削除、施行規則からも
削除（CBDネット）

① 許可対象者 ①　許可対象者
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　自ら飼養しようとする者（当該者が現に飼養許可に係る鳥獣
を飼養しておらず、かつ５年以内に当該者又は当該者から依頼
された者が愛がん飼養のための捕獲許可を受けたことがない
場合に限る。）又はこれらの者から依頼を受けた者。

　自ら飼養しようとする者（当該者が現に飼養許可に係る鳥獣
を飼養しておらず、かつ５年以内に当該者又は当該者から依頼
された者が愛がん飼養のための捕獲許可を受けたことがない
場合に限る。）又はこれらの者から依頼を受けた者。

② 鳥獣の種類・数 ②　鳥獣の種類・数
　メジロに限る。１世帯１羽までとする。 　メジロに限る。許可対象者当たり１羽とし、かつ、飼養しようと

する者の属する世帯当たり１羽とする。

③ 期間 ③　期間

　繁殖期間中は認めない。 　繁殖期間中は認めない。
④ 区域 ④　区域

　原則として、住所地と同一都道府県内の区域（規則第７条第
１項第７号イからチまでに掲げる区域及び自然公園、自然休養
林、風致地区等自然を守ることが特に要請されている区域を除
く。）。

　原則として、住所地と同一都道府県内の区域（規則第７条第
１項第７号イからチまでに掲げる区域及び自然公園、自然休養
林、風致地区等自然を守ることが特に要請されている区域を除
く。）。

⑤ 方法 ⑤　方法
　原則として、法第12条第１項又は第２項で禁止されている猟
法は認めない。ただし、とりもちを用いる場合であって、錯誤捕
獲を生じない等、適正な使用が確保されると認められる場合
は、この限りでない。

　原則として、法第12条第１項又は第２項で禁止されている猟
法は認めない。ただし、とりもちを用いる場合であって、錯誤捕
獲を生じない等、適正な使用が確保されると認められる場合
は、この限りでない。

(5) 養殖している鳥類の過度の近親交配の防止
① 許可対象者

　鳥類の養殖を行っている者又はこれらの者から依頼を受けた
者。

（略）

② 鳥獣の種類・数
　人工養殖が可能と認められる種類で必要最小限の数（羽、
個）とし、放鳥を目的とする養殖の場合は放鳥予定地の個体と
する。

（略）

③ 期間
　６か月以内。 （略）

④ 区域
　原則として、住所地と同一都道府県内の区域（規則第７条第
１項第７号イからチまでに掲げる区域は除く。）。ただし、特に必
要が認められる場合は、この限りでない。

（略）

⑤ 方法
　網、わな又は手捕。 （略）

(6) 鵜飼漁業への利用
① 許可対象者

　鵜飼漁業者又はこれらの者から依頼を受けた者。 （略）
② 鳥獣の種類・数

　必要最小限。 （略）
③ 期間

　６か月以内。 （略）
④ 区域

　原則として、規則第７条第１項第７号イからチまでに掲げる区
域は除く。ただし、特に必要が認められる場合は、この限りでな
い。

（略）

⑤ 方法
　手捕。ただし、他に方法がなく、やむを得ない事由がある場合
は、この限りでない。

（略）

(7) 伝統的な祭礼行事等に用いる目的
① 許可対象者
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　祭礼行事、伝統的生活様式の継承に係る行為（いずれも、現
在まで継続的に実施されてきたものに限る。）の関係者又はこ
れらの者から依頼を受けた者(登録狩猟等他の目的による捕獲
又は採取により、当該行事等の趣旨が達成できる場合を除
く。)。

（略）

② 鳥獣の種類・数
　必要最小限。捕獲し、行事等に用いた後は放鳥獣とする（致
死させる事によらなければ行事等の趣旨を達成できない場合
を除く。）。

（略）

③ 期間
　30日以内。 （略）

④ 区域
　原則として、規則第７条１項第７号イからチまでに掲げる区域
は除く。ただし、特に必要が認められる場合は、この限りでな
い。

（略）

⑤ 方法
　原則として、法第12条第１項又は第２項で禁止されている猟
法は認めない。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由が
ある場合は、この限りでない。

（略）

(8) 前各号に掲げるもののほか鳥獣の保護その他公益に資すると
認められる目的

　捕獲等又は採取等の目的に応じて個々の事例ごとに判断す
るものとする。なお、環境教育の目的、環境影響評価のための
調査目的、被害防除対策事業等のための個体の追跡を目的と
した捕獲等又は採取等は、学術研究に準じて取り扱うものとす
る。

　捕獲等又は採取等の目的に応じて個々の事例ごとに判断す
るものとする。なお、環境教育の目的、環境影響評価のための
調査目的、被害防除対策事業等のための個体の追跡を目的と
した捕獲等又は採取等は、学術研究に準じて取り扱うものとす
る。特に、環境影響評価のための調査のための捕獲等につい
ては、当該調査結果の使途も考慮した上で判断するものとす
る。

6　鳥類の飼養登録

　鳥類の違法な飼養が依然として見受けられることにかんが
み、以下の点に留意しつつ、個体管理のための足環の装着等
適正な管理が行われるよう努めるものとする。

○地方分権一括法に伴う整理

(1)登録票の更新は、飼養個体と装着許可証（足環）を照合し確
認した上で行うこと。

(2)平成元年度の装着許可証（足環装着）導入以前から更新さ
れている等の長期更新個体については、羽毛の光沢や虹彩
色、行動の敏捷性等により高齢個体の特徴を視認すること等
により、個体のすり替えが行われていないことを慎重に確認し
た上で更新を行うこと。

(3)装着許可証の毀損等による再交付は原則として行わず、毀
損時の写真や足の状況等により確実に同一個体と認められる
場合のみについて行うものとする。
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(4)愛がん飼養を目的とした捕獲許可により捕獲された個体を
譲り受けた者から届出があった場合、譲渡の経緯等を確認す
ることにより１人が多数の飼養をする等、不正な飼養が行われ
ないようにすること。
また、違法に捕獲した鳥獣については、飼養についても禁止さ
れているので、不正な飼養が行われないよう適正な管理に努
めるものとする。

7　販売禁止鳥獣等の販売許可

(1)　許可の考え方

　販売禁止鳥獣等の販売許可に当たっては、以下の①及び②
のいずれにも該当する場合に許可するものとする。
①　販売の目的が規則第23条に規定する目的に適合するこ
と。
②　捕獲したヤマドリの食用品としての販売等、販売されること
によって違法捕獲や捕獲物の不適切な処理が増加し個体数の
急速な減尐を招く等、その保護に重大な支障を及ぼすおそれ
のあるものでないこと。

(2)　許可の条件

　販売許可証を交付する場合に付す条件は、販売する鳥獣の
数量、所在地及び販売期間、販売した鳥獣を放鳥獣する場所
（同一地域個体群）等とする。

第五 特定猟具の使用禁止区域、特定猟具飼養制限区域及び猟区に関する事項
　鳥獣保護事業計画には、特定猟具使用禁止区域及び特定猟
具使用制限区域並びに猟区に関する事項として以下の事項を
盛り込むこととする。

　鳥獣保護事業計画には、特定猟具使用禁止区域及び特定猟
具使用制限区域、猟区並びに指定猟法禁止区域に関する事項
として以下の事項を盛り込むこととする。

1 特定猟具使用禁止区域
　特定猟具使用に伴う危険の予防又は指定区域の静穏の保持
のため、以下の区域を特定猟具使用禁止区域に指定するよう
努めるものとする。

（略）

(1) 銃猟に伴う危険を予防するための地区
　銃猟による事故が頻発している地区、学校の所在する地区、
病院の近傍、農林水産業上の利用が恒常的に行われることに
より人の所在する可能性が高い場所、レクリエーション等の目
的のため利用する者が多いと認められる場所、公道、都市計
画法（昭和43年法律第100号）第４条第６項の都市計画施設で
ある公共空地等、市街地、人家稠密な場所及び衆人群衆の集
まる場所が相当程度の広がりをもって集中している場所、その
他銃猟による事故発生のおそれのある区域

（略）

(2) 静穏を保持するための地区
　法第９条第３項第４号に規定する指定区域(社寺境内及び墓
地)

（略）

(3) わな猟に伴う危険を予防するための地区
　学校や通学路の周辺、子供の遊び場となっているような空き
地及びその周辺、自然観察路、野外レクリエーション等の目的
のため利用する者が多いと認められる場所、その他わな猟に
よる事故発生のおそれの高い区域

（略）

2 特定猟具使用制限区域
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　法第35条第１項に規定する特定猟具の使用制限区域は、特
定猟具の使用に伴う危険の予防又は指定区域の静穏の保持
のため、特定猟具の使用を制限することが必要な区域につい
て指定することができるとされているが、とりわけ、休猟区解除
後の区域については、狩猟者の集中的入猟が予想されるの
で、人身や財産に対する危険防止の観点から、必要に応じ、当
該区域を特定猟具使用制限区域に指定するように努めるもの
とする。

（略）

3 猟区
(1) 猟区の設定

　狩猟鳥獣の生息数を確保しつつ安全な狩猟の実施を図る観
点から、猟区の整備拡大を図るため、設定の認可に当たって
は次の点を十分考慮するものとする。

（略）

① 　狩猟免許を受けている者又は狩猟者団体からの協力を得て
いる等、管理経営に必要な技術と能力を有する場合に設定を
認めるものとする。

（略）

② 　会員制等特定の者のみが利用するような形態をとらず、管轄
する都道府県の狩猟者登録を受けた多数の狩猟者が公平か
つ平等に利用できるよう担保されるものであること。

（略）

③ 　隣接地で保護されている鳥獣資源に過度に依存することを予
定とした地域設定は行わず、猟区内での鳥獣の保護繁殖が適
正に図られていること。

（略）

(2) その他
　猟区を活用した狩猟初心者の育成について、必要に応じて狩
猟団体等とも連携した取組を進めるものとする。

　猟区を活用した狩猟初心者の育成について、必要に応じて狩
猟団体等とも連携し、積極的な取組を進めるものとする。

4　指定猟法禁止区域 ○地方分権一括法に伴う整理

(1)　指定の考え方
　指定猟法禁止区域については、地域の鳥獣の保護の見地か
らその鳥獣の保護のために必要な都道府県内の区域であって
環境大臣の指定する区域以外について指定するものとする。
　特に、鉛製銃弾による鳥獣の鉛中毒が生じている、あるいは
生じるおそれのある区域については、鳥獣の鉛中毒の状況等
の現状を把握・分析し、関係機関及び土地所有者又は占有者
との調整を行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止区域の指定
を進めるものとする。
　なお、現在、法第12条第２項に基づき実施している鉛製銃弾
の使用禁止区域においては、現行規制の評価を行いつつ、順
次、指定猟法禁止区域の指定を進めていくものとする。
　また、鉛製銃弾以外であって、地域の鳥獣の保護の見地から
その鳥獣の保護のために必要が生じたときには、科学的かつ
客観的な情報の収集・分析を行い、関係機関、土地所有者・占
有者との調整を行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止区域の
指定を進めるものとする。

(2)　許可の考え方
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　指定猟法禁止区域内における指定猟法による捕獲等につい
ては、指定猟法による捕獲等によって地域的に鳥獣の生息に
著しい影響を及ぼすおそれがある等、鳥獣の保護に支障があ
る場合、又は、指定猟法による捕獲等によって当該地域の動
植物相に著しい影響を及ぼす等、生態系の保護に支障を及ぼ
すおそれがあると認められる場合以外に許可するものとする。

(3)　条件の考え方
　指定猟法禁止区域内における指定猟法による捕獲等の許可
に当たっての条件は、許可の期間の限定、区域の限定、鳥獣
の種類及び数の限定のほか、捕獲物の処理の方法等につい
て付すものとする。

第六 特定計画の作成に関する事項
　鳥獣保護事業計画には、特定計画の作成に関する事項とし
て以下の事項を盛り込むこととする。また、広域指針が作成さ
れている地域個体群に係る特定計画については、当該広域指
針との整合を図るものとする。

（略）

1 計画作成の目的
　特定計画（以下第六において単に「計画」という。）は、それぞ
れの地域において対象とする鳥獣の地域個体群について、科
学的知見を踏まえながら専門家や地域の幅広い関係者の合意
を図りつつ明確な保護管理の目標を設定し、これに基づき、個
体数管理、生息環境管理及び被害防除対策の保護管理事業
を総合的に講じることにより、科学的・計画的な保護管理を広
域的・継続的に推進し、地域個体群の長期にわたる安定的な
保護を図ることにより、人と鳥獣との適切な関係の構築に資す
ることを目的として作成するものとする

（略）

2 対象鳥獣
　計画の対象とする鳥獣は、個体数の著しい増加又は分布域
の拡大により顕著な農林水産業被害等の人とのあつれきが深
刻化している鳥獣、個体数の著しい増加又は分布域の拡大に
より自然生態系のかく乱を引き起こしている鳥獣及び生息環境
の悪化や分断等により地域個体群としての絶滅のおそれが生
じている鳥獣であって、長期的な観点から当該鳥獣の地域個
体群の安定的な維持及び保護を図る必要があると認められる
ものとする。
　なお、計画は、原則として地域個体群を単位として作成するも
のとする。

（略）

3 計画期間
　計画期間は、生息動向等の変化に機動的に対応できるよう、
原則として３～５年間程度とするものとする。なお、上位計画で
ある鳥獣保護事業計画との整合を図るため、鳥獣保護事業計
画の有効期間内で設定するものとする。
　計画が終期を迎えたときには、計画の達成の程度に関する
評価を行い、その結果を踏まえて計画の継続の必要性を検討
し、必要な改定を行うものとする。
　また、計画の有効期間内であっても、計画の対象となる鳥獣
の生息状況等に大きな変動が生じた場合等は、必要に応じて
計画の改定等を検討するものとする。

　計画期間は、生息動向等の変化に機動的に対応できるよう、
原則として３～５年間程度とするものとする。なお、上位計画で
ある鳥獣保護事業計画との整合を図るため、原則として鳥獣保
護事業計画の有効期間内で設定するものとする。
（以下、略）

4 対象地域
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　計画の対象地域は、原則として当該地域個体群が分布する
地域を包含するよう定めるものとし、行政界や明確な地形界を
区域線として設定するものとする。
　なお、計画の対象とする地域個体群が、都道府県の行政界を
越えて分布する場合は、都道府県内における分布域を包含す
るよう対象地域を定め、計画の作成及び実施に当たっては、整
合のとれた目標を設定し、連携して保護管理を進めることので
きるように、関係都道府県間で協議・調整を行うものとする。

（略）

5 保護管理の目標
　保護管理の目標の設定に当たっては、科学的な知見及び各
地の実施事例に基づき適正な保護管理の目標を設定できるよ
う、あらかじめ当該地域個体群の生息動向、生息環境、被害状
況、捕獲状況等について必要な調査を行うものとする。
　保護管理の目標としては、当該地域個体群の個体数、生息
密度、分布域、確保すべき生息環境、被害等の程度等の中か
ら、当該地域の個体群の生息状況、被害等の実態及び地域の
特性に応じた必要な事項を選択して設定するものとする。この
場合、個体数又は生息密度に係る目標の設定は、大雪等の環
境変動のリスクを見込んでも地域個体群が安定的に存続でき
る水準を下回ることのないように設定するものとする。

　保護管理の目標の設定に当たっては、科学的な知見及び各
地の実施事例に基づき適正な保護管理の目標を設定できるよ
う、あらかじめ当該地域個体群の生息動向、生息環境、被害状
況、捕獲状況等について必要な調査を行うものとする。
　保護管理の目標としては、当該地域個体群の個体数、生息
密度、分布域、確保すべき生息環境、被害等の程度等の中か
ら、当該地域の個体群の生息状況、被害等の実態及び地域の
特性に応じた必要な事項を選択して設定するものとする。（以
下削除）

　また、生息環境管理、被害防除対策についても、地域の農林
業等に関する計画等との連携を通じて、適切な目標を設定す
るよう努めるものとする。
　なお、上記の目標の設定に当たっては、必要に応じて当該地
域個体群の生息状況又は生息環境、被害等の実態を踏まえた
計画対象地域の地区割を行い、それぞれの地区ごとに目標を
設定するものとする。
　目標の設定は、適切な情報公開及びモニタリングの実施やそ
の結果の保護管理事業への反映によるフィードバックシステム
の導入の下、科学的な不確実性の補完及び専門家や地域の
幅広い関係者の合意形成を図りつつ問題解決的な姿勢で進め
るものとする。また、設定された目標については、保護管理事
業の実施状況やモニタリング調査の結果を踏まえて、順応的に
見直しを行うものとする。

（略）

6 保護管理事業
　計画の目標を達成するための施策として、個体数管理、生息
環境管理、被害防除対策等の多岐にわたる保護管理事業を、
都道府県レベル又は市町村レベルで関係主体が連携し、地域
個体群の生息状況、鳥獣による農林水産業等への被害を受け
ている市町村や地域社会等の意見等も踏まえ総合的・体系的
に実施するものとする。
なお、目標が地区ごとに設定されている場合は、各地区の個体
群の生息状況及び生息環境、被害等の実態並びに地域の特
性を踏まえて、それぞれの地区別に適切な事業内容を検討し
て実施するものとする。
また鳥獣被害対策は捕獲のみによる対応では不十分であると
の考えの下、適切な目標設定による生息環境管理及び被害防
除対策を実施することにより、被害発生の未然防止に努める
等、効果的な保護管理事業に取り組むものとする。

（略）

(1) 個体数管理
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　地域個体群の長期にわたる安定的な維持を図るため、設定
された目標を踏まえて、適切な捕獲等又は採取等の調整（推
進又は抑制）による個体数管理（個体群の個体数、生息密度、
分布域、群構造等に関する管理）を行うものとする。
　個体数管理に当たっては、年次別・地域別の捕獲等又は採
取等の数の配分の考え方を計画において明示するとともに、毎
年のモニタリングの結果等を踏まえ、別途、年度ごとの捕獲等
又は採取等の数及びその算定の考え方等を実施計画におい
て明らかにするものとする。併せて、これらの個体数管理を実
行する場合に必要となるきめ細かな狩猟制限や捕獲許可基準
の設定等の措置を講じ、また、狩猟による捕獲等と許可による
捕獲等又は採取等の数、場所、期間、方法等の個体数管理に
関する調査方法の統一化により、計画の実施状況に関し関係
者で共有し、年度ごとの枠内で調整する等の事業の実施内容
についての調整を行いつつ、目標達成を図るものとする。

（略）

　なお、個体数を減尐させる個体数管理を行う場合にあっても、
地域個体群の安定した存続を確保する上で特に重要な生息地
については、必要に応じて捕獲等又は採取等を禁止し、又は抑
制的に実施する措置を講じるものとする。
　また、モニタリングの用に供するよう捕獲報告の内容を充実
するとともに、可能な限り歯、角等のサンプルの提供を受ける
体制を整備するものとする。
　なお、不妊処置による個体数管理は、現時点ではその技術
手法が十分に確立しておらず、効果予測も困難であることから
学術研究として試験的に行うにとどめるものとする。

　なお、個体数を減尐させる個体数管理を行う場合にあっても、
地域個体群の安定した存続を確保する上で特に重要な生息地
については、必要に応じて捕獲等又は採取等を禁止し、又は抑
制的に実施する措置を講じるものとする。
　また、モニタリングの用に供するよう捕獲報告の内容を充実
するとともに、可能な限り歯、角等のサンプルの提供を受ける
体制を整備するものとする。
（以下削除）

(2) 生息環境管理
　当該地域個体群の長期にわたる安定的な維持及び保護を図
るために、その生息状況を踏まえ、鳥獣の採餌環境の改善、里
地里山の適切な管理、河川の良好な環境と生物生産力の復元
及び特に重要な生息地においては森林の育成等を実施するこ
とにより、生息環境管理の推進を図るものとする。その際に
は、関係する地域計画等との実施段階での連携を図るものと
する。
　また、特に生息環境として重要な地域については、極力鳥獣
保護区又は休猟区に指定し、さらに保全の強化を図るため鳥
獣保護区特別保護地区の指定を検討するものとする。また、各
種土地利用が行われるに当たっては、必要に応じて採餌・繁殖
条件に及ぼす影響を軽減するための配慮を求めるものとする。

（略）

(3) 被害防除対策
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　被害防除対策は、被害の未然防止を図るための基本的な手
段であり、また、個体数管理や生息環境管理の効果を十分なも
のとするうえで不可欠な手段であることから、これらの施策と連
携を図りつつ実施するものとする。具体的な内容としては、防
護柵や防鳥網等による予防、忌避剤や威嚇音等による追い払
い、生ごみや未収穫作物の適切な管理、耕作放棄地の解消等
による鳥獣の誘引防止等を、対象地域や鳥獣の特性を考慮し
つつ、地域の関係機関・部局や関係者の協力を得て実施する
ものとする。
　なお、侵入防護柵等の設置については、地域が一体となっ
て、現地の状況に応じて、構造の改良や組合せ等により効果
的な実施に努めるとともに、維持管理の徹底を図る。

（略）

7 計画の記載項目及び様式
　計画に記載する項目は、次のとおりとする。ただし、地域の実
情に応じ、適宜記載項目を追加して差し支えないものとする。
　特定鳥獣保護管理計画の記載項目

（略）

１　計画策定の目的及び背景
２　保護管理すべき鳥獣の種類
３　計画の期間
４　特定鳥獣の保護管理が行われるべき区域

（略）

５　特定鳥獣の保護管理の目標
(1)　現状
①　生息環境
②　生息動向及び捕獲等又は採取等の状況
③　被害等及び被害防除状況
④　その他
(2)　保護管理の目標
(3)　目標を達成するための施策の基本的考え方
６　特定鳥獣の数の調整に関する事項
７　特定鳥獣の生息地の保護及び整備に関する事項
(1)　生息環境の保護
(2)　生息環境の整備
８　その他特定鳥獣の保護管理のために必要な事項
(1)　被害防除対策
(2)　モニタリング等の調査研究
(3)　計画の実施体制
(4)　その他

６　特定鳥獣の数の調整に関する事項
７　特定鳥獣の生息地の保護及び整備に関する事項
(1)　生息環境の保護
(2)　生息環境の整備
８　その他
　被害防除対策、モニタリング等の調査研究、計画の実施体制
等について必要な事項を定めるよう努める。

○地方分権一括法による改正に基づき修正。

8 計画の作成及び実行手続
　適切な情報公開の下に合意形成を図りつつ、科学的知見に
基づいた適正な目標及び保護管理事業の設定を行うため、次
の手順で計画を作成し実行するものとする。

（略） ○地方分権一括法による改正に基づき修正。

(1) 検討会・連絡協議会の設置
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　科学的知見及び地域に根ざした情報に基づき、合意形成を
図りながら保護管理を推進するため、学識経験者、関係行政
機関、農林水産業団体、狩猟者団体、自然保護団体、地域住
民等からなる検討会を設置し、計画の作成、実行方法等につ
いての検討、評価等を行う。この場合、必要に応じて生物学等
の専門的な観点から計画の実行状況を分析・評価するための
委員会を、別途設置するものとする。
　また、計画の実行に当たり関係行政機関等の連携の強化及
び連絡調整の円滑化を図るため、都道府県鳥獣行政部局、農
林水産行政部局、天然記念物行政部局等の関係部局、市町村
等からなる連絡協議会を設置するものとする。なお、連絡協議
会は、検討会と兼ねて設置しても差し支えないものとする。

（略）

(2) 関係地方公共団体との協議
　都道府県の行政界を越えて分布する地域個体群の保護管理
を関係地方公共団体が連携して実施するため、計画案につい
ては、法第７条第６項に基づき計画の対象とする地域個体群が
またがって分布する都道府県（教育委員会を含む。）と協議す
るとともに、保護管理事業の一端を担うことになる計画対象区
域に係る市町村（教育委員会を含む。）と協議するものとする。

　都道府県の行政界を越えて分布する地域個体群の保護管理
を関係地方公共団体が連携して実施するため、計画案につい
ては、法第７条第７項に基づき計画の対象とする地域個体群が
またがって分布する都道府県（教育委員会を含む。）と協議す
るとともに、保護管理事業の一端を担うことになる計画対象区
域に係る市町村（教育委員会を含む。）と協議するものとする。

(3) 公聴会等の開催等 (3)　利害関係人の意見の聴取
　法第７条第４項に規定する公聴会を開催するに当たり、利害
関係人を選定する場合には都道府県において計画の内容や地
域の事情に応じ、関係行政機関、農林水産業団体、自然保護
団体、狩猟者団体等の必要な機関や団体が選定されるよう留
意するものとする。また、必要に応じて、公聴会の開催以外の
方法による意見聴取の実施についても検討し、対象地域での
鳥獣による農林水産業等への被害状況の把握のみならず被害
を受けている地域社会等の意見の聴取にも努めるものとする。

　法第７条第５項に規定する利害関係人の意見聴取について
は、都道府県において計画の内容や地域の事情に応じ、関係
行政機関、農林水産業団体、自然保護団体、狩猟者団体等の
必要な機関や団体が利害関係人として選定されるよう留意し、
公聴会の開催その他の方法により行うものとする。また、対象
地域での鳥獣による農林水産業等への被害状況の把握のみ
ならず被害を受けている地域社会等の意見の聴取にも努める
ものとする。

○地方分権一括法による改正に基づき修正。

(4) 計画の決定及び公表・報告
　計画が決定された後は、速やかに公報等により公表するとと
もに、環境大臣に報告するものとする。

　計画が決定された後は、速やかに公報等により公表するよう
努めるものとするとともに、環境大臣に報告するものとする。

(5) 実施計画の作成
　計画の目標を効果的・効率的に達成するため、Ⅰ第三－２に
基づき検討会・連絡協議会において検討・協議した上で実施計
画を作成し、公表するものとする。
　実施計画が対象とする地域は、計画が作成されている地域
のうち、都道府県、市町村、市町村内の地区（集落）等の行政
界によって区分される地域、又は、対象鳥獣の生息状況に基
づいて、地域個体群の分布域あるいは河川、道路等鳥獣の移
動障害となる地理的要素によって区分された区域とする。
　計画期間は、対象種の生息状況に応じて、計画と整合の図ら
れた期間とする。
　実施計画に基づく保護管理の実施主体は、都道府県及び市
町村とし、必要に応じて集落単位等でも取り組めるものとする。

　計画の目標を効果的・効率的に達成するため、Ⅰ第三－２に
基づき検討会・連絡協議会において検討・協議した上で実施計
画を作成し、公表するよう努めるものとする。
（略）
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　実施計画には、必要に応じて以下の事項を記載するものとす
る。
１　保護管理すべき鳥獣の種類
２　計画の期間
３　保護管理すべき区域
４　保護管理の目標
５　数の調整に関する事項
６　生息地の保護及び整備に関する事項
７　被害防除対策に関する事項
８　その他の保護管理のために必要な事項

（略）

(6) 実施計画に基づく保護管理の推進
　実施計画に基づき、都道府県、市町村等は、計画の効果的な
実施に関わる取組を推進するものとする。また、関係する行政
機関の鳥獣担当部局、農林水産担当部局等は、鳥獣の生息状
況及び鳥獣による被害状況に関する情報を共有し、対象鳥獣
の個体数管理とともに被害防除対策と一体的に鳥獣の生息環
境の管理を図る等、総合的な取組の推進に向け、連携を図る
ものとする。

　実施計画に基づき、都道府県、市町村等は、計画の効果的な
実施に関わる取組を推進するものとする。また、関係する行政
機関の鳥獣担当部局、農林水産担当部局等は、鳥獣の生息状
況及び鳥獣による被害状況に関する情報を共有し、対象鳥獣
の個体数管理とともに被害防除対策と一体的に鳥獣の生息環
境の管理を図る等、鳥獣被害防止特措法に基づく被害防止計
画等との整合を図り、総合的な取組の推進に向け、連携を図る
ものとする。

(7) モニタリング
　特定鳥獣の地域個体群の生息動向（個体数、生息密度、分
布域、性別構成、齢構成、食性、栄養状態等）、生息環境、被
害等の程度等についてモニタリングし、計画の進捗状況を点検
するとともに、実施計画を作成する場合については、その検討
に反映（フィードバック）させるものとする。また、モニタリング結
果の概要については、公表するものとする。
　なお、既存の調査結果等の活用や、同一地域個体群に係る
隣接都道府県等の連携等、モニタリングの実施に係る効率化
に努めることとする。

（略）

9 計画の見直し
　計画が終期を迎えたとき等においては、モニタリングの結果、
既存の調査結果等により地域個体群の動向を把握し、設定さ
れた目標の達成度や保護管理事業の効果・妥当性についての
評価を行い、その結果を踏まえ計画の継続の必要性を検討
し、必要に応じて計画の見直しを行うものとする。
　なお、計画の評価結果については、その概要を公表するもの
とする。

（略）

10 計画の実行体制の整備
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　保護管理を適切に進めるため、前述の検討会・連絡協議会
の設置等により調査研究、個体数管理、生息環境管理、被害
防除対策等を実施し得る体制を整備し、総合的な実施を図ると
ともに、必要に応じて鳥獣保護センター等への専門家の配置、
地域の大学・研究機関及び鳥獣の研究者との連携により、保
護管理の科学的・計画的な実施に努める。また、行政機関にお
いては、鳥獣の保護管理に精通した人材を育成し、施策の一
貫性が確保される体制を整備するよう努めるものとする。この
際、鳥獣保護管理に関する専門的な人材確保等の仕組みを活
用し、効果的・効率的な実施を図るものとする。
　保護管理を推進していく上で、地域住民の理解や協力は不可
欠であることから、生態に関する情報や被害予防についての方
策等の普及啓発を促進するものとする。

（略） ○集落管理（地域の理解・協力の部分）につい
て加筆。

第七 鳥獣の生息の状況の調査に関する事項
　鳥獣保護事業計画には、鳥獣の生息の状況の調査に関する
事項として以下の事項を盛り込むものとし、必要に応じて実施
するものとする。
　また、鳥獣保護センター等、研究機関、博物館、研究者等及
び近隣都道府県と連携しつつ、調査研究体制を整備するもの
とする。
　なお、必要に応じて狩猟や有害鳥獣捕獲による捕獲情報を迅
速かつ効率的に集積し活用するための情報システムの整備及
び活用を図るものとする。
　さらに、各種調査の実施に当たっては、情報を５キロメートル
メッシュ又は１キロメートルメッシュ（国土標準３次メッシュ）を単
位として収集することにより、生息分布情報の標準化を図るも
のとする。

　鳥獣保護事業計画には、鳥獣の生息の状況の調査に関する
事項として以下の事項を盛り込み、実施に努めるものとする。
　また、鳥獣保護センター等、研究機関、博物館、研究者等及
び近隣都道府県と連携しつつ、調査研究体制を整備するもの
とする。
　なお、広域的な鳥獣の保護管理を進める上で、狩猟及び有害
鳥獣捕獲等による捕獲等の位置情報は生息状況の把握にも
つながり有用な情報であることから、狩猟者登録証及び許可捕
獲証返納時に記載されている捕獲場所の収集に努めるととも
に、迅速かつ効率的に集積し活用するための情報システムの
整備及び活用を図るものとする。
　さらに、各種調査の実施に当たっては、情報を５キロメートル
メッシュ又は１キロメートルメッシュ（国土標準３次メッシュ）を単
位として収集することにより、生息分布情報の標準化を図るも
のとする。

○捕獲情報は生息調査に重要な指標であるた
め、「必要に応じて」ではなく、「積極的に」狩猟
や有害鳥獣捕獲による捕獲情報を迅速かつ効
率的に集積し活用するための情報システムの
整備及び活用を図るとすべきである（ＣＢＤネッ
ト）

1 鳥獣保護対策調査
　都道府県内に生息する鳥獣の種類、分布状況、生息数の推
移等を把握するため、以下の調査を必要に応じ実施するものと
する。
　なお、情報の集積が尐ない鳥獣については、それらの種の生
息状況等に応じて適切な調査を積極的に実施するものとする。
その実施に当たっては、被害対策調査の結果を活用する等、
関係機関との連携を図りつつ、既存の情報の収集を図るものと
する。
　また、法第80条第１項の規定に基づき環境省令で規定される
鳥獣については、生息状況等の調査を関係省庁や研究機関等
と連携して行い、保護管理の状況についても、連携して情報収
集・分析に努めるものとする。

（略）

(1) 鳥獣生息分布等調査
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　鳥獣生息分布等調査では、都道府県に生息する鳥獣の種
類、分布、繁殖の状況、出現の季節等とともに、必要に応じて、
鳥獣の生態を調査するものとする。調査の方法は、既存資料
の整理・活用、アンケート調査、聞き取り調査、現地調査等と
し、また、捕獲報告の活用や捕獲努力量調査の実施も検討す
るとともに、他の地域との比較や経年的変化の把握が可能な
手法を用いるものとする。
　なお、都道府県に生息する鳥獣（狩猟鳥獣を除く。）のうち、
保護対策及び被害対策上重要な種については、最新の調査に
基づいて鳥獣生息分布図を作成するものとする。
　また、本調査は継続的に実施するものとし、分布動向の変化
を常に把握するよう努めるものとする。

（略）

(2) 希尐鳥獣等保護調査
　希尐鳥獣又はこれに準ずる鳥獣、都道府県民の鳥獣（鳥獣
保護思想の普及の一環として、都道府県民の象徴として定めら
れた鳥獣）等の分布、生息数、生息環境、生態等を調査するも
のとする。
　また、生息環境の変化、開発による影響、生息数の増減の傾
向及びその原因を把握し、保護対策を検討するものとする。

（略）

(3) ガン・カモ・ハクチョウ類一斉調査
　ガン・カモ・ハクチョウ類一斉調査は、都道府県に所在するこ
れらの鳥類の渡来地について、その越冬状況を明らかにする
ため、種別の生息数や生態を調査するものとする。
　本調査は、毎年１月中旪の、別に定める日に実施する全国的
な一斉調査を基本として行うものとする。
　なお、短期間に広域にわたり調査を行う必要があるため、調
査員の能力の向上に努めるとともに熟練したボランティア等を
活用する等により、調査精度の向上に努めるものとする。

（略）

2 鳥獣保護区等の指定・管理等調査
　鳥獣保護区並びに休猟区の指定、管理等を適正に行うため、
既に指定されている鳥獣保護区等又は新規指定の候補地とな
る地域において鳥獣の生息状況、生息環境、被害等の調査を
行うものとする。
　なお、被害等の状況等の調査に当たっては関係部局の協力
を得て行うものとする。
　また、鳥獣保護区及び休猟区の指定効果を把握するための
調査を行うものとする。

（略）

3 狩猟対策調査
　狩猟の適正化を推進するため、以下の調査を必要に応じて
行うものとする。

（略）

(1) 狩猟鳥獣生息調査
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　主要な狩猟鳥獣の生息状況、生息環境の変化及び捕獲等の
状況を調査するものとする。
　クマ類、ニホンジカ等特にその保護管理に留意すべき鳥獣に
ついては、狩猟者から、捕獲等の位置情報、捕獲個体の性別、
捕獲年月日、捕獲努力量等の捕獲状況の報告を収集すること
等により、捕獲等の状況の把握に努めるものとする。
　なお、狩猟鳥獣のうち、特に生息数の減尐が著しいものにつ
いては、その生息数や生息密度を含めて重点的に調査を行う
ものとする。
　また、捕獲等の対象種の個体群の動態を把握するため、アン
ケート調査を実施するとともに、栄養状況、年齢構成、食性等
を把握するための調査等の実施に努めるものとする。

（略）

(2) 放鳥効果測定調査
　放鳥する個体に標識を付して、放鳥による効果を測定し、当
該地域での定着状況を調査するものとする。
　調査の実施に当たっては、放鳥した個体の捕獲によって回収
される標識から、放鳥した地域での定着割合、年齢及び生息
環境別の嗜好性を明らかにする調査を行うものとする。

（略）

(3) 狩猟実態調査
　狩猟者の一狩猟期間における出猟の日数、狩猟鳥獣の増減
傾向に関する狩猟者の意識、狩猟可能区域への狩猟者の立
入頻度、錯誤捕獲等を調査するものとする。
　調査は、主としてアンケート方式により実施し、狩猟可能区域
における狩猟実態に加え狩猟者の捕獲鳥獣の利用状況等に
ついても把握するものとする。
　特にクマ類については、科学的な保護管理の推進のため、捕
獲された個体、捕獲後の処置方法等について一層の情報収集
に努めるものとする。

（略）

4 生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害を及ぼす鳥獣に
係る対策調査
　生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害等を及ぼす鳥
獣の防除方法の確立に資するため、主要な生活環境、農林水
産業又は生態系に被害を及ぼす鳥獣の生理、生態、個体群動
態等を調査し、被害発生メカニズムを明らかにするよう努める
ものとする。また、被害等の発生状況、被害等を及ぼす鳥獣の
分布、密度、行動圏、食性、繁殖状況、生息環境等を調査し、
被害対策技術の開発に資するものとする。
　なお、被害状況については、地方公共団体等の関係部局の
協力を得つつ鳥獣保護員においてもその把握に努めるものと
する。

（略）

第八 鳥獣保護事業に関する普及啓発に関する事項 （削除：第九に記載） ○地方分権一括法に伴う整理
　鳥獣保護事業計画には、鳥獣保護事業に関する普及啓発に
関する事項として以下の事項を盛り込むこととする。

（削除：第九に記載） ○Ⅰに即して加筆・修正。

1 鳥獣の保護思想についての普及等 （削除：第九に記載）
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　鳥獣の保護思想についての普及啓発を図ることを目的とした
年間計画を立て、地域住民による保護活動等の育成指導、探
鳥会等の普及活動、普及啓発資機材の整備・活用等を行うほ
か、鳥獣の保護活動に関する実績発表大会を開催する等、地
域の特性に応じた効果的な事業を実施するものとする。
　また、愛鳥週間の行事としては、探鳥会、講演会等を積極的
に実施するとともに、生態系への影響に配慮しつつ在来種によ
る食餌植物の植栽等を行うものとする。

（削除：第九に記載） ○普及すべきことは「野生動物との共存」であ
り、捕殺することも共存のためには必要である
ことも含めて、正しい状況の普及が必要（委
員）

2 野鳥の森等の整備 （削除：第九に記載）
　探鳥会の開催等により都道府県民が鳥獣を観察し、鳥獣の
生態等を知る喜びを体得することができるよう、鳥獣保護区内
の野鳥等の観察に適する場所に「野鳥の森」や水鳥の観察施
設等を整備するよう努めるものとする。

（削除：第九に記載）

3 愛鳥モデル校の指定 （削除：第九に記載）
　鳥獣の保護思想の普及の一環として、愛鳥モデル校を、期間
を定めて指定するものとする。
　愛鳥モデル校は、小・中学校を対象に地域的な配置を考慮し
て指定するほか、必要に応じ、高等学校その他の学校等につ
いても指定することができるものとする。
　なお、愛鳥モデル校においては、学校周辺に身近な鳥獣生息
地の保護区を指定するよう努めるものとする。

（削除：第九に記載）

4 安易な餌付けの防止 （削除：第九に記載）
　Ⅰ第八に示すような鳥獣の保護に影響を及ぼす安易な餌付
けの防止に係る普及啓発を積極的に推進するものとし、その際
には以下の点について留意するものとする。
(1)　安易な餌付け行為が鳥獣に与える影響について市民の理
解を得ること。
(2)　観光事業者や観光客による鳥獣への安易な餌付けの防止
を図ること。
(3)　生ごみや未収穫作物等の不適切な管理、耕作放棄地の放
置等、結果として餌付けとなる行為の防止を図ること。

（削除：第九に記載） ○既存の記載に加え、感染症予防について加
筆。Ⅰ第八に基づき適切な餌付けについて記
載。

5 法令の普及の徹底 （削除：第九に記載）
　鳥獣に関する法令のうち、法第８条等の鳥獣の捕獲等又は
鳥類の卵の採取等の規制の制度（法第12条第１項に基づくか
すみ網の使用、法第16条に基づく捕獲目的の所持、販売等の
規制並びに法第12条第１項に基づくとりもち等の使用規制を含
む。）、法第13条第１項に基づき捕獲等に許可を要しない鳥
獣、鳥獣飼養登録制度、指定猟法禁止区域、法第18条に基づ
く捕獲物又は採取物の放置の禁止に関する事項、法第26条に
基づく鳥獣等の輸入等の規制、法第35条に基づく特定猟具使
用禁止区域等、法第80条第１項に基づく本法の適用除外等特
に都道府県民に関係ある事項あるいは法改正により追加、変
更された事項については、都道府県広報誌、ポスター、パンフ
レット等により、その周知徹底を図るものとする。

（削除：第九に記載）

第九 鳥獣保護事業の実施体制に関する事項 第八　鳥獣保護事業の実施体制に関する事項 ○地方分権一括法に伴う整理
　鳥獣保護事業計画には、鳥獣保護事業の実施体制に関する
事項として以下の事項を盛り込むこととする。

○Ⅰに即して加筆・修正。

1 鳥獣行政担当職員
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　鳥獣行政担当職員の配置は、鳥獣保護事業計画の内容、鳥
獣の生息状況、狩猟者登録を受けた者の数等を勘案して行
い、鳥獣保護事業の実施に支障のないようにする。
　なお、行政効果を高めるため、計画的に鳥獣行政担当職員を
対象として研修（法第76条の規定に基づき指名される司法警
察員としての研修を含む。）を行い、専門的知識の向上を図る
ものとする。特に、特定計画の作成、実施等の鳥獣保護管理を
担当する職員については、特定計画の作成及び実施に必要な
専門的知識について習得を図るとともに、市町村の担当職員
の資質向上への支援を図るものとし、その際には鳥獣保護管
理に関する専門的な人材確保等の仕組みの活用を検討するも
のとする。
　また、地方検察庁、警察当局等の協力を得ながら、司法警察
員の制度を積極的に活用しつつ効果的な取締りを行うものとす
る。

（略）

　なお、行政効果を高めるため、計画的に鳥獣行政担当職員を
対象として研修（法第76条の規定に基づき指名される司法警
察員としての研修を含む。）を行い、専門的知識の向上を図る
ものとする。特に、特定計画の作成、実施等の鳥獣保護管理を
担当する職員については、特定計画の作成及び実施に必要な
専門的知識について習得を図るとともに、市町村の担当職員
の資質向上への支援を図るものとし、その際には国や大学等
が提供する研修等の活用を検討するものとする。特に、鳥獣被
害防止特措法の施行を受けて、鳥獣行政における市町村の役
割が大きくなっていることから、市町村職員への定期的・計画
的な研修や情報等の提供を行うことにより、鳥獣保護管理に係
る専門的知識の向上に努めるものとする。
　また、地方検察庁、警察当局等の協力を得ながら、司法警察
員の制度を積極的に活用しつつ効果的な取締りを行うものとす
る。

2 鳥獣保護員
(1) 鳥獣保護員の活動について

　鳥獣保護員の主な活動は、狩猟取締り、鳥獣保護区の管理、
鳥獣の生息状況等に関する調査、普及啓発等となっている。し
かし、鳥獣による農林水産業等への被害発生の状況等を背景
に、地域における鳥獣保護管理に関する助言・指導及び鳥獣
保護区における環境教育の推進といった新たな要請に応じる
必要も生じていることから、従来からの活動を更に充実させて
いく必要がある。

（略）

(2) 鳥獣保護員の任命について
　鳥獣保護員は、鳥獣の保護管理又は狩猟制度についての知
識、技術及び経験を有し、鳥獣保護への熱意を有する人材か
ら任命するものとする。特に鳥獣保護管理に関する地域への
専門的な助言・指導等に関する要請があることから、都道府県
は、鳥獣保護管理に関する専門的な人材確保等の仕組みを活
用し、また、専門的知識等を持つ者の公募による採用について
も、地域の状況に応じて実施していくものとする。さらに、地域
での鳥獣保護管理の必要性等を踏まえ、常時活動が求められ
る場合には、専門的知識等を持つ鳥獣保護員について、必要
な報酬の確保に努めるとともに、自然環境等に関連する他の
指導員制度との併任等により、必要な活動量の確保について
検討するものとする。

（略）

(3) 鳥獣保護員の総数について
　鳥獣保護員の総数は、地域での鳥獣保護管理の必要性等を
踏まえ、第９次鳥獣保護事業計画における総数と同様の人数
（市町村合併前の市町村数と同様の規模）により地域に密着し
た活動が可能となる人数を配置することや、鳥獣保護管理に
関する専門的知識等を有する鳥獣保護員が、都道府県内の特
定の地域等において専門的な助言・指導が可能となるような人
数の配置又は必要な活動量を確保すること等、各都道府県で
の鳥獣保護事業の実施状況に応じた人数を配置するものとす
る。

　鳥獣保護員の総数は、地域での鳥獣保護管理の必要性等を
踏まえ、第10次鳥獣保護事業計画における総数と同様の人数
（市町村合併前の市町村数と同様の規模）により地域に密着し
た活動が可能となる人数を配置することや、鳥獣保護管理に
関する専門的知識等を有する鳥獣保護員が、都道府県内の特
定の地域等において専門的な助言・指導が可能となるような人
数の配置又は必要な活動量を確保すること等、各都道府県で
の鳥獣保護事業の実施状況に応じた人数を配置するものとす
る。

(4) 鳥獣保護員の資質の維持・向上について
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　鳥獣保護員を対象とした研修の計画的な実施や活動マニュ
アルの作成等により、全員に所要の知識等を習得させるものと
する。また、鳥獣保護員の任期を更新する際には、身体的な適
性能力の確認及び研修等の実施による資質の維持・向上に努
めるものとする。

（略）

3 保護管理の担い手の育成
　鳥獣の保護管理の強化が求められている地域においては、
鳥獣の生息状況の継続的な把握、被害等の発現状況も踏まえ
た、有害鳥獣捕獲や個体数調整の適正かつ効果的な実施、地
域住民への被害防止対策の普及等の活動を行い、保護管理
の担い手となる人材の育成及び確保に努めるものとする。
　その一環として、鳥獣の保護管理の担い手として、鳥獣の生
息状況の把握や個体数管理のための捕獲等又は採取等の活
動を鳥獣等の生態を踏まえて実施することのできる狩猟者の
確保及び育成が図られるように、そのための研修等に努めるも
のとする。
　なお、保護管理の実施を支えている狩猟者の減尐及び高齢
化が危惧されるため、各都道府県狩猟者団体等の協力を得
て、その実態を詳細に把握するとともに、各都道府県の実状を
踏まえ、狩猟者の減尐防止等のための対策を検討し、有効な
対策を講じるものとする。
　また、Ⅰ第７を踏まえ、鳥獣保護管理の担い手及び鳥獣の保
護管理に関し専門的知見を持つ狩猟者の確保及び育成を図る
ため、鳥獣保護管理に関する専門的な人材確保等の仕組みを
積極的に活用するものとする。

（略）

4 鳥獣保護センター等の設置
　傷病鳥獣の保護等を通じた鳥獣に関する各種調査研究及び
普及啓発を含む鳥獣保護管理の拠点とすることを目的として、
下記の機能を持つ鳥獣保護センター等の設置をする等、鳥獣
保護事業計画の実施体制の整備に努めるものとする。
　鳥獣保護センター等には、野生鳥獣の救護施設、展示解説
施設、資料室等とともに各種調査研究や鳥獣の保護管理の支
援のための機能を持たせるものとする。

（略）

5 取締り
　狩猟等の取締りについては、警察当局と協力して計画を立て
て行うものとし、迅速かつ適正な取締りを行うため、以下の方
策等を講じるものとする。
　なお、取締りに際しての情報収集等については、民間団体等
との連携・協力に努めるものとする。

（略）

(1) 過去５年間の違反状況の分析の結果に基づき月別重点事項を
定めて行うものとする。

（略）

(2) 狩猟期間中の鳥獣保護員の巡回を以下の観点から強化するも
のとする。
①　過去数年間において、違反多発区域がある場合、当該区
域内の巡回に重点を置くこと。
②　狩猟者が多数出猟すると予想される週末等における巡回
を強化すること。なお、狩猟違反者の処分については、迅速に
行うよう配慮するものとする。

（略）
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(3) 特にタカ科、フクロウ科の鳥類及び愛がんを目的として飼養さ
れる鳥獣の違法捕獲等又は採取等、かすみ網の違法な使用、
所持、販売等並びにとりもち等による違法捕獲の取締りを重点
的に行うよう配慮するものとする。

（略）

(4) 氏名等の記載が無く違法に設置されたと疑われるわな等につ
いては、司法警察員により、刑事訴訟法（昭和23年法律第131
号）及びその他捜査に関する所定の手続を踏まえた上で領置
等の捜査を行うものとする。

（略）

(5) 鳥獣の輸出入業者、飼養関係者、加工業者、食品関係者等を
対象とし、鳥獣及びその加工品を定めて、流通段階における違
法行為の取締りを計画的に実施するものとする。

（略）

(6) 我が国に生息する鳥類を登録票あるいは標識を添付せずに愛
がん飼養している場合は、違法捕獲されたものである可能性が
あることから、鳥類の違法な飼養については、取締りを重点的
に行うよう配慮するものとする。

（略）

(7) 取締りに必要な機動力を整備するほか、緊急取締りに対応して
鳥獣行政担当職員及び鳥獣保護員の動員体制を整備するも
のとする。

（略）

(8) 狩猟事故及び狩猟違反の未然防止のため、法の知識及び実
技の習得に加え、狩猟者としてのマナーの周知徹底を図り、各
都道府県の狩猟者団体等の協力を得て、定期的な講習会の開
催等により、狩猟者の資質の向上に努めるものとする。

（略）

(9) 任意放棄又は押収された個体を野生復帰させる際には、遺伝
的なかく乱を防ぐ観点から、可能な限り捕獲又は採取された地
域に放鳥獣するよう努めるものとする。

（略）

(10) 警察当局との連携を一層密にするため、違法捕獲等に関する
連絡会議を設置する等、一層の連携強化に努めるものとする。

（略）

6 必要な財源の確保
　鳥獣保護事業の財源として、都道府県においては、地方税法
（昭和25年法律第226号）における狩猟税（目的税）の趣旨を踏
まえ、鳥獣の保護及び狩猟に関する行政の実施に対し効果的
な支出を図るものとする。

（略）

第十 その他鳥獣保護事業の実施のために必要な事項 第九　その他 ○Ⅰに即して加筆・修正。
　以下について、必要な事項を記載するよう努める。 ○地方分権一括法に伴う整理

1 鳥獣保護事業をめぐる現状と課題 1　鳥獣保護事業をめぐる現状と課題
　都道府県における鳥獣の生息や関連する社会経済の状況等
の変化を踏まえ、鳥獣保護事業をめぐる現状と課題を整理する
ものとする。

　都道府県における鳥獣の生息や～、鳥獣保護事業をめぐる
現状と課題を整理するよう努めるものとする。

2 鳥獣の区分と保護管理の考え方 （削除：第四に記載）
　Ⅰ第二－１及び以下の留意事項を踏まえ、対象種と保護管
理の考え方を鳥獣保護事業計画に記載するものとする。

（削除：第四に記載） ●「保護管理について特に配慮が必要な鳥
獣」に関する項を設けること（CBDネット）

(1) 希尐鳥獣 （削除：第四に記載）
　都道府県のレッドリストに記載されている鳥獣については、必
要に応じ、Ⅰ第二－１に準じて対象種と保護管理の考え方を鳥
獣保護事業計画に記載する。

（削除：第四に記載）

(2) 狩猟鳥獣 （削除：第四に記載）
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　狩猟鳥獣であっても、都道府県内の生息状況を踏まえ、地域
個体群の存続に支障が認められるような場合については、法
第12条に基づき所要の手続を経て捕獲等の禁止又は制限を
行うこととし、対象種と保護管理の考え方を鳥獣保護事業計画
に記載する。

（削除：第四に記載）

(3) 外来鳥獣 （削除：第四に記載）
　都道府県内に本来生息地を有しておらず、人為的に外部から
導入され、生態系に係る被害が生じている鳥獣については、必
要に応じ、Ⅰ第二－１に準じて対象種と管理の考え方を鳥獣保
護事業計画に記載する。

（削除：第四に記載）

(4) 一般鳥獣 （削除：第四に記載）
　上記(1)～(3)以外の鳥獣については、必要に応じ、Ⅰ第二－１
に準じて対象種と保護管理の考え方を鳥獣保護事業計画に記
載する。

（削除：第四に記載）

3 地形や気候等が異なる特定の地域についての取扱い 2　地形や気候等が異なる特定の地域についての取扱い
　地形や気候等の違いにより鳥獣の生息状況が都道府県内の
他地域と比して著しく異なる特定の地域については、その地域
の保護管理の方向性を別途示すことができるものとする。この
場合には、鳥獣保護事業計画にその地域の名称、区域及び概
要を示した上で、他地域とは別に方向性を示す必要がある事
項について、当該地域における方向性を記載することとする。

（略）

4 狩猟の適正管理 3　狩猟の適正管理
　狩猟鳥獣の種類、区域、期間又は猟法の制限、狩猟者の登
録数の制限、狩猟に係る各種規制地域の指定等の各種制度を
総合的に活用することにより、地域の事情に応じた狩猟を規制
する場の設定又は狩猟鳥獣の捕獲数や期間の制限等を、必
要に応じてきめ細かに実施するものとする。
　また、各種制度の運用に当たっては、狩猟鳥獣の生息状況
や土地利用に係る状況の変化を踏まえ、関係者の意見を聴取
しつつ、機動的に見直すものとする。

　狩猟鳥獣の種類、区域、期間又は猟法の制限、狩猟者の登
録数の制限、狩猟に係る各種規制地域の指定等の各種制度を
総合的に活用することにより、地域の事情に応じた狩猟を規制
する場の設定又は狩猟鳥獣の捕獲数や期間の制限等を、必
要に応じてきめ細かに実施するよう努めるものとする。
　また、各種制度の運用に当たっては、狩猟鳥獣の生息状況
や土地利用に係る状況の変化を踏まえ、関係者の意見を聴取
しつつ、機動的に見直すよう努めるものとする。

5 指定猟法禁止区域 （削除：第五に記載）
(1) 指定の考え方 （削除：第五に記載）

　指定猟法禁止区域については、地域の鳥獣の保護の見地か
らその鳥獣の保護のために必要な都道府県内の区域であって
環境大臣の指定する区域以外について指定するものとする。
　特に、鉛製銃弾による鳥獣の鉛中毒が生じている、あるいは
生じるおそれのある区域については、鳥獣の鉛中毒の状況等
の現状を把握・分析し、関係機関及び土地所有者・占有者との
調整を行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止区域の指定を進
めるものとする。
　なお、現在、法第12条第２項に基づき実施している鉛製銃弾
の使用禁止区域においては、現行規制の評価を行いつつ、順
次、指定猟法禁止区域の指定を進めていくものとする。
　また、鉛製銃弾以外であって、地域の鳥獣の保護の見地から
その鳥獣の保護のために必要が生じたときには、科学的かつ
客観的な情報の収集・分析を行い、関係機関、土地所有者・占
有者との調整を行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止区域の
指定を進めるものとする。

（削除：第五に記載）

(2) 許可の考え方 （削除：第五に記載）
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　指定猟法禁止区域内における指定猟法による捕獲等につい
ては、指定猟法による捕獲等によって地域的に鳥獣の生息に
著しい影響を及ぼすおそれがある等、鳥獣の保護に支障があ
る場合、又は、指定猟法による捕獲等によって当該地域の動
植物相に著しい影響を及ぼす等、生態系の保護に支障を及ぼ
すおそれがあると認められる場合以外に許可するものとする。

（削除：第五に記載）

(3) 条件の考え方 （削除：第五に記載）
　指定猟法禁止区域内における指定猟法による捕獲等の許可
に当たっての条件は、許可の期間の限定、区域の限定、鳥獣
の種類及び数の限定のほか、捕獲物の処理の方法等につい
て付すものとする。

（削除：第五に記載）

6 鳥類の飼養の適正化 （削除：第四に記載）
　鳥類の違法な飼養が依然として見受けられることにかんが
み、以下の点に留意しつつ、個体管理のための足環の装着等
適正な管理が行われるよう努めるものとする。

（削除：第四に記載）

(1) 登録票の更新は、飼養個体と装着許可証（足環）を照合し確認
した上で行うこと。

（削除：第四に記載）

(2) 平成元年度の装着許可証（足環装着）導入以前から更新され
ている等の長期更新個体については、羽毛の光沢や虹彩色、
行動の敏捷性等により高齢個体の特徴を視認すること等によ
り、個体のすり替えが行われていないことを慎重に確認した上
で更新を行うこと。

（削除：第四に記載）

(3) 装着許可証の毀損等による再交付は原則として行わず、毀損
時の写真や足の状況等により確実に同一個体と認められる場
合のみについて行うものとする。

（削除：第四に記載）

(4) 愛がん飼養を目的とした捕獲許可により捕獲された個体を譲り
受けた者から届出があった場合、譲渡の経緯等を確認すること
により１人が多数の飼養をする等、不正な飼養が行われないよ
うにすること。
また、違法に捕獲した鳥獣については、飼養についても禁止さ
れているので、不正な飼養が行われないよう適正な管理に努
めるものとする。

（削除：第四に記載）

7 販売禁止鳥獣等 （削除：第四に記載）
(1) 許可の考え方 （削除：第四に記載）

　販売禁止鳥獣等の販売許可に当たっては、以下の①及び②
のいずれにも該当する場合に許可するものとする。
①　販売の目的が規則第23条に規定する目的に適合するこ
と。
②　捕獲したヤマドリの食用品としての販売等、販売されること
によって違法捕獲や捕獲物の不適切な処理が増加し個体数の
急速な減尐を招く等、その保護に重大な支障を及ぼすおそれ
のあるものでないこと。

（削除：第四に記載）

(2) 許可の条件 （削除：第四に記載）
　販売許可証を交付する場合に付す条件は、販売する鳥獣の
数量、所在地及び販売期間、販売した鳥獣を放鳥獣する場所
（同一地域個体群）等とする。

（削除：第四に記載）

8 傷病鳥獣救護の基本的な対応 4　傷病鳥獣救護の基本的な対応
(1) 基本的な考え方
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　傷病鳥獣救護は以下のような考え方を基本として対応するも
のとする。

（基本的な考え方を示しているものであり、事業計画への記載
を指示しているわけではないので変更なし）

① 鳥獣保護センター等を中心として、市町村、獣医師（獣医師団
体を含む。）、動物園、自然保護団体等と連携しながら、救護活
動に対するネットワーク体制を整備し、傷病鳥獣の収容、治
療、リハビリテーション及び野生復帰に努める。

（略）

② 終生飼養、リハビリテーション等に携わるボランティアのネット
ワーク体制の中での位置付けを明確にするとともに、研修等を
通じて育成を図る等、民間による積極的な取組を推進する。

（略）

③ 傷病鳥獣の発生原因を究明し、必要に応じて予防措置を講じ
る。

（略）

④ 都道府県レベルで絶滅のおそれのある鳥獣についての救護体
制を整備し、主導的に救護を実施する。

（略）

⑤ 油汚染事件等一時的に多数の傷病鳥獣が発生した場合に備
えて、関係団体やボランティアの活動拠点の確保及び関係者
間の連絡網の整備を図るとともに、海鳥や海棲哺乳類の生息
状況について把握する等、救護体制の整備を図る。関係団体
等の協力を得て、人と鳥獣との適正な関わり方について普及
啓発を行う。

（略）

⑥ 雛及び出生直後の幼獣を傷病鳥獣と誤認して救護することの
ないよう、都道府県民に対し周知徹底する。

（略）

⑦ 救護個体の化学物質や重金属による汚染の状況、感染症の有
無等に関する情報を可能な範囲で収集する体制を整備し、得
られた情報を分析評価の上必要に応じて対策を講じる。

（略）

(2) 救護個体の取扱い
　救護個体の取扱いは以下のような考え方を基本として対応す
るものとする。

（略）

① 収容に当たっては、法、種の保存法、外来生物法、動物の愛護
及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号）、文化財保護
法等関係する法令の趣旨を踏まえ、必要な手続を行う。

（略）

② 希尐鳥獣については、保護増殖に資するデータを収集するとと
もに、野生復帰が可能な個体については、治療及びリハビリ
テーションを行う。野生復帰が不可能な個体については、繁
殖、研究若しくは教育のための活用又は終生飼養の検討を行
う。これらの対処が困難な場合には、専門家等の意見も参考
に、できる限り苦痛を与えない方法での致死を検討する。

（略）

③ 外来生物法に基づく特定外来生物に該当する鳥獣について
は、必要に応じ同法による手続を経た上で、できる限り苦痛を
与えない方法で致死させるか終生飼養する。

③　特定外来生物に該当する鳥獣については、原則として、で
きる限り苦痛を与えない方法で致死させるものとする。ただし、
同法による手続きを経た上で終生飼養が可能な場合はこの限
りでない。

42 ページ Ⅱ



④ 野生復帰が不可能な鳥獣又は野生復帰させることが農林水産
業等への被害等の原因となるおそれのある鳥獣については、
地域の状況に応じて、収容、治療、リハビリテーション、終生飼
養又はできる限り苦痛を与えない方法での致死等の取扱いに
関するガイドラインを作成し、これを踏まえ適切に対処する。

（略）

⑤ その他の傷病鳥獣については、救護活動に対するネットワーク
体制を活用して、収容、治療、リハビリテーション及び野生復帰
を行う。

⑤　その他の傷病鳥獣については、救護活動に対するネット
ワーク体制を活用して、収容、治療、リハビリテーション及び野
生復帰を行う。ただし、各施設等の状況に応じ、救護を優先す
べき種の選定等を行うことがやむを得ない場合には、それぞれ
適切な取扱いを行う。

(3) 人獣共通感染症対策 (3)　感染症対策
　収容個体は、必要に応じ、搬入後速やかに隔離及び検査を
行い、人獣共通感染症の感染の有無を把握し、仮に感染の可
能性がある場合には、関係法令等の規定に従い、適切に対処
する。また、二次感染を防止するため、衛生管理には十分留意
する。
　なお、救護に携わる者に対し、人獣共通感染症に関する基本
的な情報を提供するとともに、行政担当者や救護ボランティア
に対し衛生管理等に関する研修を行う。

　収容個体は、必要に応じ、搬入後速やかに隔離及び検査を
行い、人獣共通感染症の感染の有無を把握し、仮に感染の可
能性がある場合には、関係法令等の規定に従い、適切に対処
する。また、二次感染を防止するため、衛生管理には十分留意
する。
　さらに、周囲で家畜伝染病予防法が規定する家畜伝染病が
発生している場合には、同病に感受性のある鳥獣の収容個体
の症状等には十分留意し、同病の症状が疑われる際は、家畜
衛生部局等と調整し、適切な対応を取る。
　なお、救護に携わる者に対し、人獣共通感染症や家畜伝染
病等に関する基本的な情報を提供するとともに、行政担当者や
救護ボランティアに対し衛生管理等に関する研修を行う。

(4) 野生復帰
　野生復帰は以下のような考え方を基本として対応するものと
する。
①　対象個体の傷病が治癒していること、採餌能力、運動能力
や警戒心が回復していること等を確認する。
②　発見救護された場所で野生復帰させることを基本とし、そ
れが不適当又は困難な場合には遺伝的なかく乱を及ぼすこと
のないような場所を選定する。
③　感染症に関する検査や治療を行い、野生個体への感染症
の伝播を予防する。

（略）

5　安易な餌付けの防止

　Ⅰ第八に示すような鳥獣の保護に影響を及ぼす安易な餌付
けの防止に努めるとともに、普及啓発を積極的に推進するもの
とする。その際には以下の点について留意するものとする。
(1)　安易な餌付け行為が鳥獣に与える影響について市民の理
解を得ること。
(2)　観光事業者や観光客による鳥獣への安易な餌付けの防止
を図ること。餌付けを実施する際には、高病原性鳥インフルエ
ンザ等の感染症の拡大又は伝播につながらないよう十分な配
慮を行うものとする。
(3)　生ごみや未収穫作物等の不適切な管理、耕作放棄地の放
置等、結果として餌付けとなる行為の防止を図ること。

9 人獣共通感染症への対応 6　感染症への対応
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　高病原性鳥インフルエンザ等の人獣共通感染症が発生した
場合に備えて、国や都道府県内の関係機関との連絡体制、鳥
獣に関する検査体制並びに高病原性鳥インフルエンザと野鳥
との関わり、野鳥との接し方等の住民への情報提供等に関す
る基本的な対応について整理しておくとともに、都道府県内で
の野鳥の生息状況及びウイルス保有状況調査等の実施体制
の整備に努めるものとする。
　なお、野鳥の生息状況やウイルス保有状況調査の詳細な項
目等については、別途、国が作成した「高病原性鳥インフルエ
ンザ発生時の鳥獣行政担当部局の対応について」（平成17年
10月）を基に適切な実施を図るものとする。
　さらに、鳥獣の異常死が発生した際の対応に関する基本的な
考え方を整理しておくものとする。

　Ⅰ第十の考え方を基本とし、野生鳥獣に人獣共通又は家畜
に影響の大きい感染症が発生した場合に備えて、国及び都道
府県内の関係機関との連絡体制を整備しておくものとする。
(1)　高病原性鳥インフルエンザについては、人獣共通感染症
であり、かつ、家畜への影響が大きいことから、「野鳥における
高病原性鳥インフルエンザに係る都道府県鳥獣行政担当部局
等の対応技術マニュアル」等に基づいてウイルス保有状況調
査等を実施する体制を整備するとともに、家畜衛生部局等と連
携しつつ適切な調査に努める。
　更に、高病原性鳥インフルエンザと野鳥との関わり、野鳥との
接し方等の住民への情報提供等を適切に実施する。また、野
鳥の異常死を早期に発見するためにも、通常時の生息状況の
把握に努めるものとする。
(2)　その他の感染症についても、鳥獣の異常死又は傷病鳥獣
の状況等により把握に努めるものとする。特に、口蹄疫等の家
畜伝染病が発生している際には、周囲の野生鳥獣に異常がな
いかどうかの監視に努める。

7　普及啓発

(1)　鳥獣の保護管理についての普及等 ○Ⅰに即して加筆・修正。
　鳥獣の保護管理についての普及啓発を図ることを目的とした
年間計画を立て、地域住民による保護活動等の育成指導、探
鳥会等の普及活動、普及啓発資機材の整備・活用等を行うほ
か、鳥獣の保護活動に関する実績発表大会を開催する等、地
域の特性に応じた効果的な事業を実施するよう努めるものとす
る。
　普及啓発の際には、生物多様性の保全のためには、適切な
鳥獣保護管理が重要であり、個体数調整が不可欠な場合があ
ることにも理解を求めることとする。
　また、愛鳥週間の行事としては、探鳥会、講演会等を積極的
に実施するとともに、生態系への影響に配慮しつつ在来種によ
る食餌植物の植栽等を行うものとする。

○普及すべきことは「野生動物との共存」であ
り、捕殺することも共存のためには必要である
ことも含めて、正しい状況の普及が必要（委
員）

(2)　野鳥の森等の整備
　探鳥会の開催等により都道府県民が鳥獣を観察し、鳥獣の
生態等を知る喜びを体得することができるよう、鳥獣保護区内
の野鳥等の観察に適する場所に「野鳥の森」や水鳥の観察施
設等を整備するよう努めるものとする。

(3)　愛鳥モデル校の指定
　鳥獣の保護思想の普及の一環として、愛鳥モデル校を、期間
を定めて指定するよう努めるものとする。
　愛鳥モデル校は、小・中学校を対象に地域的な配置を考慮し
て指定するほか、必要に応じ、高等学校その他の学校等につ
いても指定することができるものとする。
　なお、愛鳥モデル校においては、学校周辺に身近な鳥獣生息
地の保護区を指定するよう努めるものとする。

(4)　法令の普及の徹底
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　鳥獣に関する法令のうち、法第８条等の鳥獣の捕獲等又は
鳥類の卵の採取等の規制の制度（法第12条第１項に基づくか
すみ網の使用、法第16条に基づく捕獲目的の所持、販売等の
規制並びに法第12条第１項に基づくとりもち等の使用規制を含
む。）、法第13条第１項に基づき捕獲等に許可を要しない鳥
獣、鳥獣飼養登録制度、指定猟法禁止区域、法第18条に基づ
く捕獲物又は採取物の放置の禁止に関する事項、法第26条に
基づく鳥獣等の輸入等の規制、法第35条に基づく特定猟具使
用禁止区域等、法第80条第１項に基づく本法の適用除外等特
に都道府県民に関係ある事項あるいは法改正により追加、変
更された事項については、都道府県広報誌、ポスター、パンフ
レット等により、その周知徹底を図るよう努めるものとする。

○既存の記載に加え、感染症予防について加
筆。Ⅰ第八に基づき適切な餌付けについて記
載。

●「生息環境管理及び被害防除対策に係る総
合的な取組及び必要な実施体制の整備」の項
を設け、次の点を記述すること。
　ツキノワグマのように、鳥獣と人間活動間の
軋轢低減が喫緊の課題となっている一方、生
息環境管理及び被害防除対策が十分でない
鳥獣については、それらを推進する。
(1)生息環境管理
　本来の生息地の質を回復するため、たとえ
ば森林が生息地となっている場合には、次の
ような管理を行う（ここでは省略）。
(2)被害防除対策
　被害防除を効果的に行うため、たとえばツキ
ノワグマのように鳥獣の行動圏と人の生活圏と
重なりを避けるべき場合には、次のような対策
を行う（ここでは省略）。（CBDネット）
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